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1 序論

1.1 研究背景

1.1.1 長距離光伝送技術の歴史

長距離光伝送方式は、Time Domain Multiplexing (TDM)、Wavelength Division Multiplexing (WDM)＋光ファ

イバーアンプ、デジタルコヒーレントの３つの技術をトリガとして、この 40年間で伝送容量が約 100万倍に拡大し

た。革新的技術が登場するたびに、装置そのものだけでなく伝送路設計手法や最適化手法も刷新され、大容量なイン

フラとその運用を支えてきた。1970 年の低損失ファイバーの実現や半導体レーザーの小型化によって、本格的な光

通信の研究が始まり、1980 年代の後半まで複数の信号を時間軸上で多重して伝送する TDM 技術の研究が進んだ。

1.5 µm帯の大容量長距離光ファイバー通信が 1987年に陸上幹線で商用化された後、1990年代に光ファイバーアン

プの商用化により線形中継伝送が可能になって伝送距離が大幅に拡大した [1]。また Arrayed Wave Guide (AWG)

フィルタの登場や光ファイバーアンプの広帯域化により波長多重伝送が可能になって容量が拡大した。かつて伝送距

離・容量の制限要因は光ファイバーの伝送損や受信機の受光感度限界であったが、光アンプによる線形中継伝送方式

以降は光ファイバーアンプによって増幅された信号光－自然放出光ビート雑音 [2] や、高パワーのWDM 信号光が

ファイバー伝送路を伝搬する際に生じる四光波混合（入射光の近傍に新しい周波数の光が発生する現象）、相互位相

変調（他の周波数光により位相が変化する現象）、自己位相変調（自身の周波数光により位相が変化する現象）などの

非線形光学効果が主な制限要因となり、光子の存在確率のレート方程式（マスター方程式）による Optical Signal to

Noise Ratio (OSNR)計算手法や、スプリットステップフーリエ法 (Split-Step Fourier Method: SSFM)による非線

形光学効果の計算手法 [3]が提案され、伝送特性の評価ができるようになって伝送路システムの普及につながった。

WDM伝送技術によりファイバー当たりの伝送容量を飛躍的に増大することができ、2003年には 10 Gbit/s光信

号の 80波多重 (800 Gbit/s)のWDMシステムが商用化された。WDM伝送技術により大容量化された長距離光伝

送システムは、主にテレコムキャリア（以下キャリア）が提供するレイヤ１ネットワークに活用されてきた。キャリ

アは、数千万以上のコンシューマに対して携帯電話・インターネットアクセス等の様々なサービスを安定して提供す

る必要があり、複雑なキャリアネットワークの最下位レイヤを支える光伝送システムには、極めて高い信頼性と堅牢

性、並びにコンシューマの人口分布に応じて中長期的に拡張が可能なスケーラブルなアーキテクチャが必要とされ

た [4]。これに対し、Reconfigurable Optical Add Drop Multiplexer (ROADM) 技術は、リングネットワークに波

長パスの追加削除を可能とし、地域の需要に応じてスケーラブルに容量を拡大できるようになった。2004年よりキャ

リアは ROADMの商用網での活用を開始し、二重に冗長化されたリング網を多段構成とすることで、スケーラブルで

かつ堅牢性の高い全国網のバックボーンを構築してきた。図 1.1は階層化リング網の例を示す。県内・県間をカバー

する二段構成のリングに ROADM とルーターが配置されており、県内リングは県内の ROADM・ルーターを収容
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し、Fiber To The Home (FTTH)やモバイル等のコンシューマー向けサービスを提供する。県間を跨ぐトラフィッ

クは、県間リングを介して県外に転送される。両リングには Transceiver (TRx) からのWDM信号が転送され、リ

ングの右回りと左回りで二重化される。例えば 1:1 protectionの場合、障害発生時には TRxからの信号が ROADM

によって障害箇所と逆の経路に 50ms以内に切り替えられる、といったように迂回ルートが明確で保守対応がしやす

い [5]。このようなアーキテクチャを採用することで、スケーラブルに容量を拡大可能で、かつリングを用いたシンプ

ルな冗長化によって堅牢なネットワーク運用を実現できる。

図 1.1 階層化リング網

1.1.2 デジタルコヒーレント技術の登場と伝送路設計の簡易化

しかし更なる大容量化に向けては、光ファイバーアンプの増幅帯域の制限から大幅に波長数を増やすことはできず、

一波長あたりのビットレートを 40 Gbit/sや 100 Gbit/sへ高速化する技術への期待が高まった。図 1.2 は 10 Gbit/s

の伝送技術を 40 Gbit/sや 100 Gbit/sに高速化する際の課題とその対応策を示す。10 Gbit/s伝送に適用されてい

た強度変調方式は光強度の ON/OFFを光受信機で識別するが、信号を高速化すると (1)時間軸方向にビット幅が狭

くなり、雑音光の量が一定値のまま信号光の光強度だけが小さくなって OSNRが劣化する。また、信号を高速化す

ると (2)変調スペクトルが光周波数軸方向に広がり、光フィルタ透過時に信号成分を喪失して波形が劣化する。信号
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図 1.2 100 Gbit/sに高速化する際の課題とその対応策

の高速化の影響は他にも、(3)内部応力等によって生じる偏波モード分散により、光ファイバー中を伝搬する２つの

偏波モード間の遅延時間差の影響が大きくなる、(4)光周波数によって屈折率が異なる波長分散という光ファイバー

特性により、光パルスが伝搬した際に（各周波数間の位相関係のずれに起因して）生じる線形歪の影響がより深刻に

なる。これに対し、(a) 変調方式を２値の強度変調から４値の位相変調 (Quadrature Phase Shift Keying: QPSK)

に多値化（×２）し、(b)偏波 XY成分を使って偏波多重（×２）する DP-QPSK方式を採用することにより、ボー

レート（搬送波に対する１秒間当たりの変調回数）を低く抑えたまま 100 Gbit/sへの信号速度高速化（×４）を実現

しつつ、信号光と局発光を干渉させて信号を検出するコヒーレント検波により高い受信感度を達成した [6, 7]。この

ような画期的な通信方式は、伝送路で発生する偏波回転や波形ひずみをデジタル信号処理回路により高精度・高速に

補正するデジタルコヒーレント受信方式の適用によって可能となった。

デジタルコヒーレント技術の適用は伝送容量・距離拡大だけでなく、伝送路特性の適応補償技術によって伝送路を

含むシステム構成の利点（シンプル化・低コスト化）をもたらすとともに、以下に示す、ガウシアンノイズモデルと

閉形式計算方式を用いたシンプルで俊敏な伝送路の設計を可能にした（伝送路設計の利点）。

はじめに伝送システムにおける構成の利点について述べる。図 1.3に 40 Gbit/s WDM伝送システムと 100 Gbit/s

デジタルコヒーレント伝送システム構成の比較を示す。a)の 40 Gbit/s WDM伝送システムでは、波長分散による波
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図 1.3 40 Gbit/s WDM伝送システムと 100 Gbit/sデジタルコヒーレントWDM伝送システムの比較

形歪を整形するために逆分散の特性を有する分散補償モジュール (Dispersion Compensation Module: DCM) を光

中継器や光受信機に配置するとともに、伝送路最適化による性能向上のために、波長チャネルごとに可変分散補償器

(Variable Dispersion Compensator: VDC) と光アンプが適用されていた。b)のデジタルコヒーレントWDM伝送

方式では、デジタル信号処理回路により最終段の Receiver (Rx)にてまとめて分散補償がなされるため、DCMや波

長チャネルごとの VDCと光アンプを含まないシンプルなシステム構成が可能となった。さらに、分散以外の伝送路

特性や回路ばらつきに対しても適応補償が可能となり、生産性が向上してシステムのコストが下がった。本論文では

前者を分散が管理 (Dispersion Management, DM)されたリンク、後者を分散が補償されていない (Uncompensated

Transmission, UT)リンクと呼ぶ。

続いて伝送路設計の利点について述べる。WDM 伝送において、伝送距離は主に光ファイバーアンプによる自然

放出光（Amplified Spontaneous Emission: ASE) による ASE 雑音と、信号光とファイバー媒体との非線形干渉

(Non-Linear Interference: NLI)による NLI雑音 [3, 8]により制限される。図 1.4の左下は ASE雑音のイメージを

示す。光ファイバーアンプに入力した信号光は光ファイバーアンプの利得 Gによって振幅が大きくなるとともに、光

ファイバーアンプの自然放出光 ESP が付加され、信号光と自然放出光が干渉して雑音を生じる。右下は NLI雑音の

イメージを示す。光ファイバー媒体中を進行した信号光は非線形分極を引き起こして非線形光 ENLI を発生し、これ

が信号波形を歪ませて雑音となる。ここで ηは非線形光学係数であり、光ファイバーは等方性媒質であるため E の三

次の項となる。図 1.4の上図はある条件下でこれらの制限要因をシミュレーションした結果を示す。縦軸は Signal to
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図 1.4 ASE雑音とファイバー非線形効果による制限

Noise Ratio (SNR)を示し、横軸 Pch はチャネル当たりのファイバー入力光信号パワーを示す。青線は ASE雑音の

計算結果を、赤線は NLI雑音を SSFMを用いてを計算した結果を示しており、オレンジはその合計値を示す。図 1.4

のシミュレーションの条件下では入力パワーの最適値 Pch が 3 dBm付近であり、これを境に Pch が小さい領域では

ASE雑音の影響が、大きい領域では NLI雑音の影響が支配的であることが分かる。オペレーターが光伝送路を設計

する際、ASE雑音・NLI雑音の影響を鑑みて各スパンの光入力パワーを設計するが、NLI雑音の影響が小さければ

よりファイバー入力パワーを大きくして伝送距離を延ばすことができる*1。DMの場合、DCMによってスパンごと

に波長分散による波形歪を整形して利得をのせ、図 1.3の a)に示すように各波長が位相整合した状態で光ファイバー

に入力されることから、非線形効果による波形歪が発生しやすい。ここで図 1.3上には色分けされたWDM信号のみ

が記載されているが、それぞれの波長が持つ周波数成分も DCMによって位相整合された状態で光ファイバーに入力

されている点も追記しておく。また、非線形効果による波形歪の影響を計算するために非線形シュレーディンガー方

程式を解く必要があり、計算コストと時間がかかるという欠点があった。一方 UTの場合、WDM信号は最終受信端

まで位相整合しないままファイバー中を伝搬するため、非線形効果による波形歪が起きにくい。この事象のモデル化

*1 A.D. Ellis らによる“Communication networks beyond the capacity crunch”の３章「The optical fibre capacity crunch」には
光ファイバーの通信容量を制限する３つの要因が挙げられており、これはそのうちの”increasing the injected power to obtain greater

signal-to-noise ratio at the receiver”に相当する。
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においては、2010年頃より A. Carena, P. Poggioliniらの Politecnico di Torinoのメンバによって UTにおける伝

送品質劣化を推定する Gaussian Noise (GN) モデルが提案され [9, 10, 11]、長年にわたってモデルの妥当性が証明

されてきた [12]。GNモデルは次の 3つの仮定に基づく [11]。

i. 非線形効果により発生するノイズは伝送信号と比べると十分小さく、信号光に対する摂動項として近似的に扱

うことができる。

ii. 送信信号は定常な正規分布として統計的に扱うことができる。

iii. 非線形効果により発生するノイズはそれぞれが独立に加算できるガウス雑音（加法的ガウス雑音）として扱う

ことができる。

伝送品質を決定する光信号の SNRは、簡単のためアンプと非線形効果の雑音のみが存在するとすれば、GNモデ

ルを使って

SNR =
Pch

PASE + PNLI
(1.1)

と表現できる。ここで Pch はチャネル当たりのファイバー入力光信号パワー、PASE は ASE 雑音パワー、PNLI

は非線形雑音パワーである。ASE雑音はアンプへの入力パワー、飽和利得、雑音指数などから計算できる。ここで仮

定 iiiより、ASE雑音、非線形雑音が無相関な加法的ガウス雑音となるため両者の影響がそれぞれの和として表現で

きる。非線形雑音の GN モデル近似は伝送距離が大きくなる（累積波長分散が大きくなる）ほど精度が良くなるこ

とが知られている。スパン間の相互作用を無視した、GN モデルの中で最も簡易な近似である incoherent GN モデ

ル [11]は、オープンな伝送品質推定ツールである GNPy*2に実装され、オープンソースソフトウェア（Open Source

Software: OSS）として公開されている [13]。GNPyは Orange等のキャリアや CESNET等の System Integrator

によって商用での活用・ブラッシュアップが進められ、近年では Open ROADM Multi-Source Agreement (MSA)

においても、光送受信装置ベンダに依存しない、ニュートラルな伝送路設計ツールとして活用されるようになってい

る。Politecnico di Torino や Microsoft 等は、2,000 km のフィールドファイバーと ROADM 装置、およびマルチ

ベンダのデジタルコヒーレント送受信機を使って GNPyの精度を評価した結果、500の実験サンプルの 90%以上で

OSNRと Generalized Signal-to-Noise Ratio (GSNR)の誤差が 1 dB以内であったことを報告している [14]。

このようにして、デジタルコヒーレント以降は DCMを活用した分散設計や非線形シュレーディンガー方程式によ

る厳密計算に代わり、GNモデルによる柔軟・迅速な光伝送路設計が主流となりつつある*3。

*2 ツールの名称の GNPyは、Gaussian Noiseと Phythonを合わせた造語。
*3 GNモデルの精度に関する議論及び最新動向については、付録 6.2節に示す。
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1.1.3 モニタ機能の高度化

前節では、デジタルコヒーレント技術がもたらした「伝送路設計の簡易化」という利点を紹介した。本節では、デ

ジタルコヒーレント技術を活用した「モニタ機能の高度化」というもう一つの利点について説明する。

伝送路の設計を行うには伝送路システムのパラメーターが必要であり、運用時には伝送品質 (Quality of Trans-

mission: QoT)のパラメーターが必要になる。ここで伝送路システムとは、ファイバー・アンプ・ROADM等の伝送

路の構成要素からなるシステムを指す。従来これらのパラメーターは、サービス提供前に専用装置を用いて測定し、

End of Life (EOL)までの品質マージンを設定してサービス運用を行うのが一般的である。近年、伝送路システムや

品質マージンに関するパラメーターをデジタルコヒーレントの受信機を活用してリアルタイムに QoTを推定する技

術の研究が行われている。後述する DCXサービスに適用する場合、以下の 2つのアプローチが候補となり得る。

■1.1.3.1 BERを使った推定

ある決まった変調フォーマットとシンボルレートを持つ特性プローブ光をネットワークに通し、受信機にて前方誤

り訂正 (Pre Forward Error Correction: Pre-FEC) によるビット誤り率 (Bit Error Rate: BER)を計測し、これを

使って End-to-End (E2E)の QoT推定を行う [15, 16, 17]。

Pre-FEC BER は既に Centum gigabit Form factor Pluggable (CFP) MSA [18] や Common Management

Interface Specification（CMIS） [19]等のMSAにおいてパラメーターが定義されており、BERを使った推定はマ

ルチベンダの TRxで利用可能である。その一方で、この方法ではネットワークの物理パラメーター情報が分からず、

TRxのノイズ・アンプによる ASE雑音・非線形雑音等の様々な劣化要因の総和量しか把握することができない点が

短所となる。

■1.1.3.2 Digital Longitudinal Monitoring (DLM)

距離・コンポーネントごとに、信号電力プロファイル・ファイバーの種類・各アンプのゲインスペクトルなどの伝

送路の物理パラメーターを推定する [20, 21]。これらを GNPy等の光パス設計ツールに代入することによって QoT

の推定が可能となる [22]。

DLMは、従来のハードウェア試験装置である（Optical Time Domain Reflectometer: OTDR）等を使用せずに、

受信（Rx）信号のみを処理することにより、ファイバー長手方向に分布する物理特性を推定する。例えば [20]では、

ファイバー長手方向の Power Profile、光ファイバーアンプの利得スペクトル、光フィルタの周波数応答の推定に成

功した結果が報告されている。ハードウェア試験とは異なり、DLMは「マルチスパン」測定が可能であるため、迅

速かつコスト効率の高い伝送路システムモニタリングが可能となる。さらに、DLMは回線システム全体を可視化す
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るため、ファイバー・アンプ・フィルタなどの伝送路部品に起因する障害の最適化および特定が可能である (4.6節に

後述)。

図 1.5 物理リンクパラメーター推定のための DLM

図 1.5に DLMの一般的な構成を示す。Power Profile Estimationを可能にする鍵はファイバーの非線形性（自己

位相変調）であり、Power Profileは距離ごとの非線形位相回転を推定することで得られる。送信機（Tx）からの信

号が伝送路システム上を伝播し、受信された信号データは制御部（コントローラー）に送られる。この時、DSPを介

して得られた信号データを用いて距離ごとの非線形性が推定できる。リンクで発生するファイバー非線形効果の影響

を推定するために、非線形性を除く波長分散などのインペアメントを補償する。続いて、復調された信号とシンボル

決定（可能であれば復号とマッピング）とナイキストフィルタリングから回収された Tx信号は、DLMアルゴリズム

に入力される。距離ごとの非線形位相回転は、最小二乗法 [20]または相互相関 [23]を実行することで得られる。こ

の方式では、システムを劣化させる主な要因である（OSNRASE、OSNRNLI）を計算でき、伝送路システムを含め

た最適化ができることが最大の特徴である。また、Tx信号は受信機またはコントローラーで復元できるため、信号

データ以外に特別なトレーニングやパイロット信号は必要としないという長所がある。その一方で、DLMは比較的

新しい技術であるためコヒーレント TRxのMSAに Inter face (IF)定義がなされておらず、本論文執筆時点ではマ

ルチベンダ環境で利用することが難しい。また、DLMはファイバーの非線形性を利用して上記特性を推定するため、

DWDMで一般的に使用されているファイバー入力パワーでは、精度が低下するという課題が残されている [20, 23]。

これら BERを使った推定と DLMのアプローチは、それぞれを単独で活用するだけでなく、両方式を補完的に用い

ることで、QoT推定精度や運用性を向上させることも可能である。
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1.1.4 デジタルコヒーレント技術の発展と普及

2010 年頃よりデジタルコヒーレント光送受信装置の商用化が始まると、デジタル技術による光送受信装置の小

型・省電力化が加速した。図 1.6 は 2010 年以降のデジタルコヒーレント伝送方式の進化と標準化活動の歴史を示

す。図 1.6 の上部は省電力汎用版のコヒーレント Digital Signal Processing (DSP) LSI とその周辺回路を示して

図 1.6 デジタルコヒーレント伝送方式の進化と標準化の歴史

おり、カッコ内は半導体プロセスを示す。コヒーレント DSP LSI が商用化され、世代が進むにつれて、半導体プ

ロセスの微細化とデジタル信号処理技術の進展によって、高速化や省電力化だけでなく「＋」で示した機能が DSP

LSI内部に新たに実装された [24]。Gen2 DSPでは、デジタル信号をアナログに変換して LSIから出力する Digital

Analog Convertor (DAC)、Optical Transport Network (OTN) flamer、ビット誤りを訂正し伝送品質を改善する

Hard Decision Forward Error Correction (HD-FEC) の各機能が搭載され、Gen3 DSP ではレイヤ１多重化機能

の Gear box、CAUI4/OTL4.4クライアント信号を直収するための bjFEC、ライン側の標準 FECである Staircase

FEC (SC FEC)の各機能が DSPに搭載された。またGen3 DSPでは、プロセッサやパケットスイッチ等の他の LSI

と同様、DSP LSIが Reference Designと Software Development Kit (SDK)と合わせて提供されるようになり、よ

り多くのベンダが短い開発期間で DSPを実装できるようになった。Gen4 DSPでは、データセンタ (Data Center:

DC)事業者やクラウド事業者等の要望を受けて AES 256の暗号化通信に対応する Layer 1 Encryption 機能や最新
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の標準 FEC方式を搭載し、さらに大容量の DC間通信 (Data Center Interconneect: DCI) を省電力に実現するた

め、64 GBaud Dual-Polarization (DP) 16 Quadrature Amplitude Mdulation (16QAM) による 400 Gbit/s通信

も可能となった。図 1.6の DSP LSI の中央部に、これらの DSP LSI によって実現されたモジュールの進化の様子

を示した。埋め込み型の 100 Gbit/s ５×７ inch モジュールが４×５ inch に小型化した後、その次の世代の CFP

からはプラガブル・モジュールへと進化し、最新の Gen4においては 400 Gbit/sに対応した QSFP-DDモジュール

のデジタルコヒーレント技術実装も可能となっている。ここで、埋め込み型モジュール及び CFP までは ITU-T で

標準化された OTN装置に実装され、主にキャリアのバックボーンネットワークに活用されるケースが多かったが、

QSFP-DDは後述するように DC・クラウド事業者が中心となり、DCI向けからデファクト化が進められた。

図 1.6下部の標準化活動の状況を説明するにあたり、まず各団体が定義しているインタフェース仕様や開発してい

図 1.7 各団体のインタフェース仕様やツール群

るツール群が、伝送路システム・光送受信装置・コントローラーのどの部分に関するものかを図 1.7にマップにして

説明する。図 1.7の下部にはファイバー・アンプ・ROADM等の伝送路の構成要素からなる伝送路システムと、装置

の Network Operating System (NOS) や TRx からなる光送受信装置があり、上部にはこれを制御するコントロー

ラーとオーケストレーターが配置されている。コントローラーは ONOSや OpenDaylight等の NOSが OSSとして

開発されており、この中の機能としてパス計算の Transport PCEや伝送路設計ツールの GNPy・Mininet-optical等

がある。オーケストレーター・コントローラー・伝送路システム・光送受信装置間には、各団体によって Transport
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API・OpenConfig YANG model・Open ROADM data model等のインタフェースやモデルが定義されている。

図 1.6下部に戻り、歴史順に解説する。デジタルコヒーレント伝送方式は、2010年当初は主にキャリアとそれらに

装置を供給するベンダが中心となって、図中 (1) の International Telecommunication Union - Telecommunication

Standardization Sector (ITU-T)や Optical Internetworking Forum (OIF)などの団体で標準化が進められていた。

その後、(2) デジタルコヒーレント技術を搭載した CFPのManagement Interface Specification [18]が CFP MSA

で定義されると、(3) OpenConfig や ONF によって、コントローラーにおける Software Defined Network (SDN)

を光伝送領域にまで拡大して光送受信装置を制御するためのオープンな NOS・設定用 YANG model や Transport

APIが定義・公開されるようになった*4。(4) 2016年、ROADMシステムをマルチベンダ化するための APIや仕様

を定義する Open ROADM [25]、(5) 光と IPネットワーキングにおいてオープンな技術・アーキテクチャ・インタ

フェースの定義を目的とした Telecom Infra Project Open Optical & Packet Transport (TIP OOPT) が発足する

と、キャリアやハイパースケーラーの参画により、光伝送技術のオープン化が加速した [26]。前者は主に伝送路シス

テム部分、後者は主に光送受信装置部分に力点を置いている。

Open ROADMは主に AT＆ T・Orange・DT等のキャリアと、それらに装置を供給するベンダから構成された

MSAであり、発足してすぐに装置・ネットワークアーキテクチャと構成要素それぞれのパラメーター・スペックを

Optical Specification Ver 1.03にまとめてMSAサイト上で公開した（2025年 2月現在は Ver 7.0）。また、データ

プレーンの相互接続に欠かせない光送受信装置内の FEC仕様・FlexOフレーム構造・シンボルマッピング等を詳細

に定義してドキュメント化し、同じくMSAサイト上で公開している。

TIP OOPTには、Telefonica・Vodafone等のキャリアと、それらに装置を供給するベンダ（Whiteboxベンダ含

む）、Politecnico di Torino 等のアカデミアが参加している。光と IP ネットワークにおけるハードウェア・ソフト

ウェア分離とイノベーション加速を目指す TIP OOPTは、前章で述べた GNPyの開発やオープンな光送受信装置の

仕様策定を実施する等の活動を推進している。

(6) 2017年頃に CFP2-DCOが普及し始めると、2018年には GoogleやMicrosoft等のハイパースケーラーが中心

となり、大容量の DCIを省電力で実現するため、OIFにてキャリア向けの CFP2よりもさらに小さく、ルーターや

スイッチに搭載可能な QSFP-DD等の小型のフォームファクターに対応可能な 400ZRの議論が活発化した。この規

格は、ターゲットを DCIに絞り、< 120 kmの DCI向けでかつ 400G DP-16QAMのみに対応している。(7) OIF・

Open ROADM 等の多くの団体によってデジタルコヒーレント伝送方式のデータプレーンのデファクト標準仕様が

制定されていく中、ITU-T にて FEC のデジュール標準仕様策定がはじまり、デファクト標準であった SC FEC・

CFEC・oFECが選定された。(8) OIF での 400ZR制定に続き、QSFP-DD 等の小型のフォームファクターで 100

～400 Gbit/sの多種モードに対応する OpenZR+ MSAのデファクト標準仕様制定が始まった。OpenZR+ MSAは

*4 図 1.6 下部に記載した以外にも、Internet Engineering Task Force Abstraction and Control of TE Networks や Cablelabs P2P、
Institute of Electrical and Electronics Engineers等でもデジタルコヒーレント伝送方式に関連する標準化が推進されている。
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400ZR のアプリケーションを拡張し、イーサネットトラフィック・DCI・ローカルエリアおよび長距離通信に対し

て、運用効率の高いソリューションを提供することを目指している。

(9) 2020年には IOWN Global Forumが発足し、ネットワーク分野とそれ以外の業界によって、金融業界向けの

インフラや放送事業向けのリモート・メディア・プロダクション等のユースケースが議論され、ドキュメント化さ

れている。さまざまな拠点間を光波長パスでダイレクトに接続することを可能とする Open All-Photonic Network

(APN) の Functional Architecture は重要な位置を占めており、光電融合や波長変換などの次世代の光伝送技術を

見据えた新しいネットワークアーキテクチャの文書がリリースされ（2025年 2月現在は Ver 2.0）、コンセプト実証

が進められている。また、Open ROADM・TIP OOPT・IOWN Global Forumの３団体はそれぞれのターゲット

を目指す中で独自の強みを示しつつ、一方でいずれの団体も Multi-vendor, Disaggregation, Open Interface, SDN

Architectureを推進する点で共通しており、近年では団体間でリエゾン関係を締結してオープン化を加速する動きが

出てきている [27]。

従来光送受信装置はキャリアの専用装置という色合いが強かったが、以上のように、デジタル技術の普及によって

光送受信装置の小型・省電力化が進み、DCやクラウド等の多種多様な事業者が光送受信装置を活用するようになった

こと、デジタル化に伴って制御インタフェースの制定・オープン化が進み、よりコントローラーが Software Defined

に制御しやすく、様々な業種が参加してオープンイノベーションを加速しやすい環境が整ってきている。

1.1.5 データセンタ内で起きた技術革新：仮想化技術（ハードウェア・ソフトウェア分離）

これまで、長距離光伝送においてデジタルコヒーレント伝送技術が果たしてきた技術革新を受けて、利用者の裾野

が広がり様々な業種が制御インタフェースの制定・オープン化に参加していることについて述べてきた。この節では、

DCの中で起きた技術革新について述べる。SNSやビデオストリーミング・ビデオ会議サービス等の普及によって急

激に増加したコンピューティング需要とそれに伴うトラフィックを処理するため、ハイパースケール DC内ではハー

ドウェアとソフトウェアを分離するためのオープンで新しい技術の実装が進んだ。代表的な例として、物理サーバー

にハイパーバイザーと呼ばれる仮想化ソフトウェアを用いて仮想サーバーを動作させ、1台のサーバーハードウェア

を複数台の仮想的なサーバーに分割して利用する「サーバー仮想化」や、複数のストレージを仮想的に統合して 1つ

の大きなストレージプールを構成する「ストレージ仮想化」等が挙げられる。これらのハードウェアとソフトウェア

を分離する技術は、製品コストを下げることで DCオペレーターの Capital Expenditure (CAPEX)削減を可能にす

るだけではない。DCオペレーターにとって、Kubernetes・Docker・Ansible等のサーバー系で実績のある OSSの

活用を可能とし、短期間にシステムを構築できる（迅速性・俊敏性）、高信頼かつ柔軟にシステムを拡張できる（柔軟

性、冗長性）ことで DCオペレーターは運用を自動化でき、Operating Expense (OPEX)を削減できることの方が、

仮想化技術導入の主要な目的となっている [28]。

2007 年頃から、主にコンピューティング分野の研究者が柔軟性の高いネットワークを実現するために、ハード
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ウェアとソフトウェアを分離した新しいタイプのルーターやスイッチを提案し、コミュニティ活動によりソフトウェ

ア部分をオープンイノベーションで開発する潮流が高まり、様々な業種が参加して実装が始まった [29]。2011 年

には、ネットワーク機器を 1 つの制御装置で集中管理して複雑な転送制御を行ったり、柔軟にネットワーク構成を

変更可能とする技術である OpenFlow を開発することを目指して Open Networking Foundation（ONF）が発足

した [30]。その後、高効率を実現する DC ファシリティの要素（サーバー・空調・電力等） のシステム仕様を検証

し、そのナレッジをオープン化する Open Compute Project（OCP） [31]が設立され、Meta・Microsoft等のハイ

パースケーラーやホワイトボックスベンダ等が参加したオープンイノベーションで市場が拡大している*5。図 1.8は

Microsoft によるネットワーク仮想化の取り組みを示す。Microsoft はハードウェアからソフトウェアを分離するた

めに、Broadcom等各社 Switch ASICの共通インタフェースである Switch Abstraction Interface (SAI) [34]を定

義し、続いて様々なネットワークアプリケーションや管理ツールを利用するため、DC向けのオープンな Switch用の

Network Operating System である”SONiC” [35]の開発を推進した。Microsoft のサイトでは、数百の DCを運用

図 1.8 Microsoft によるネットワーク仮想化（出典：https://www.volansys.com/blog/switch-abstraction-

interface-breaking-the-network-aggregation/）

し数万のスイッチを使用する場合の要件として、

*5 米国に閉じず、日本や韓国などアジアでもオープン仕様の導入が進んでいる [32, 33]。
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• ネットワークの各レイヤで最高レベルのスイッチハードウェアを適用できること

• エンドユーザーに影響を与えることなく新機能を実装できること

• プログラム更新は、安全性と信頼性を確保しながら、数週間ではなく数時間で完了させること

• クラウドスケールで詳細なテレメトリを行い、完全に自動化された障害対策を活用すること

• SDNをベースにソフトウェアを有効活用し、ネットワーク内のすべてのハードウェア要素を共通のアーキテク

チャで容易に制御できるようにすることで、重複を排除し、障害を減らすこと

とし、SAI・SOCNiCオープン化の経緯とともに、サーバーで確立されたコンテナ技術をモノリシックなスイッチソ

フトウェアに適用している点を紹介している [36]。

このような OSS・オープン仕様を活用したオープンイノベーションの活動を通してWhitebox 市場が形成され、

Linuxベースのプラットフォーム上で OSSが進化し、ゼロタッチ・プロビジョニングやストリーミング・テレメトリ

などの運用自動化ツールが DCで使用されるようになり、DC事業者は新しいオペレーションを導入して少ないエン

ジニアで膨大な数の装置を管理・制御し、運用コストを削減できるようになった。こうして、特定のベンダの製品に

限定されない水平分業型にセグメンテーションされた DC機器のビジネスモデルと、オペレーター主導による柔軟・

高効率な DCインフラが構築されていった。

1.1.6 取り巻く環境の変化：データセンタ間通信の拡大と広域化

前節では、DC において、急激に増加したコンピューティング需要とそれに伴うトラフィックを制御するための

技術革新と、ONFや OCPで行われてきたオープンイノベーションの取り組み・運用自動化の現状について紹介し

た。この節では、クラウド、Artificial Intelligence (AI)、Machine Learning (ML)、ビッグデータ、アナリティク

ス、Augmented Reality (AR) や Virtual Reality (VR) 技術の急速な普及により、近年急速に需要が拡大している

DCIについて、その背景と状況を紹介する。

2015 年頃まで、広大な敷地と莫大な電力を必要とする DC は、ハイパースケール DC と呼ばれる巨大な DC を

都市部から離れた郊外に建設するのが一般的であったが、Microsoftや Amazon Web Service (AWS)等のクラウド

サービス事業者は、ビデオ会議などの遅延要請の厳しいリアルタイムアプリケーションをサポートし、かつ大規模

停電や自然災害などによる多重障害を回避するために DCの分散配置を推進している*6。図 1.9はMicrosoftの DC

アーキテクチャの変遷を示す。(a) 従来は mega-DC 内に建設された複数の大規模な DC ビルを、A～D の４つの

Core Network Rooms (CNR)で光ファイバー接続していたが、(b)近年では Region内に２つの Regional Network

Gateway (RNG)を設けて Region内の複数のサイトをダークファイバーによって冗長接続している（以下 Regional

DCI網）。往復遅延はアプリケーションの要求により２ ms程度に制限されるため、各 DCと RNG間は数十キロ程

*6 この傾向はMicrosoft・AWS・Google等のクラウドサービスオペレーターには該当するが、Metaの様にコンシューマビジネスを展開す
る事業者は現在でも郊外にハイパースケール DCを構築するケースが多い。
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図 1.9 Microsoftの DCアーキテクチャの変遷（出典：https://doi.org/10.1364/JOCN.11.000C94）

度のファイバーで接続されている [37]。AWSの場合も Regional DCI網と似通った DCIアーキテクチャを採用して

おり、冗長化された電力源・ネットワーク・接続機能を備えている複数の DCからなる Availability Zone (AZ)が定

義され、AZ 間は冗長化された専用メトロファイバー（100 km以内）で相互接続されている [38]。AZ間の遅延は２

ms以内に規定されており、DWDMリンクが適用されてピーク時には 25 Tbit/sのトラフィックを収容する [39]。

DWDMリンクのトラフィックが 1 Tbit/s以内の中小規模の DCIの場合には、図 1.10のような構成（ここでは

図 1.10 Routed Hub and Spoke構成の DCI

Routed Hub and Spokeと呼ぶ）が普及している。初期導入コストとラックスペースを削減するため、光送受信装置

を削減しルーターにコヒーレントトランシーバーを刺した IP over DWDM 構成を用い、メイン拠点の DC を中心

に Hub and spokeトポロジーで接続する。この構成は小規模の場合にコストが最小で済むこと、L1ネットワークを
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L2/L3装置にマージすることで L2/L3運用者にとって直感的で分かりやすい等の理由から、中小規模の DC事業者

やインターネットサービスプロバイダーに広く普及し、昨今導入が進んでいる。しかしながら、この構成では中央の

ハブの部分にトラフィックが集中するため、拠点数や通信容量が増加すると中央のルーターの回路規模・電力が急増

し*7、スケーラブルに規模を拡張することが難しい。また中央のハブ部分のルーターに障害が発生すると全ての拠点

の通信に影響が及ぶなど、信頼性にも難点がある。信頼性を向上させるために中央のハブを二重化・二拠点化してリ

スク分散する手法も考えられるが、そのためには２倍の装置・ファイバーリンクが必要になる。

以上のように、ハイパースケーラーや DCオペレーターによって DCIの需要が拡大しており、OMDIA等の調査

会社のレポートによると 2023 年には全WDM 需要の約 40% を占め、年平均成長率 (Compound Annual Growth

Rate: CAGR)は 13～14%と見積もられている。また [40]によると、DC間接続の通信量は 2013年から 2023年の

10 年間の間に 27 Exabyte (EB) から 166 EB と約６倍に増え、2033 年には 962 EB に至ると予測されている。図

1.10 の構成はダークファイバーを用いて運用されているケースが多いが、ファイバー当たりの波長数が少ないため

ダークファイバーまたは伝送路システムの利用効率が悪い点も課題であり、将来の通信容量拡大を見据えたサスティ

ナブルな解決策が必要となる。このような DCI需要の高まりを受け、米国ではダイナミックな光スイッチングによ

りオンデマンドに通信ネットワークキャパシティの提供を行う ExaSwitch [41] や、24 時間以内に固定帯域の接続

サービスWaves on Demandを提供する Zayo [42]等が、日本ではWDM技術を適用した DCIサービスを提供する

ビー・ビー・バックボーン [43]等が、DC間接続のニーズを受けて新規サービスを開拓している。DCI以外のWDM

需要の CAGRは約２ %であることを考慮すると、今後の大容量通信は DCIが牽引する形となり、最新技術も DCI

を皮切りに適用される可能性が高いと推測できる。

さらに、近年では地域の電力供給限界や立地不足により DCの分散化が進むケースが増えている。DCは 1つの施

設が数十メガワットを消費することが一般的であり、これは数万世帯分の電力消費に相当する。大容量海底ケーブル

を利用しやすく欧州 DC の一大集積地になっているアイルランドでは、DC 事業者による首都ダブリンでの新規プ

ロジェクトの許可申請が地元当局によって却下されるなど、電力供給問題により新規の DC 建設が難しくなってい

る [44]。日本でも、資源エネルギー庁の報告 [45]によると、DCの８割強が東京・大阪エリアに集中しており、特に

東京エリアにおいては運転開始から 40年以上経過している老朽火力が供給力の約１割を占めており、かつ多くの火

力発電所が東京湾岸に集中するなど、電力供給問題が顕在化している。このような要因からも、DC及びそれを繋ぐ

ネットワークの広域化が世界の大都市で加速していくと考えられる。

もう一点、データセキュリティ・個人情報保護の観点からも、DC間接続のニーズが拡大している事例を紹介する。

近年、ハッキング・フィッシング・ランサムウェア攻撃等のサイバー犯罪の増加、EUの一般データ保護規則 (General

Data Protection Regulation: GDPR) や日本の個人情報保護法等の法規制の強化により、データセキュリティ・個

*7 例えばクロスバー型スイッチング回路では、ポート数が N の場合、必要なスイッチエレメントの数は N2 に比例する。
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人情報保護の重要性はかつてないほどに高まっている。また、AI、IoT、ビッグデータといった新しい技術の登場に

より、データの収集・分析・利用がより高度になる一方で、それに伴いリスクも複雑化した。このような背景のもと、

国・自治体や企業は大切なデータはクラウドではなく自身が管理するローカルストレージに保有し単一の国・地域内

でのみ提供するなどして、他の国・地域の法令の影響を排除しデータ主権を担保する事例（以下ソブリンクラウドと

呼ぶ）が近年増加している。

1.1.7 データセンタエクスチェンジサービスへの期待

図 1.11 DCXサービスのビジョンとその背景 [46]

図 1.11下部はここまでの節で示した本研究の背景を示す。光伝送技術はデジタル技術の適用後に様々な業種に普

及し、キャリア・DC・クラウド事業者が協力して制御 IFの制定・オープン化が進展している。DC内の仮想化技術

（ハード・ソフト分離）は OSS・オープン仕様を活用したオープンイノベーションによって自動運用が進み、柔軟・

高効率なインフラが構築されている。光伝送・仮想化の二つの技術革新と、 1.1.6節に示した環境の変化を背景とし

て、図 1.11上部のように、メトロエリアに分散された多数の DCからなる仮想的な大規模 DCを実現するデータセ

ンタエクスチェンジ（DCX）サービスへの期待が高まっている。DCXサービスは、図 1.11の中央部に示すように面
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的に展開した多対多の DC拠点間において、光波長パスを用いてキャリア・DC・クラウド等多種多様なユーザーの

TRx間（例：キャリアに普及している CFPと DC・クラウドに普及している QSFP-DD等）を需要に応じてオンデ

マンドに接続する。キャリア・DC・クラウド等の事業者は、メトロエリアに分散された DCを仮想的に一つの大規

模 DCとして活用できる。さらに、各事業者はこれまで個別にクローズドな DCIを構築・運用していたが、WDM

技術により高密度に多重された伝送路システムをキャリアサービスとして提供することで、多種多様なユーザー間で

伝送路システムをシェアしてインフラの効率を大幅に向上させ、かつユーザーの要求に応じてスケーラブルに増設が

可能となる。例えば IOWN Global Forumでは、「クラウドサービスインフラのスケールアウト」を目指し、新設の

DCを追加する際に APNを使って「高速・低遅延・遅延確定的な L1（トランスポートリンク）で拠点間を臨機応変

に接続するネットワーク」 [47]を実現しようとしている。文献 [47]では、具体的に以下のようなユースケースを用

いて DCXのメリットを紹介している。

ハイブリッドクラウド・マルチクラウド ユーザー DCと、広域に展開した複数のクラウドがある DCを、DCXに

よって高速低遅延に接続。ユーザーは業務アプリ・Webアプリ・AIアプリなどを活用する際、クラウドサー

ビスを使い分けたり、時間課金などのオンデマンドの接続も可能となる。

エッジコンピューティング ユーザー DC と、広域に展開した複数のキャリアの Multi-access Edge Computing

(MEC)がある DCを、DCXによって高速低遅延に接続。ここでMEC DCは、ユーザーにとって膨大な数の

端末からのデータを集約、整流するポイントとなる。

クラウドサービスインフラのアジャイルな拡張 クラウドサービス事業者は、広域に展開した多数の DC間を高速低

遅延にメッシュトポロジーで接続したいが、新規 DC追加の際に既存 DC間とダークファイバー接続するのに

膨大な時間とコストがかかっている。DCXを適用することで、クラウドサービス事業者は新規 DC追加の際

に DCXに波長を追加するだけでネットワークを構築できる。

1.1.8 DCXのアーキテクチャとそのサービス要件

前節に示した新しいユースケースを実現するには、キャリア・DC・クラウド事業者等の様々な業種が参加したオー

プンイノベーションを加速する必要がある。さらに、AI技術の普及によって発生する莫大なコンピューティングリ

ソースと DC間のトラフィックを収容していくため、DCXのように柔軟・高効率な将来のインフラアーキテクチャ

を構築することは、スケーラビリティ・サスティナビリティの観点から喫緊の課題であると言える。この節ではまず、

既存の代表的な大容量光ネットワークである階層化リング（1.1.1節）や Regional DCI・Routeed Hub and Spoke

（1.1.6節）と DCXを比較してその長所を明らかにし、DCXのサービス要件を論じる。

図 1.12 に既存の大容量光ネットワークを示す。(a) の階層化リングは、ROADM を適用したことで拡張性に優

れ、かつリングトポロジーを活用した Protectionを適用し障害発生時の経路切替を高速に行うことで高い信頼性を保
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図 1.12 階層化リング・Regional DCI・Routed Hub and Spokeの比較

証できる点に強みがある。その一方で、階層化のためファイバールートが長くなったり（図のオレンジ線は県間を跨

ぐ接続の例）、多くのコンシューマーを効率よく収容するためのルーターによってバッファリングによる遅延が発生

しやすい等、DC間通信にとって重要な低遅延性を満たすことが難しい。(b) の Regional DCIは各 DC間をダーク

ファイバーで直結するため遅延を小さくでき、かつ DC間をフルメッシュで接続するために信頼性に強みがあるが、

DCを新設する度に新 DCから全ての既存拠点へのファイバー接続が必要になるため、拡張性に弱みがある。(c) の

Routed Hub and Spoke は中央のハブ拠点に電力やリスクが集中するため、ここがボトルネック要因となって拡張

性・信頼性を確保することが難しい。また、(a)に比べればファイバー伝搬遅延は比較的小さいと言えるが、ハブ拠点

のルーターのスループットが十分でない場合はバッファリングによる遅延が大きくなる。

図 1.13は筆者が提案する DCXのアーキテクチャとその長所を示す。右中央は Point Of Presence (POP)の構成

例で、Demux・Wavelength Selecting Switch (WSS)・Muxを組み合わせることで波長多重された光信号から任意

の波長の光信号を Add/Dropする様子を示す。DCXはフルメッシュや Hub and spokeと違い、ROADM技術を備

えた POP間をファイバーで接続し、コントローラーで集中制御する構成をとっている。また波長１～３の例のよう

に、多くの拠点からの光信号を波長多重技術によって効率的に収容可能で、ネットワークの拡張性を確保できる。さ

らに、階層化リング網と違って各拠点を光WDMパスで直結するため、低遅延サービスの提供も可能である。図中の

青線で示した波長３のように、光パス自動設計・運用技術を導入できればオンデマンドな迂回も可能で、高い信頼性

も担保できる可能性を秘めている。

上記のように DCXは多くの長所があるが、実現のためにはユーザー・クラウド事業者・MEC事業者が所有して

いる多種多様な装置（TRxや伝送路システム）同士を最適化して速やかに接続する技術が必要となる。現在、コヒー

レント TRxのデータプレーンについては、Open ROADMや 400ZR、OpenZR+等が仕様化済みで相互接続可能な
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図 1.13 提案する DCXのアーキテクチャ

市中品が普及しているが、遠隔に設置された多種多様な TRxを制御・監視するコントロールプレーン及び TRx間の

モードの最適化手法については技術が確立されていない。伝送路システムについては、異なるベンダ装置間で相互接

続するための技術が確立されておらず、複数の伝送路を跨って光波長パスを最適化することができない。

ここで、階層化リングも Regional DCIも、一事業者が自社設備内に光送受信装置や伝送路システムを設置・運用

する前提であった点も重要なポイントである。これらの装置は DCXサービスを提供する事業者のビルではないとこ

ろに設置されているのが一般的であり、ユーザーが接続したい任意拠点間の多様なトポロジーに対応し、かつ品質や

パラメーターが不明なアクセス回線である Alien Access Link (AAL)を経由して E2Eを接続する技術と運用手法を

開発する必要がある。また、電気変換を減らしてユーザー DC 間を光で直結することは、電気段で品質をモニタす

る箇所・パラメーターが減少することと等価であるため、伝送路システムの最適化や品質モニタリングに対して新た

な技術と運用手法を開拓していく必要がある。さらに、キャリアは事故・バグ・悪意を持った攻撃等によるイレギュ

ラーな接続を回避して、ネットワークのセキュリティや堅牢性を確保する技術が必要となる。

1.2 本研究の目的・課題・目標

この節では、これまでの節で述べた内容を総括し、本研究の目的・課題・目標について論じる。

1.1.4節では、デジタルコヒーレント技術の性能向上・普及により、光伝送技術分野にキャリア・DCクラウド等の

様々な業種が参加して、オープンな設計ツールの開発、オープンな制御 IFの制定が進展してきたことを述べた。続

いて 1.1.5節では DC内に焦点をおき、仮想化技術によってハードウェア・ソフトウェアが分離され、オープンイノ
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ベーションで市場が拡大し技術が成熟、OSSによる自動運用が普及している状況について述べた。このような二つの

イノベーションが世界中に普及したことにより、光伝送は長距離大容量化が進み、DCは高効率・高信頼に大容量化

を実現し、ビデオ会議や SNSなどのクラウドサービスはグローバルに普及・拡大を続けてきた。

一方で、1.1.6節で述べたように地域の電力供給限界・立地不足やセキュリティ等の課題に直面し、分散配置・広域

化が進んでおり、DC間を接続するネットワークの需要が急増している。更に、アプリケーションも進化を続けてい

く。今後は、現実世界の物体や環境から収集したデータを使い、仮想空間上に全く同じ環境を再現する「デジタルツ

イン」と呼ばれる技術の普及が進み、ユーザーに近いエッジ DC（同じ都市内など）を効率よく活用した大容量低遅延

なネットワークに対する要望が拡大していくと予想されている。今後 AI技術の普及によって莫大なコンピューティ

ングリソースの消費が予測されている中、取り巻く環境の変化と新しいアプリケーションの提供を許容しながら、ス

ケーラブルかつサスティナブルにトラフィックを収容可能な将来のインフラ構築は喫緊の課題である。

このような将来インフラの課題を受けて、1.1.7節にて、メトロエリアに分散された多数の DCからなる仮想的な

大規模 DCを実現する DCXサービスへの期待が高まっていることを述べ、1.1.8節にて、従来ネットワークとの比較

から DCXのアーキテクチャの特徴と、これを実現するためのサービス要件について論じた。これらをふまえ、本研

究では「従来手法では実現が難しい低遅延・拡張性・信頼性・柔軟性を同時に満たし、遠隔に設置されたキャリア・

DC・クラウド事業者の機器を接続可能とし、オペレーター主導で自動運用などの新機能を追加可能な DCXインフラ

アーキテクチャを提案・実証する」ことを目的とする。

図 1.14に、図 1.13に示した提案アーキテクチャに対応する DCXサービス実現に向けた課題を示す。DCXは面

図 1.14 解くべき課題

的に展開した多対多の DC拠点間において、光波長パスを用いて多種多様なユーザーの TRx間を需要に応じてオン

デマンドに接続する。
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■1.2.0.1 光伝送装置に関する課題

前節で述べたように、光伝送装置についてはキャリア・DC・クラウド事業者が持つ光送受信装置・TRxを Cloud-

nativeに遠隔から制御可能とし、自動運用やデジタルツイン等の新機能をオペレーター主導で追加可能で、ユーザー

拠点からのイレギュラーな接続を回避してネットワークのセキュリティ・堅牢性を確保可能とすることが求められる。

本論文では、「DCで用いられる運用管理方式と親和性の高い光送受信装置の制御アーキテクチャ（Cloud-nativeな

光送受信装置アーキテクチャ技術）」の実現を光送受信装置の課題とする。この課題の要件は、以下の３項目からなる

（要件の背景・詳細は 2.1.1節で後述する）。

異なったハードウェアコンポーネンツを搭載した光送受信装置を用いて提供

一つのアーキテクチャで、ハードウェアとソフトウェアへの影響を最小限に抑えながら、キャリア系コンポー

ネントと DCクラウド系コンポーネントを効率よく収容できること

様々な NOSや新しいアプリケーションに柔軟に対応でき、将来技術をオペレーター主導で追加可能

ハードウェアとソフトウェアが分離され、様々な NOS や新しいアプリケーションに柔軟に対応できること、

OSSを用いたハードウェアコンポーネントのモニタ・制御が容易で、自動制御やデジタルツイン等の新しい技

術を適用しやすいこと

ユーザービルに光送受信装置を設置・運用

DCXオペレーターによる遠隔からのユーザー機器の監視・制御が可能で、アップデートや故障切り分け、及

びイレギュラーな接続の回避を効率的に実施すること

■1.2.0.2 コントローラーに関する課題

コントローラーについては、柔軟性・信頼性を向上するためにユーザーと協調したオンデマンドなプロビジョニン

グ・迂回を可能とし、任意拠点に設置されたキャリア・DC・クラウド事業者の TRx・任意拠点間の多様なトポロジー

に対応し、かつ品質やパラメーターが不明なユーザーアクセス経由で、遠隔から設計・最適化することが求められる。

本論文では、「ユーザー拠点に配置されるデジタルコヒーレントトランシーバーの伝送パラメーターを遠隔から設計・

最適化する技術（伝送路の QoTに応じた自動光波長パス設計技術）」の実現をコントローラーの課題とする。この課

題の要件は、以下の３項目からなる（要件の背景・詳細は 3.1.1節で後述する）。

ユーザー TRx特性を参照したプロビジョニング・リルートが可能

ユーザーと DCXオペレーターが協調し、キャリアがユーザー TRx特性を参照して光WDMパス設計を実現

できる仕組みを備えること

任意の多対多拠点間の多様なトポロジーに対応
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多対多の拠点間において、発生する誤差を小さく抑えたまま短時間で効率よく E2E光パスを設計可能とする

こと、ファイバー伝搬や光ファイバーアンプ・光送受信装置のノイズによる光信号品質の劣化を遠隔から短時

間で算出し、装置に設定すること

距離や QoTに応じた最適モードの自動選択

任意の距離・ファイバー品質でのユーザー間接続を可能にするため、複数ベンダ・複数伝送モードでの自動最

適モード選択を可能とすること

■1.2.0.3 伝送路システムに関する課題

伝送路システムについては、各種伝送路システム、品質やパラメーターが不明な回線を使った提供を可能とし、従

来手法と適合して実用的・効率的に最適化や品質モニタリングでき、遠隔からの自動運用を可能とするためのアーキ

テクチャ・モデル・モニタ技術が求められる。本論文では、「システムベンダに依存しない共通的かつ自動の伝送路モ

ニタ・パラメーター推定技術（光ファイバーモニタ・物理レイヤモデルを用いた伝送路システム最適化技術）」の実

現を伝送路システムの課題とする。この課題の要件は、以下の３項目からなる（要件の背景・詳細は 4.1.1節で後述

する）。

既設ベンダ以外の装置を用いて新設の伝送路システムを構築したいケースに対応

ブラックボックス的なアプローチでなく、物理モデルに基づく伝送路設計に必要な全てのリンクパラメーター

の推定ができ、機器タイプやベンダの変更に対しても汎用性があること

品質やパラメーターが不明な回線を使った提供

専門技術者の派遣や追加ハードウェアなしにスパン毎の伝送路品質（QoT）を遠隔からモニタして最適化・設

定できること

従来運用手法に適合しつつ、迅速にプロビジョニングや不具合切り分けを実施

不具合が発生した際に工事担当者がそれを目視で確認でき、予期せぬ問題が発生した場合に操作を元に戻せる

こと、工事実施後（５時間）もシステムが安定して動作し QoTが変動しないこと

1.2.1 達成目標

この節では、前節に述べた課題を踏まえて、DCXが達成すべき目標値について論じる。下記に示す目標をフィー

ルドファイバーを用いて実証する。

光送受信装置 前節に示した、異なったハードウェアコンポーネンツを搭載した光送受信装置を用いて提供、様々な
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NOS や新しいアプリケーションに柔軟に対応でき、将来技術をオペレーター主導で追加可能、ユーザービル

に光送受信装置を設置・運用の３つの要件を満たし、DCで用いられる運用管理方式と親和性の高い光送受信

装置の制御アーキテクチャを実現可能であることを実証する。フィールドファイバーを用いた実証では、ユー

ザー機器に DCXオペレーターのエージェントを送信し、起動から監視制御に至る一連のシーケンスを実施で

きることを確認し、完了までの時間を一般的な Customer Premises Equipment (CPE) 端末に実施するのと

同程度の 10分以内とする。

コントローラー 前節に示した、ユーザー TRx 特性を参照したプロビジョニング・リルートが可能、任意の多対多

拠点間の多様なトポロジーに対応、距離や QoT に応じた最適モードの自動選択の３つの要件を満たし、ユー

ザー拠点に配置されるデジタルコヒーレントトランシーバーの伝送パラメーターを遠隔から設計・最適化可能

であることを実証する。フィールドファイバーを用いた実証では、ユーザーの受信機の感度を考慮しながら、

リンク性能が最大になるように TRxのパラメーター（ビットレート・変調フォーマット・FECなど）を設定

するオンデマンドなWDM プロビジョニングを、人手を介さずに自動的に実施する。この際、工事担当者が

ユーザー DCに入館して工事を実施する作業時間が１時間であるケースを想定し、プロビジョニングに割り当

て可能な時間を 10分以内とする。WDMプロビジョニングの精度については、システムの GSNR変動値をリ

ファレンスとし、WDMプロビジョニングに起因する変動値をシステムの変動値と同じ桁に収めることを目標

値とする。

伝送路システム 前節に示した、既設ベンダ以外の装置を用いて新設の伝送路システムを構築したいケースに対応し、

品質やパラメーターが不明な回線を使った提供を可能とし、従来運用手法に適合しつつ、迅速にプロビジョニ

ングや不具合切り分けが可能であることの３つの要件を満たし、提案する技術・方式をもって、システムベン

ダに依存しない共通的かつ自動の伝送路モニタ・パラメーター推定が可能であることを実証する。フィールド

ファイバーを用いた実証では、現用の伝送路システムから新規のシステムに切替工事を行う際、自動化・最適

化に必要なハードウェアの追加を最小限（伝送路システム当たり１式程度）に抑えつつ、伝送設計に必要な全

ての物理パラメーターを伝送路から抽出して可視化し、別のタイムゾーンにいる監督者がオープンなツールを

用いて設計・解析し、工事の完了または切り戻しを判断できることを確認する。作業時間については、既存の

DCIの伝送路システム工事の場合にユーザーから回線借用する際のメンテナンスウィンドウが２時間程度であ

るため、この半分の１時間以内を目標とする。この最適化手法の精度については、工事担当者を現地派遣して

最適化を行う際の設計誤差以下に抑えることとする。

DCXはメトロエリアに分散した多数の DCを拡張性・信頼性・低遅延性を確保しつつ、ユーザーアクセス回線・多

種多様な TRxや伝送路システムの接続・イレギュラーな接続の回避を可能とすることで、仮想的な大規模 DCを実

現する。取り巻く環境の変化と新しいアプリケーションの提供を許容しながら、スケーラブルかつサスティナブルに
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トラフィックを収容可能な将来のインフラとして期待されている。本節で示した到達目標を達成することで、従来手

法では実現が難しい低遅延・拡張性・信頼性・柔軟性を同時に満たし、遠隔に設置されたキャリア・DC・クラウド事

業者の機器を接続可能とし、オペレーター主導で自動運用などの新機能を追加可能な DCXインフラアーキテクチャ

を実現できる。

1.3 本論文の概要と構成

1.1節では、光伝送技術の進化、仮想化技術の進化、取り巻く環境の変化を通して、本研究の対象である DCXへの

期待とサービス要件について説明した。1.2節では、階層化リング・Regional DCI・Routed Hub and Spokeといっ

た現在のネットワークに対する DCXの特徴を明らかにし、それを実現する際の光送受信装置・コントローラー・伝

送路システムに関する課題と到達目標を述べた。図 1.15は本論文の構成を示す。

図 1.15 論文の構成

第 2章では、はじめに 1.2節で述べた光送受信装置の課題をさらに深く論じ、2.1.1節にて光送受信装置の現状と

要件について論じる。続いて Cloud-native な光送受信装置アーキテクチャ技術を 2.2節で提案し、このアーキテク

チャの利点と実績を 2.3節で論ずる。サーバー系技術に対応可能な光送受信装置のアーキテクチャを実現し、オープ

ン IFの活用と OSSとの親和性により、ユーザー DCに設置されたキャリア・DC・クラウド事業者の光送受信装置・

TRxを Cloud-nativeに制御可能とする。

第 3章では、1.2節で述べたコントローラーに関する課題をさらに深く論じ、3.1.1節にてコントローラーの現状と

要件について論じる。続いて、ユーザーの任意拠点に設置されたキャリア・DC・クラウド事業者の TRx を、ユー

ザーアクセス経由でを遠隔から制御・監視・最適化する技術を提案する。先に示した光送受信装置を活用し、米国

COSMOSテストベッドに配備されたフィールドファイバーを用いて、伝送路の Quality of Transmission (QoT)に
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応じたオンデマンドなWDMプロビジョニング技術を実証した結果を示す。

第 4章では、1.2節で述べた伝送路システムに関する課題をさらに深く論じ、4.1.1節にて伝送路システムの現状と

要件について論じる。続いて、システムベンダに依存しない共通的かつ自動の伝送路モニタ・パラメーター推定技術

を提案する。米国 Duke大テストベッドに配備されたフィールドファイバーを用いて、１時間以内でのプロビジョニ

ングを実施した結果を示すとともに、同技術を故障個所特定に応用した結果を示す。

第 5章では第 2章から第 4章で述べた研究の成果を総括し、本研究によって 1.2節に示した目標が達成できたこと

を示す。
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2 Cloud-nativeな光送受信装置アーキテクチャ技術

2.1 はじめに

本章では、ユーザー DCに設置されたキャリア・DC・クラウド事業者の光送受信装置・TRxを Cloud-nativeに

制御可能とする光送受信装置について論じ、フィールド実証などの実験結果を通して 1.2.1節の光送受信装置に関す

る目標（以下）を達成したことを示す。

• DCで用いられる運用管理方式と親和性の高い光送受信装置制御

– 異なったハードウェアコンポーネンツを搭載した光送受信装置を用いて提供

– 様々な NOSや新しいアプリケーションに柔軟に対応でき、将来技術をオペレーター主導で追加可能

– ユーザービルに光送受信装置を設置・運用

• 数値目標：ユーザー機器に DCXオペレーターのエージェントを送信し、起動から監視制御に至る一連のシー

ケンスを、フィールドファイバーを用いて以下の条件で実証

– 完了までの時間を一般的な Customer Premises Equipment (CPE) 端末に実施するのと同程度の 10 分

以内

はじめに 2.1.1節にて、1.2節で述べた光送受信装置に関する課題に基づき、光送受信装置の現状と要件について論じ

る。2.2節にて、Cloud-nativeな光送受信装置アーキテクチャのベースとなる、コヒーレント技術を実装できるホワ

イトボックスのアーキテクチャを提案する。続いてこのアーキテクチャ実現のための重要な要素である、DSP ASIC

用 SDKの開発と ACO接続、Transponder Abstraction Interface、ホワイトボックス型光送受信装置ハードウェア、

OSS活用を促進する Linux-basedプラットフォーム実装について説明し、これらを活用した、自動運用を可能にする

モニタリング機能について論ずる。2.3節にて、提案したアーキテクチャの利点と実績を示し、2.1.1節に示した要求

条件と 1.2.1節に示した光送受信装置に関する到達目標を達成できたかどうかを示す。最後に、2.4節で本章のまとめ

を述べる。

2.1.1 光送受信装置の現状と要件

1.1.5節で述べた DC内の技術革新と並行して、5Gや VR関連技術の開発・普及が進み、これまで不可能だった全

く新しいサービスの出現が期待されている。例えば離れたデバイス間のリアルタイム通信は、自動運転や遠隔医療の

ようなリアルで高品質な体験を可能にする [48, 49]。前節のデジタルツイン技術を例にとると、製造ライン上に設置

した各種センサーから取得した生体データ、制御データ、温度・CO2 濃度データなどをリアルタイムにデジタルツイ

ン上に反映し、異常予測機能を用いて重大インシデントを未然に防ぐ、または設備異常に適切に対応できるベテラン
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技術者が現場に不在の場合にリモートで対応できる仕組みを構築するなど、ビジネス環境での活用がすでに始まって

いる [50]。このような新サービスを広域で展開するためには、ユーザーから遠く離れたハイパースケール DCに加え

て、ユーザーに近いエッジ DC（同じ都市内など）を効率よく活用して低遅延にサービスを提供する必要があるため、

キャリアのセントラルオフィスがエッジ DCの役割を果たすことも期待されている [51]。これに伴い、大規模 DC間

のトラフィックに加え、エッジ DCとハイパースケール DC間のトラフィックも今後大幅に増加すると予想される。

従来、DCと光ネットワークの技術はそれぞれ独立に開発されてきたが、今後は上記のような新しいサービスを提

供するために、DCのソフトウェアと光ネットワークの入り口に設置される光送受信装置が密に連携可能で、新しい

要求に柔軟に対応しながら、スケーラブルで継続的に容量を拡張するネットワーク・アーキテクチャが必要となる。

図 2.1は DC運用における仮想化技術の現状を示す。サーバーやスイッチについては、1.1.5節にて示したようにハー

図 2.1 DC運用における仮想化技術の現状：モノリシックな伝送装置

ドウェア・ソフトウェア分離技術が普及し、サーバーなどの機器の管理作業を効率化・自動化する Ansible、統合監

視ツールの ZABBIX等の OSSと、OpenConfig等のオープンな制御インタフェースによって自動制御・運用が一般

的となっている（図中の赤線）。このような技術革新を背景に、近年では DCの構築において、計画段階から DCの

インフラ全体をシミュレーションし、構築・運用管理を通してシミュレーション結果と物理環境の測定結果を同期し

最適化する、「DCのデジタルツイン」が注目を集めており、DC内の多種多様なハードウェアの制御自動化が既に成

熟して高度なオペレーションが実現されていることが分かる [52]。一方、図 2.1に示すように光送受信装置について

は、多種多様な光送受信装置ハードウェアを OSS等で Cloud-nativeに制御可能とするためのアーキテクチャが定義

されておらず、オペレーターは DC間の光伝送部分まで含めた自動制御・運用や、デジタルツインのように多種多様

なハードウェアが連携した高度なオペレーションを実現することができない。このため、例えばある地域で電力供給

が限界に達した、または被災により DCがダメージを受けた場合などに、もっと電力供給余力のある地域の DC内に

新しいサーバーリソースを立ち上げて冗長化を図るといったユースケースを考えた場合、DC間の光伝送部分がボト

ルネックとなって、コンピューティングとネットワーキングが連携した冗長化を実現することが難しい（伝送路シス
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テムについても同様の課題があるが、これについては 4.1.1節で後述する）。

■2.1.1.1 装置アーキテクチャの比較

ここで、垂直統合型の光送受信装置と、既に Disaggregate されたWhitebox switch の装置アーキテクチャを比

較分析する。光送受信装置は、キャリアによる専用線サービスのように極めて高い信頼性が要求されるアプリケー

ションが主用途であったため、垂直統合型のビジネスモデルに基づいた専用装置のアーキテクチャをベースに開発が

なされてきた。図 2.2の (a)は従来の垂直統合型の光送受信装置のイメージを示す。トランスポンダから、アンプや

図 2.2 垂直統合型の光送受信装置とWhitebox Switchのイメージ

ROADM等の伝送路システムまでネットワーク構成要素がベンダ独自仕様品で構成されており、かつ装置を制御する

運用ツールもベンダ供給品を用いるのが一般的となっている。シングルベンダで構成されているため、装置ベンダの

独自機能を使って性能・信頼性の向上並びに各コンポーネントを連携させた自動化がしやすい一方で、オペレーターの

ニーズに合わせて仕様変更や機能拡充するには、オペレーターは装置を開発したベンダに頼る以外に方法がなく、柔

軟性や拡張性に課題がある。(b)は DisaggregateされたWhitebox Switchのイメージを示しており、Kubernetes・

Docker等のオープンなサーバー系プラットフォーム技術に対応し、Open Network Install Environment (ONIE)等

のオープンなインストールツールが適用でき、Disaggregation構成により TRx等のネットワークコンポーネントを

柔軟に収容する。この構成ではハードウェアとソフトウェアが分離されているため柔軟性と拡張性が高く、デジタ

ルツイン等の新しい技術を適用しやすい。異ベンダ製品を組み合わせるため、性能・信頼性向上や自動化を進める

にはオペレーターが自身で最適化などのノウハウを蓄積する必要があるが、これらの技術課題をクリアできれば後

者の方が理想的である。図 2.2 のような違いが生じる理由を、装置アーキテクチャの観点から分析する。図 2.3 は

垂直統合型の光送受信装置とWhitebox Switchの装置アーキテクチャの違いを示す。(a) 垂直統合型の伝送装置は、

Host Central Processing Unit (CPU) を備えたMain boardと Field-Programmable Gate Array (FPGA) を備え

31



図 2.3 垂直統合型の光送受信装置とWhitebox Switchの装置アーキテクチャの違い

た Line cardからなり、Host CPUと FPGAのそれぞれについて Southと PHYの異なる APIが定義され、Main

boardと Line card間にもベンダ固有の IFが定義されている。Transport manager はこれらの IFを介して各コン

ポーネントを制御するため、これらの IFを定義した伝送装置ベンダのみが新機能の追加開発が可能である。これら

の IF仕様は装置ベンダ・Line cardベンダごとに異なっており、かつManagerソフトウェアが Host CPU制御用と

Line card用に分離されているため、ハードウェアとソフトウェアを分離するのは容易ではない。

一方、図 2.3 (b)Whitebox Swichの場合はハードウェアとソフトウェアの分離が進んでおり、X86/ARM processor

を搭載した Main board 上に Swich ASIC や Ethernet 等のコンポーネントが実装され、これらが Open Kernel・

Switch SDK・Switch Abstraction Interface を通して一つの Swich Manager から直接制御できるようになってい

る。SAIは、マイクロソフトが主導するスイッチ ASICの共通 Hardware abstraction IF で、2015年に OCPプロ

ジェクトとして正式に認定された。BroadcomやMellanox（現 NDIVIA）など 8社のスイッチ ASICベンダが SAI

をサポートし、ネットワークスイッチのオープン化が加速した。SAIは、スイッチ ASICを制御するソフトウェア・

コンポーネントである Switch Manager を、スイッチ ASICから独立して開発することを可能にした。SAIは OSS

としてオープンに開発されたため、Switch Managerも OSSとして開発が可能である [34]。このように、Whitebox

Switchの場合には遠隔から Cloud-nativeに制御可能で、デジタルツイン等の新しい運用に対応しやすいアーキテク

チャが既に構築され普及している。

これらの比較結果より、垂直統合型の光送受信装置を使って DCXサービスを提供する際の課題をまとめると以下

の３つになる。
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• ハードウェアとソフトウェアが密結合し、かつベンダや装置種別ごとに独自仕様となっているため、DCXオ

ペレーターが遠隔から管理・制御する機能を開発する際には、ベンダ数と装置種別の積の分の開発規模が必要

になる

• DCXオペレーターは日々の運用をベンダ独自のツールに頼らざるを得ず、ベンダ各社の機器に対応したオペ

レーションシステムの開発・技術習得を、ベンダ数の分だけ実施しなくてはいけない

• ソフトウェアが分割配備されているため、ハードウェアコンポーネントの制御部分がブラックボックス化され

やすく、オープンイノベーションによる Automationやデジタルツイン等の技術開発の妨げになる

■2.1.1.2 フォームファクターの多様化

DSP ASICやシリコンフォトニクスなど、光コンポーネントにおける最近の技術革新によって製品開発サイクル

が短縮化されてきており、その結果として新しい世代のデバイスが２年程度の短いスパンで市場に投入されるよう

になった。さらに、市場に出回るフォームファクターの種類や世代も大幅に増加している［quad small form-factor

pluggable: QSFP、octal SFP: OSFP、C form-factor pluggable: CFP/CFP2/CFP4/CFP8、Consortium for On-

Board Optics: COBO [53]、Analog Coherent Optics (ACO)/Digital Coherent Optics (DCO) など］。図 2.4 は

図 2.4 200G/400G pluggables（出典：https://ecin.ca/blog/200g-and-400g-form-factors-explosion/）

Ethernet Alliance が作成した 200G/400Gプラガブルモジュールの実装イメージを示す。このようなフォームファ

クターの多様化は、、光ネットワークを構築・運用する通信・インターネットコンテンツ・DC などのサービスプロ

バイダが増え、これらのオペレーターがそれぞれ異なるフォームファクター要件を持つことに起因している。例え

ば、キャリアは CFPを L1の多重化 ASICである Gearbox で多重化し、Ethernet や OTNを利用することが多い

が、DC・クラウド事業者は QSFPや OSFP等の比較的小型のフォームファクターをスイッチやルーターで収容し、
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Ethernet ASICで多重することが多い。ここで、DCXサービスを遅滞なく提供するためには、機器接続性による事

故を防ぐ必要がある。例えば、複数のベンダ・フォームファクターの TRxを使用する場合、NOSと TRxの仕様の不

一致により、ユーザー機器から入力される光パワーが規定値を超えたり、ネットワーク接続時に想定外の光周波数の

信号がネットワークに入力されるなどのイレギュラーな接続が発生する可能性がある。MSAにより規定された TRx

であっても、ベンダが彼らの顧客の要求に応じてMSA外の仕様を実装する場合や、パラメーターの単位が dBmや

リニアパワー（mW）などベンダ間で異なる場合が実際に存在する。また、各ベンダの TRxがカバーする光周波数帯

はそれぞれ異なるため、ベンダが定義する f1に対応する光周波数もそれぞれ異なる。このような理由から、ユーザー

サイトにおいて NOSと TRxの仕様不一致による障害が発生した場合、キャリアが遠隔でシステムを復旧させること

は困難である。

■2.1.1.3 障害発生時の原因究明

サービス開始後にユーザーサイトで障害が発生した場合、DCXサービスプロバイダであるキャリアは、自ら障害

を切り分ける必要がある。キャリアがユーザーサイトで TRxを監視・制御する方法としては、オープンな YANGモ

デルを使用して NOS経由でコントローラーから TRxを管理するか、TRx内にリモート監視・制御機能を実装する

方法があり得る。しかし、ベンダ独自の故障検査や調査機能を利用して、ユーザーサイトに設置された TRxを監視・

制御するためのオープンな仕様はこれまでに定義されていない。ネットワーク設計と運用の自動化のために、従来の

標準化された YANGモデルを強化する努力はなされているが [54]、これらのモデル上でベンダ独自の機能を利用す

るための IFは定義されていない。

以上のことから、DCXオペレーターの運用上の課題として、

• DCXオペレーターは、多様化するフォームファクターのそれぞれに対応し、障害発生時にはユーザーサイト

にある光送受信装置・TRxの不具合切り分けを実施する仕組みが必要になる

についても検討する (なお、コントローラーとユーザー光送受信装置間の制御信号の物理的なネットワーク接続方式

や、ユーザー認証方式は本論文の範囲外である)。

本節に示した課題より、DCで用いられる運用管理方式と親和性の高い光送受信装置の制御アーキテクチャの要件

は以下のようにまとめることができる（1.2.0.1節再掲）。

異なったハードウェアコンポーネンツを搭載した光送受信装置を用いて提供

一つのアーキテクチャで、ハードウェアとソフトウェアへの影響を最小限に抑えながら、キャリア系コンポー

ネントと DCクラウド系コンポーネントを効率よく収容できること

様々な NOSや新しいアプリケーションに柔軟に対応でき、将来技術をオペレーター主導で追加可能
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ハードウェアとソフトウェアが分離され、様々な NOS や新しいアプリケーションに柔軟に対応できること、

OSSを用いたハードウェアコンポーネントのモニタ・制御が容易で、自動制御やデジタルツイン等の新しい技

術を適用しやすいこと

ユーザービルに光送受信装置を設置・運用

DCXオペレーターによる遠隔からのユーザー機器の監視・制御が可能で、アップデートや故障切り分け、及

びイレギュラーな接続の回避を効率的に実施すること

2.2 提案する Cloud-nativeな光送受信装置アーキテクチャ

Cloud-nativeな光送受信装置アーキテクチャの実現において最もスムーズな方法は、すでに市場で確立されている

ホワイトボックス・スイッチ・アーキテクチャの上にトランスポンダ機能を追加することだが、そのためには、長距

離通信用に開発されたデジタル・コヒーレント技術を実装し、制御・管理できる装置アーキテクチャが必要になる。

デジタル・コヒーレント技術には、コヒーレント検出による高い受信感度、波長分散や偏波モード分散回路による波

形歪みの補償、多値符号化による高い周波数利用効率など、さまざまな利点がある。しかし一方で、実装や構成の複

雑さや多様性が、水平分業型ビジネスモデル普及の障壁となっていた。

図 2.5は、Whitebox switch のアーキテクチャをベースとして、コヒーレントモジュールを新たに実装可能とす

る新しい光送受信装置（ホワイトボックスパケットトランスポンダ）のアーキテクチャを示す。図の右側には、従来

のWhitebox Switchの Board上に搭載されている Switch ASIC・PHY・QSFP28等のコンポーネント群と、Open

Kernel～Managerを動作させるための X86/ARM processorがあり、上位のManager (Configuration, Monitoring,

Debugging) は Kernel のユーザーライブラリ（非特権ライブラリ）として実装された Ethernet switch SDK を経

由してこれらのコンポーネントを直接制御する。図 2.5 の左側は、従来のWhitebox Switch のアーキテクチャに

CFP2-ACOと DSP ASICからなるコヒーレントモジュールを適用する場合のアーキテクチャを示す。CFP2-ACO

には、Tunable Laser Diode (TLD)・Driver Module (DRV MOD)・Integrated Coherent Receiver (ICR)等のコヒー

レント送受信用の光コンポーネントが実装されている。DSP には 4ch Digital-Analog Converter/Analog-Digital

Converter (DAC/ADC)・DSP・FEC・Serializer/Deserializerなどが実装されており、CFP2-ACOと DSP ASIC

間は（後ほど 2.2.1.3節で説明するように）高速アナログ信号で接続される。ここで CFP2-ACOを、QSFP28と同

じように装置内の Form factorとして、DSP ASICを Coherent PHYとして位置づけることで、従来のWhitebox

Switch のアーキテクチャやシステム仕様をそのまま活用することができる [55]。なお図では省略しているが、この

アーキテクチャを適用することで、ファン・電源・インジケータ等の周辺機器についても、Whitebox Switchにより

開拓された OCP準拠のオープンハードウェアをそのまま活用可能である。

図中の点線で囲われた部分（Optical Transport SDK・Abstraction Interface for Transport・Switchponder Board・
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図 2.5 コヒーレント技術を実装できるホワイトボックスのアーキテクチャ

Switchponder Manager）は本研究を開始した段階では存在していなかったため、共同研究者やパートナ各社と連携

して設計・開発・実装した。以降の節で、これらのMissing pieceをどのように設計・開発・実装したかについて論ず

る*8。

2.2.1 Transponder Abstraction Interface (TAI)

この節では、2節の図 2.5中に示した Abstraction Interface for Transport と Optical Transport SDK の部分に

ついて解説する。

■2.2.1.1 Transportのための Abstraction Interfaceが必要とされた背景

デジタルコヒーレント技術の実装は、多値変調などのシステム特性や、消費電力の制限、実装面積の制限、LSI

の I/O の制限など、実装に起因する制約により様々な形態がある。図 2.6 の左側は、フォームファクターとして

CFP4-ACOを２つ使用し、DSPチップを Dual Die構成とすることで、DP 8 Quadrature Amplitude Modulation

（8QAM）方式で 150 Gbit/s の２波長通信を行う例を示す。ここでコヒーレント通信のためのハードウェアの複雑

*8 Switchponder Boardについては本文でなく付録 6.4に記載した。
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図 2.6 コヒーレント通信用ハードウェアの複雑さの例

さは、ベンダ間の違いにとどまらず DSP パッケージに実装される Die の数、制御 IF の種類、偏波多重や多値変

調に伴う光パスの Tributary 制御やマルチフロー制御 [56]、DSPの実装方式、モジュールの実装方式なども含まれ

る。例えば制御 IF については、CFP は IEEE802.3 で規定された Management Data Input/Output (MDIO) に

よって制御されるが、DSP ASIC等のようにボード上に実装された LSIの制御には I-squared-C (I2C)が使われる

ケースが多い。またボード上の LSI制御に関しては、I2C に加えて高速データ転送が可能な Peripheral Component

Interconnect Express (PCIe)が使われるケースも増えてきている。

■2.2.1.2 Transponder Abstraction Interfaceの標準化

2016 年には、キャリアネットワークで使用されるネットワーク機器の Disaggregation を目的とした Open

Optical & Packet Transport (OOPT)プロジェクト [26]が Telecom Infra Project (TIP)内で開始された。筆者ら

は Cumulusや Facebook（現Meta）等のパートナ各社と協力し、業界横断的な議論を通じてトランスポンダのハー

ドウェアとソフトウェアの Disaggregationのための Transponder Abstraction Interface (TAI)の最初の仕様とアー

キテクチャを 2017年 12月に提案した [57]。図 2.7は Cumulus Networks(現 NDIVIA)の Scott Emery氏が作成し

た Voyagerのハイレベルアーキテクチャを元に筆者が作成したもので、図 2.5に示したように TAIはコヒーレントモ

ジュール部分の Form factorと Coherent PHYの部分の制御を念頭に、Network Interface/module/Host Interface

が定義された。筆者らはパートナ各社と協力して、コヒーレントモジュールのコンポーネントに対応する各 Object

のパラメーターを制定した。コヒーレントモードの自動最適化に TAIを活用することを念頭に、Network Interface

に Line rate・Modulation format・FEC type 等のコヒーレントモードのパラメーターを定義した。これらのパラ

メーターは対向のコヒーレント TRxを相互接続する際の最も重要なパラメーターであり、後ほど 3.2節の図 3.5に

示すように、ユーザーサイトにある多様なコヒーレント TRx間の Consistensy check の際に必須となる。また、各

ベンダの TRxは ITU-T G.694.1に準拠しているが、各ベンダの製品がカバーする光周波数範囲、および各ベンダが
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図 2.7 Module, Network Interface, Host Interfaceの定義（Scott Emery氏の図を元に筆者作成）

定義するチャネル１の周波数は、一般にベンダごとに異なっている。このため、TAIは各周波数チャンネルをチャン

ネル番号ではなく、光周波数の値で定義できるように設計されている。さらに、NOSは TAIを通して各ベンダのモ

ジュールの光周波数範囲を自動的に検出し、オペレーターに表示することができる。

図 2.8 に提案した TAI のアーキテクチャを示す。TAI は、 1.1.5 節で説明した SAI に倣って C ヘッダファイ

図 2.8 TAIアーキテクチャ

ルとして定義し、その実装（C 共有ライブラリ）は通常各ハードウェアベンダから提供される。C 共有ライブラリ

Libtai.soは、ベンダ提供の SDK（通常はベンダ秘匿情報としてバイナリで提供される）を含むため、各ハードウェ

アベンダから提供されるものとした [58, 59, 60]。
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■2.2.1.3 DSP ASIC用 SDKの開発と ACO接続の自動化

ここでは、前節に示した Libtai.soを構成する SDKと、この開発を通して TAIに ACO接続自動化機能を実装し

た実績について解説する。1.1.4節の図 1.6に示したように、Gen3 DSPから DSP ASIC用の SDKが開発されるよ

図 2.9 SDKによる DSP ASICの Bring-up

うになった [61]。この背景は、Gen3より以前の DSP ASICは伝送モードを設定する際に数百～千ものレジスタアク

セスを行う必要があり、上位のアプリケーション側から DSP ASICのモード変更ができず、ホワイトボックスのよう

な水平分業型のアーキテクチャに対応する際の障壁になっていたことによる。図 2.9の右側は DSPを Bring-upする

際のレジスタアクセスのイメージを示しており、各伝送モードごとに膨大な数の異なるレジスタ群を DSP ASICに設

定する必要があった。筆者らは NTTエレクトロニクス（現 NTTイノベーティブデバイス）と協力し、DSP ASIC

用の SDKの設計・開発を推進した。SDKによって設定が数行程度とシンプルになり、ソフトウェアエンジニアが手

軽に DSP ASICを制御して新機能を具備しやすい環境が整った。

図 2.10は CFP2-ACOと DSP ASIC間の ACO接続を示す。DRV MODや ICR等の光コンポーネントを搭載

図 2.10 CFP2-ACOと DSP ASIC間の ACO接続

した CFP2-ACOと、4ch DAC/ADCを搭載した DSP ASIC間は、Txと Rxについてそれぞれ４レーン (XI, XQ,
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YI, YQ)の 66 Gbit/sの高速アナログ信号で接続される。アナログ接続であるため、DSP ASICにてピコ秒オーダー

で Skewを補償する必要があるが [62]、Skewの値は CFP2-ACOのベンダ・型番ごとに異なるため、マルチベンダ

対応するためにはこれを自動的に最適化する Auto calibration機能が必要となる*9。この最適化機能は ACO接続特

有の機能であるため、上位アプリケーションには見せずにハードに近い TAIレイヤより下で実行するよう、SDK内

に配置した (図 2.9左の上から５番目のコマンドである Auto Calibration)。

提案する Cloud-native な光送受信装置アーキテクチャを適用することで、複雑なデジタルコヒーレント実装方式

の違いを TAIとそのライブラリで隠蔽し、ハードウェアとソフトウェアへの開発項目の影響を最小限に抑えて効率の

良い収用を可能とする。

2.2.2 OSS活用を促進する Linux-basedプラットフォーム実装

この節では、2節の図 2.5中に示した Switchponder Manager部分について解説する。

光伝送ネットワークに OSS技術を組み込むことで、Zero Touch Provisioning(ZTP)等の高度な自動運用が可能に

なる。また、OSS技術を TAIなどのハードウェア抽象化レイヤと組み合わせることで、ハードウェアに依存しない

ソフトウェアを構築することができ、柔軟な運用が可能になる。この考え方を基本として、TIP OOPTではオープ

ンソース NOSである Goldstoneの開発*10を進めてきた [65]。Goldstoneは、ほとんどのソフトウェアコンポーネン

トで広く使われている OSS を実装し、プロプライエタリな実装を減らすことで、DC インフラやクラウド空間で使

われているソフトウェアとの互換性を向上させた。また、従来のネットワーク運用で用いられていた管理手法にも対

応しており、DCインフラ型の運用手法へのスムーズな移行を可能にしている。図 2.11に Goldstoneのアーキテク

チャと主要なソフトウェア・コンポーネントを示す。Goldstoneは、本格的な NOSの基盤として設計され、柔軟なビ

ルドシステムと幅広いホワイトボックスプラットフォームをサポートしている Open Network Linux (ONL)をベー

ス Linuxディストリビューションとして使用している。K3sは、コンテナオーケストレーションのデファクトスタン

ダードである Kubernetes の軽量ディストリビューションであり、Rancher によって開発された OSS である。K3s

を利用することで、CPUリソースが豊富でない光送受信装置のホストボード上でも Kubernetes を容易に実行する

ことができる。Goldstoneでは K3sを利用して、ほぼすべてのアプリケーションをコンテナとして実装している。コ

ンテナを利用することで、ソフトウェア開発者はアプリケーション間の依存ライブラリの競合を考慮することなく、

各アプリケーションを疎結合にすることができる。さらに、各コンテナの権限を制御することでセキュリティの高い

高度な運用が可能になる。K3s上で実行されるアプリケーションは 2種類ある。１つはハードウェアを制御するコン

ポーネント群、もう１つは上位コントローラーやオペレーターのための管理コンポーネント群である。それぞれのア

*9 TRxの高精度なキャリブレーションを行うアルゴリズムについては本論文の対象としていない。これらの研究は文献 [63]等で詳細に議論
されている。

*10 Goldstoneのアーキテクチャ提案と実装については、そのほとんどが TIPの OOPT NOSの Co-leadを務めた石田渉氏によってなされ、
当時石田氏が在籍していた NTTイノベーティブデバイスから報道発表がなされている [64]。

40



図 2.11 Goldstoneのアーキテクチャ

プリケーションについて以下に説明する。

■2.2.2.1 ハードウェア制御のコンポーネント

コヒーレントモジュール・Switch ASIC・Gearbox等のネットワークコンポーネントと、温度センサ・ファンなど

の周辺機器はすべて、トランスポートシステム上で制御しなければならないハードウェアである。Switchponderの

場合、オペレーターは Switch ASICを制御する必要があり、それらを制御するための様々な OSSコンポーネントが

すでに存在しており、Goldstoneはそれらを統合して全体として動作するようにしている。Goldstoneは、コヒーレ

ントモジュールには TAIを、周辺機器のハードウェア制御コンポーネントとして ONLが提供するプラットフォーム

APIである Open Network Linux Platform (ONLP)[66]を使用している。Switch ASICの制御に使用されているμ

SONiCは、Microsoftの NOSである SONiCから、SONiCの Switch ASICを制御するコンポーネントのみを抽出

し、Kubernetes上に容易に実装できるようにコンテナ化した軽量パッケージである。なお、Switch ASICの制御部

は必要に応じて交換可能であり、代わりに DANOS [67]や Stratum [68]などの他のコンポーネントを使用すること

もできる。Muxponderの場合、オペレーターは Gearboxを制御する必要がある。Gearbox制御部は他の Hardware

Control と同様にコンテナとして実装可能で、適用するハードウェアによって Gearbox 制御部か、uSONiC 等の

Switch ASIC制御部を選択して起動する。このように各制御部をコンテナとして疎結合にすることで既存の開発部分

を再利用でき、新しいハードウェアに最小限の開発規模で対応できる。

提案する Cloud-nativeな光送受信装置アーキテクチャは、2.2.1.3節～本節に示した方式により、ハードウェアと

ソフトウェアが分離され、コンテナを活用することで最小の開発規模で様々な NOSや新しいアプリケーションに柔

軟に対応できる。
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■2.2.2.2 上位コントローラーのためのマネジメントコンポーネント

近年、さまざまな Northbound APIが提案されているが、どれもデファクト・スタンダードには至っていない。こ

のような状況を鑑み、Goldstone のアーキテクチャでは Northbound API を提供する各コンポーネントを独立した

プロセスとして設計し、新たな Northbound API を提供するコンポーネントを追加する際に既存実装の変更を不要

とした。また管理レイヤのコア・コンポーネントとして、YANG モデルに基づく設定と監視のためのライブラリであ

る Sysrepo を採用した。Sysrepoを使用するアプリケーションは、POSIX共有メモリを介して相互に作用する。管

理レイヤは North と South の２つのレイヤに分かれており、North レイヤはユーザーにサービスを提供し、South

レイヤはハードウェア制御レイヤと通信する。Goldstoneをベースに商用 NOSとして開発された NEC NOSには現

在、NETCONF API、gNMI、SNMP（Simple Network Management Protocol）を提供するデーモンが実装され

ている。South レイヤには、TAI/ONLP/SONiC と独立に通信するデーモンが実装されている。このように、サー

バー系技術を積極的に活用することで、Goldstoneは様々なオペレーターのニーズ・様々なハードウェアに最小限の

開発規模で対応することが可能なアーキテクチャとなっている。

2.2.3 自動運用を可能にするモニタリング機能

2.2.1節の TAIや、2.2.2節に示した Linux-basedのプラットフォームを活用することで、高度でかつ柔軟なモニ

タリングが可能になる。本節では、提案したアーキテクチャによって可能になるモニタリング機能と、それにより実

現できる自動運用について論ずる。図 2.12はこれらモニタリング機能やツールを用いた、自動運用による OPEX削

減のイメージを示す。オペレーターやベンダ各社が業界横断的に定義・開発した TAIや Goldstoneを用いることで、

オペレーターはコントローラーを介して Cloud-native な光送受信装置上に実装されているネットワークコンポーネ

ントに直接アクセスし、運用に役立つ様々な情報を得ることができる。例えば TRx（またはプラグインユニット）か

らは Vendor name・Product number・Version 等の Resource discovery に役立つ情報や、その中に実装されてい

る DSPや光モジュールの Frequency range・Max out power・Baudrate・Modulation format・FEC limit・Max

chromatic dispersion compensation 等の情報を入手し、実装されているネットワークコンポーネントの特性・性能

に応じた Optical path designが可能となる。またコヒーレントモジュールの場合、光ファイバーの波長分散や偏波

モード分散などによって生じる波形歪を、電気回路を使って補正・訂正しているため、これらの処理の結果である

Pre-FEC BER・Chromatic dispersion・Polarization dependent loss等の Fiber parameterを DSP ASICからモ

ニタすることができる。これらの情報をリアルタイムに監視することで、QoT推定や不具合箇所特定等に役立てるこ

とができる。さらに、3.1.1節で紹介した DLMのような新しいモニタリング手法が開発された場合、DSP ASICか

ら DLM実施のためのデータを抽出する Attributeを TAIに定義し、Goldstone上に DLMを制御するためのコンテ
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図 2.12 Open Transport Platformによる OPEX削減

ナを実装することで、最新の機能を迅速にオペレーションに活かすことができる。

このように、提案する Cloud-native な光送受信装置アーキテクチャは、2.2.1.3 節～本節に示した方式により、

DCXオペレーターによるハードウェアコンポーネントのモニタ・制御が容易で、自動制御やデジタルツイン等の新

しい技術を適用しやすい。

2.3 提案したアーキテクチャの利点と実績

この節では、2.2節で提案した Colud-nativeな光送受信装置アーキテクチャの利点と、パートナベンダと協力して

実装し標準化を推進した実績を示す。

2.3.1 TAIのもたらす利点と実績

2.1.1.1節で論じたように、ハードウェアとソフトウェアが密結合したアーキテクチャの場合、オペレーターはベン

ダ数と装置種別の積の分の開発規模が必要で、オペレーションシステムの開発・技術習得もベンダ数の分だけ実施す

る必要があった。TAI とそのアーキテクチャを定義することで、2.2.1 節の図 2.8 に示したように、NOS ベンダに

とってのハードウェアの複雑さを隠蔽することが可能となり、機器の互換性と自由度を大幅に向上させることができ

る。オペレーターはハードウェアやソフトウェアを個別に選択できるなど、選択の自由度が増し、開発・運用効率を
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向上できる。また 2.3.3節に後述するように、TAIを活用することで遠隔に設置された光送受信装置に高度な運用を

施すことができる。ハードウェアベンダは、ハードウェア抽象化 IFの共通セットを定義することで、自ら開発の冗

長性を取り除くことができる。また、競合他社に開示することなく、独自の差別化技術を TAIのオプションとして実

装することもできる。

筆者らはパートナベンダと協力し、OFC2019にてマルチベンダ相互接続デモを実施した。図 2.13はデモ構成を、

図 2.13 マルチベンダ相互接続デモの構成

図 2.14 展示の様子

図 2.14は展示の様子を示す。コヒーレントモジュールを実装可能な商用のホワイトボックスパケットトランスポン
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ダ (Tomahark+ ASIC を搭載した Switchponder) である Cassini（6.4 節参照）に TAI と Goldstone を実装し、4

台のコヒーレント TRx（Acacia Communications CFP2-DCO・富士通オプティカルコンポーネンツ CFP2-ACO・

Lumentum CFP2-ACO および CFP2-DCO）を 80 km のシングルモードファイバーで接続し、100G DP-QPSK

SC-FECでエラーフリー動作を確認した。

続いて筆者らは、Switchponder向けに設計したコヒーレント技術を実装できるホワイトボックスのアーキテクチャ

をMuxponderに適用した。ここで、我々がパートナー各社と共に提案してきた、オープンハードウェアをベースと

図 2.15 SwichponderとMuxponderのハードウェアアーキテクチャ

した光送受信装置アーキテクチャ（図 2.15参照）を用いて、SwitchponderとMuxponderのハードウェアアーキテク

チャの違いを説明する。両方ともにサーバーベースの CPU・Memory・Storageを搭載したWhiteboxのアーキテク

チャである点は共通だが、Swichponderが Ethernet ASICによって TRxを多重しているのに対して、Muxponder

では L1の多重化 ASICである Gearboxを使って多重化している点が異なる。Gearboxは（パケット多重ではなく）

時分割多重によってクライアント側 TRx からの電気信号を Mux し、ライン側 TRx からコヒーレントの光信号と

して出力する。また Gearboxはキャリア向けの監視機能を多々備えており、この LSIを搭載することで OTN等の

サービスも提供可能となる*11。図 2.15に示したハードウェアアーキテクチャと、2.2.2に示したコンテナを活用した

Goldstoneのアーキテクチャにより、一つのアーキテクチャでハードウェアとソフトウェアへの影響を最小限に抑え

ながら、キャリア系コンポーネントと DCクラウド系コンポーネントを効率よく収容できることを実証した。

また TIP Summit 2019では、TAIを実装したホワイトボックスパケットトランスポンダ上にさまざまな NOSを

*11 Muxponder については、TIP OOPT において Phoenix プロジェクトとして他キャリア・パートナーベンダと共に標準化・普及活動を
推進した。詳細は付録 6.6節を参照。
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図 2.16 TIP summit 2019での相互接続デモンストレーション

実装して相互接続デモを行った。図 2.16の左はWistronのハードウェアである Galileoに Goldstone NOS を、中

央は Cassini上に富士通の NOS-Fを、右は Cassini上に IPinfusionの OcNOSを実装して、それらのデータ信号を

相互接続した様子を示す*12。これらの相互接続デモを通して、2.1.1節に示した様々な NOSに柔軟に対応できるこ

とを実証した。

2.3.2 OSSを活用したモニター・制御

図 2.17は、TIP OOPTにて仕様化された 400 Gbit/s Disaggregated Muxponder ”Phoenix” [69]*13の各コヒー

レントモジュールを OSSの監視ツールである ZABBIXを使ってモニタリングした様子を示す（OFC 2023に展示）。

ハードウェアは 6.4節の図 2.15に示した、Gearboxと 400G CFP2-DCOを搭載したWistronの Galieo Flex Tを

活用し、 2.2.1節の TAIと 2.2.2節の Goldstoneをベースに開発された NEC NOSを適用した。このデモは 2.2.3節

に示したモニタリング手法を実装したもので、筆者らはパートナー各社と協力して NEC NOS上に ZABBIXを使っ

た新しいモニタ機能をコンテナとして実装し、このアプリケーションが TAIを通してコヒーレントモジュールから

データを収集した結果をリアルタイムに可視化した。可視化したパラメーターは、光送受信装置以外の CPEでも一

般的に取得する消費電力・温度・トラフィック量・CPU・メモリに加えて、Pre-FEC BER・光周波数・Modulation

formatといった光送受信装置ならではのパラメータを差異無くモニタしている。また画面表示ツールには、OSSと

して広く普及している Grafanaを利用した。

このデモを通じて、2.2.3節に示した「自動運用を可能とするモニタリング機能」を実証し、2.1.1節に示した「OSS

を用いたハードウェアコンポーネントのモニタ・制御が容易で、自動制御やデジタルツイン等の新しい技術を適用し

*12 Cassini は、ここに示したデモンストレーション以外にも多くのトライアルで活用されている。Cassini のトライアルや商用化の状況につ
いては、付録 6.5節に示す。

*13 Phoenixの詳細は付録 6.6節を参照。
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図 2.17 ZABBIXによるモニタリングのデモンストレーション (OFC 2023)

やすいこと」の要件について、オペレーター主導で実現可能であることを示した。

2.3.3 ユーザー機器監視・制御実験

2.1.1.2節と 2.1.1.3節に示したように、垂直統合型のアーキテクチャで多種多様な TRxを監視・制御する際には、

NOSと TRxの仕様の不一致による事故が発生する可能性があり、またベンダ独自の故障検査や調査機能を利用する

ことができないといった課題があった。この節では、2.2節に示した Cloud-nativeなアーキテクチャを活用して、既

存のオープン IFやMSAを変更することなく、短時間で遠隔に設置されたユーザー TRxの監視・制御を可能にする

実験を行った結果を示す。

図 2.18 は、Cloud-native なアーキテクチャを活用した User Muxponder 内の TRx 監視・制御を示す。ハード

ウェアは Phoenix [69]を用い、TRxは OpenROADM MSA仕様 [25]に基づくベンダ２社の CFP2-DCOを使用し

た（図 2.18の TRx Aと TRx B）。装置ソフトウェアには、TIP OOPTのGoldstone NOS [65]をベースに開発され

た NEC NOSを使用した。Gearbox Controllerと Coherent optics controllerの両機能は NOS上にコンテナとして

実装されている。本実験では、User Muxponderに初めからインストールされていたコンテナ群（青色）に加え、キャ

リアの Coherent optics controllerと Carrier agent（赤色）を後からコンテナとして追加し、User Muxponderの制御
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図 2.18 コンテナベースの装置ソフトウェアアーキテクチャの例

をキャリアが実施するユースケースを想定した。このユースケースは IOWN Global Forumの Open All-Photonics

Network Functional Architecture [70]に記述されているリモート・トランスポンダ構成をベースにしている。

2.2 節で紹介した TAI アーキテクチャは、様々な TRx フォームファクターやベンダ間の違いを隠蔽する。TAI

アーキテクチャは、これらの違いを吸収するオープンな IFである TAIとそのライブラリである libtai、および TRx

A/B をフォームファクターの種類やベンダの種類に関係なく監視し制御する TAId から構成されている。本実験で

は TRx A/B用に Libtaiを開発し、共通パラメーター（BER・変調フォーマット・ボーレート）を用いて各種デバイ

ス間のモード最適化を行った（最適化の手順は 3.3節に後述）。TAIは、標準的な機能と同様、ベンダ独自の機能を

使用するための属性を追加できるように設計されている。キャリアはこれらのコンテナをリモート制御し、TAIとそ

のライブラリを使ってユーザーの TRxレジスタに直接アクセスし、DCXの安定運用・堅牢性確保を実現できる。例

えば、CFP MSAはモジュールベンダ用にプライベートレジスタを定義しており [18]、ベンダはこれを使用して出荷

前検査や予期せぬ故障の根本原因調査を行っている。キャリア・コントローラーがコンテナでこの機能を利用できれ

ば、この情報を使用してより高度な根本原因調査を行うことができる。さらに、コンテナとして「実行可能なバイナ

リ」を使えば、キャリアとユーザーが互いにソースコードを開示することなく、即座にファームウェアのアップデー

トなどの運用管理を実施できる*14。

図 2.19は、キャリアが User Muxponderを遠隔から制御する場合の例を示している。User Muxponderは、DCX

に接続すると、キャリア・コントローラーから必要なコンテナを取得してインストールし、ベンダ名・ファームウェア

バージョン・パラメーターなどの TRxデータをキャリア・ コントローラーに送信する。次に、キャリアコントロー

ラーは TRxが認証されているかどうかを確認し、TRxが認証済みの場合は、User Muxponderに TRxの特性に関

*14 [71]では、マルチベンダ環境にてコヒーレント・モジュールの自動ファームウェア・アップグレードを実証した結果を報告している。
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図 2.19 User Muxponderの TRxを監視・制御するシーケンスの例

する情報を要求する*15。

ベンダが TRx 特性に関するデータを提供する際、いくつかの方法が考えられる。例えば一部の TRx ベンダは、

BER vs OSNR曲線やその他の特性情報を TRx内のレジスタに格納して出荷している。本実験では、これらの特性

を JSONファイルとして User Muxponderに保存した。図 2.19に示すシーケンスを設計・実装して試験を行ったと

ころ、コンテナ起動も含めた全シーケンスを 90秒以内で完了することができた。

この仕組みによって、キャリアは遠隔にあるユーザー TRxに対して自身の TRx制御機能をコンテナを使って適用

でき、イレギュラーな接続が起きないように自身で管理することで、セキュリティと堅牢性を担保することが可能と

なった。

User Muxponder を制御する際、キャリアエッジからデータ信号用のファイバーだけを用いて制御する実験も実

施している [72]。図 2.20は User Muxponderのリモート制御実験の様子を示す。米国 Duke大のテストベッドにあ

る 27.4 km のフィールドファイバー（うち架空区間 2.29 km を含む、詳細は 4.4 を参照）を活用し、Muxponder

*15 一般に TRx特性は TRxベンダの秘匿情報とされている。ここでは、キャリアと TRxベンダの間で機密保持契約が締結されているものと
仮定した [14]。
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図 2.20 User Muxponderのリモート制御実験

に挿入した CFP2-DCOのデータ信号 (1550 nm)に、同じくMuxponderに挿入した Small Form-factor Pluggable

(SFP) からのギガビットイーサネットの制御信号 (1510 nm) を波長多重して伝送した。制御信号はキャリアエッジ

にて L2 Switchと制御用 PCで受信し、ユーザーサイトにあるMuxponderを制御した。図 2.19と同様のシーケン

スで、問題なく制御できることを確認し、本方式によって現行の機器でリモート制御が可能なことを示した。

上記実験により、DCXオペレーターによる遠隔からのユーザー機器の監視・制御が、アップデートや故障切り分け

などの高度なレベルで可能であることを実証し、2.2節で提案した Cloud-nativeな光送受信装置アーキテクチャが、

2.1.1節に示した「ユーザービルに光送受信装置を設置・運用」の要件を満たすことを示した。

2.4 まとめ

コンピューティングとネットワーキングが融合した新しいインフラ「DCX」を実現するためには、DC のソフト

ウェア技術と光ネットワークのハードウェア技術を組み合わせた新しいネットワーク・アーキテクチャが必要である。

本章では、DCで用いられる運用管理方式と親和性の高い光送受信装置の制御アーキテクチャについて提案・実装し、

フィールド実証などの実験結果を通して 1.2.1節の光送受信装置に関する到達目標を達成したことを示した。

異なったハードウェアコンポーネンツを搭載した光送受信装置を用いて提供する要件については、2.2.1 節にて、

複雑なデジタルコヒーレント実装方式の違いを TAIとそのライブラリで隠蔽し、ハードウェアとソフトウェアへの

開発項目の影響を最小限に抑えて効率の良い収用を可能とすることを示した。続いて 2.3.1 節にて、４台の多様な

マルチベンダのコヒーレント TRx間を相互接続したデモを実施し、さらに同アーキテクチャを Switchponder から

Muxponderに適用することで、一つのアーキテクチャでハードウェアとソフトウェアへの影響を最小限に抑えなが

50



ら、キャリア系コンポーネントと DCクラウド系コンポーネントを効率よく収容できることを実証した。

様々な NOSや新しいアプリケーションに柔軟に対応でき、将来技術をオペレーター主導で追加可能とする要件に

ついては、2.2.2節にて、各制御部をコンテナとして疎結合にすることで既存の開発部分を再利用でき、新しいハード

ウェアに最小限の開発で対応できることと、サーバー系技術を積極的に活用することで、様々なオペレーターのニー

ズに対応できることを示した。また 2.2.3節にて、DCXオペレーターによるハードウェアコンポーネントのモニタ・

制御が容易で、自動制御やデジタルツイン等の新しい技術を適用しやすいことを示した。続いて 2.3.1節にて、異種

ハードウェア上に異なる３つの NOSを実装した相互接続デモと、汎用的な OSSを用いたコンポーネントモニタ・制

御デモを通して、提案アーキテクチャを使って要件を満たすことが可能なことを実証した。

ユーザービルに光送受信装置を設置・運用を可能とする要件については、2.3.3節にて、サーバー技術であるコンテ

ナを活用して User Muxponderの TRxを監視・制御する方式を設計・実装し、この方式がアップデートや故障切り

分けなどの高度なレベルの運用に対応可能であること、キャリアが遠隔にあるユーザー TRxに対してイレギュラー

な接続が起きないように自身で管理できるようにすることで、セキュリティと堅牢性を担保可能であることを実証し

た。

また、ユーザー機器に DCXオペレーターのエージェントを送信し、起動から監視制御に至る一連のシーケンスを

90秒で実施できることを Duke大のフィールドファイバーを用いて確認し、到達目標 10分以内を達成した。
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3 伝送路の QoTに応じた自動光波長パス設計技術

3.1 はじめに

本章では、ユーザーの任意拠点に設置されたキャリア・DC・クラウド事業者の TRxを、ユーザーアクセス経由で

遠隔から制御・監視・最適化するコントローラー技術について論じ、フィールド実証などの実験結果を通して 1.2.1節

のコントローラーに関する目標（以下）を達成したことを示す。

• ユーザー拠点に配置されるデジタルコヒーレントトランシーバーの伝送パラメーターを遠隔から設計・最適化

– ユーザー TRx特性を参照したプロビジョニング・リルート

– 任意の多対多拠点間の多様なトポロジーに対応

– 距離や QoTに応じた最適モードの自動選択

• 数値目標：オンデマンドなWDMプロビジョニングを人手を介さずに自動的に実施できることを、フィールド

ファイバーを用いて以下の条件で実証

– WDMプロビジョニングに割り当て可能な時間 10分以内

– WDMプロビジョニングに起因する変動値をシステムの変動値と同じ桁に収める

はじめに、3.1.1節にて関連研究を通してコントローラーの現状を示し、本研究が目指すコントローラーの要件を分析

する。続いて 3.2節にてユーザーとキャリアが協調した光WDMパス設計を実現するためのアーキテクチャとプロト

コルを、3.3節で全ての可能な E2E光パスの GSNRを高精度で高速に推定するアプローチを提案する。3.4節では、

実際の E2E GSNR測定値に対して、本手法の推定誤差、波長依存性とデバイスの波長割り当てによるペナルティを

評価・比較する。3.5節では、各リンクの品質推定、E2E 光パスマージン設計、およびフィールドファイバーを含む実

験セットアップを使用した User Muxponderのリモートコンフィギュレーションのための時間測定結果を示す。3.6

節では、精度の向上とシステムの柔軟性の拡大に向けた今後の課題について論じ、3.7節で本章の結論を述べる。

3.1.1 コントローラーの現状と要件

1.1.8 節に述べたように、本研究では低遅延・拡張性・信頼性・柔軟性を同時に満たし、遠隔に設置されたキャリ

ア・DC・クラウド事業者の機器を接続可能とし、オペレーター主導で自動運用などの新機能を追加可能な DCXイン

フラアーキテクチャの実現を目指す。本節ではコントローラーが持つべき機能に注目し、ユーザ拠点に配置されるデ

ジタルコヒーレントトランシーバーの伝送パラメーターを遠隔から設計・最適化する技術の関連研究を紹介した後、

本研究が目指す DCXを実現するためのコントローラーの要件を分析する。
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■3.1.1.1 伝送路設計に関する関連研究

はじめに、DCXサービスを提供するコントローラーにとって重要な伝送路設計、特にWDM でのプロビジョニ

ングに関連するこれまでの研究を紹介する。WDMプロビジョニングのための伝送モード最適化アプローチについて

は Kaevalらが多くの研究を発表している [15, 73, 74]。彼女らは、Optical Spectrum as a Service (OSaaS)と呼ば

れる、シングルまたはマルチドメイン光ネットワークのエンドポイント間を接続する透過的な光パスで QoTプロー

ブチャネルを使用し、WDMをプロビジョニングするためのアプローチを提案した。図 3.1は OSaaSの構成例を示

す。OSaaSは、WDMネットワークにおける未使用の光スペクトルを有効利用することを主眼としており、キャリ

ア等が光スペクトルをサービスとして提供するユースケースを想定している。彼女らは、OSaaSユーザーの TRx間

図 3.1 OSaaSの構成

の E2Eにおける GSNRを推定し [15, 73]、E2Eルートを構成する各リンクの推定 GSNRを使用して E2Eの GSNR

を推定するアプローチを提案した [74]。ただしいずれの場合も、運用中の信号光と同じ波長のプローブチャネルを用

いて波長ごとに GSNRを推定するため、多波長多重伝送の場合はプロビジョニングに時間を要する。また OSaaSが

Point to Pointの接続であるのに対し、DCXは２次元平面上に展開される多対多の接続であるため、光パス経路や

波長の組み合わせが多く、 [74]のモデルよりも複雑なモデルとなっている。OSaaSは、WDMパスを設定する際に

ユーザーとキャリアが協調するためのアーキテクチャを提供していない*16。また、これらの論文では単一ベンダの光

伝送装置が適用されており、DCXのように各接続点に設置された様々な光周波数帯域・変調器・変調方式を持つ光

送受信装置間の光パス設定に関する検討や実験は行われていない。他にも、ユーザーとキャリア間など、管理の境界

を越えて光パスを確立する研究も進められている (GMPLS [75]、Alien Wavelength [76])。しかし、これらの研究に

より各要素技術は存在するものの、DCXサービス実現に必要なアーキテクチャや、対向の TRx間での Consistensy

Check・最適なコヒーレントモード選択のためのプロトコルはこれまで研究・フィールド実証されてこなかった。

続いて複数伝送モードについて説明する。図 3.2はコヒーレント TRxの複数伝送モードの Back-to-backの BER

対 OSNR特性を示す。点線はエラー関数に基づく各伝送モードの理論値を、実線は TRxで発生する電気ノイズ等の

TRx特性を加味したシミュレーション値を示す。青色・オレンジ色・緑色・黄色はそれぞれ DP-QPSK 32 GBaud

(100 Gbit/s)・DP-QPSK 64 GBaud (200 Gbit/s)・DP-16QAM 32 GBaud (200 Gbit/s)・DP-16QAM 64 GBaud

(400 Gbit/s) を示す。伝送距離は FEC の性能 (FEC limit) にも依存する。グレーの横線は Open ROADM にて

*16 ユーザーとキャリアが協調することによる利点は 3.2にて後述する。
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図 3.2 コヒーレント TRxの複数伝送モード

規定された oFEC の FEC limit (2 × 10−2) を示しており、この線を越えると Post FEC でエラーフリーを達成

できない。伝送モードにより必要とされる光周波数リソースや伝送路 QoT が異なる。例えば DP-QPSK の場合、

DP-16QAMに比べて周波数利用効率は半分程度しかないが、OSNR耐性に優れ、より長距離の伝送が可能となる。

一方 DP-16QAMは DP-QPSKに比べて周波数利用効率が２倍程度良いが、OSNR耐性が低く伝送距離は制限され

る。なお、図 3.2では全ての伝送モードについて TRxで発生するノイズを一律 17 dBと仮定して計算したが、商用

の TRx特性はベンダや伝送モードに依存して異なった値を持つ。筆者らは、200 km以下の伝送距離においてはこの

TRx特性が主要なインペアメントとなることをフィールドで確認し発表してきた [77]。オンデマンドに光WDMパ

スを提供するためには、伝送路の QoT（波長依存性含む）・モードごとの TRx特性・FEC性能を加味した上で適切

なマージンを積み、ユーザー要求や収容効率に応じた最適な伝送モードを自動的に選択する必要があるが、これまで

に発表した [77]ではネットワーク・トポロジー、モード最適化の具体的な手順、波長依存性などのWDMによる影

響、ユーザー TRx遠隔制御のための装置ソフトウェア・アーキテクチャについては言及しておらず、かつ実験室内

での評価結果のみの報告であった。

■3.1.1.2 従来の伝送路設計の課題と DCXのサービス要件

図 3.3 に DCX の構成例を示す。図中央のグレーの部分に都市型 DC(Urbun Data Center: UDC) があり、各

UDCには POPがあり、通信事業者が所有するキャリアリンク (Carrier Link: CL)で接続されている。本章ではコ
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図 3.3 DCXの構成例

ンポーネント・品質・パラメーターが不明なアクセスネットワークを Alien Access Link: AAL と定義し、AAL・

キャリアが管理するネットワーク・ユーザー TRxのネットワークモデルを以下のように仮定する。

AAL

所有者に関係なく、ユーザーもキャリアもリンクパラメーターを知らないと仮定する。

キャリアが管理するネットワーク

任意の光デバイス（アンプ、フィルタなど）を設置可能。ユーザーはリンクパラメーターを知らない。

ユーザー TRx

コヒーレント TRxを想定。TRxの特性である、TRx出力端の OSNR (TxOSNR)、Back-to-backの BER対

OSNR、および実装された機能を知っているのはユーザーだけとする。使用する経路と波長はあらかじめ与え

られているとし、それらの選択方法は本研究の範囲外とする*17。ユーザーとキャリアの間にはあらかじめセ

キュアなチャネルが構築されており、それを介して制御情報を交換することができるものとする。認証方式も

本研究の範囲外とする。

ユーザー機器は、郊外の DC (Suburdan Data Center: SDC) から AALを経由して UDCの POPに接続し、電気

的な変換を行うことなく、遠隔地のクラウドMECや他のユーザー機器に直接接続することができる。

1.1.6節でのべたユースケースを実現するためには、DCXのサービス要件として、ユーザーからの時間変化の速い

DC間トラフィック要求にオンデマンドに対応し、ユーザーの TRxの特性に応じた光波長パス設計をする必要があ

*17 経路と波長選択については GMPLS関連研究や RWA問題として数多くの研究がすでに発表されている。
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る。このためには、ユーザーと DCXオペレーターが協調した光WDMパス設計を実現可能なアーキテクチャとプロ

トコルが必要になるが、これを実現する技術はまだ開発されていない。また、DCXはネットワーク構成において従

来の DCIと異なり、新たな技術を適用する必要がある。図 3.4は従来の DCIと DCXとの比較を示す。一対一のシ

図 3.4 従来の DCIと DCXとの比較

ンプルなトポロジーで構成される従来の DCIに対して、DCXは多対多の接続を対象とするため、短時間で効率よく

E2Eの光パスを設計可能とする技術が必要になる。また、従来の DCIは単一ベンダ・単一伝送モードで装置を構成

するのが一般的であったが、DCXは様々なユーザ間での接続を可能にするために、複数ベンダ・複数伝送モードで

のトランシーバモデル定義や相互接続を可能とする技術が必要である。これらの要求に対応し、オンデマンドに E2E

の光波長パス接続を提供するには、ファイバー伝搬や光ファイバーアンプ・TRxの電気ノイズによる光信号品質の劣

化を遠隔から短時間で算出し、装置に設定する技術が必要になる。

上記に示した課題より、ユーザー拠点に配置されるデジタルコヒーレントトランシーバの伝送パラメーターを遠隔

から設計・最適化する技術の要件は、以下のようにまとめることができる。

ユーザー TRx特性を参照したプロビジョニング・リルートが可能 ユーザーと DCXオペレーターが協調し、キャリ

アがユーザー TRx特性を参照して光WDMパス設計を実現できる仕組みを備えること

任意の多対多拠点間の多様なトポロジーに対応 多対多の拠点間において、発生する誤差を小さく抑えたまま短時間

で効率よく E2E光パスを設計可能とすること、ファイバー伝搬や光ファイバーアンプ・光送受信装置のノイズ

による光信号品質の劣化を遠隔から短時間で算出し、装置に設定すること

距離や QoTに応じた最適モードの自動選択 任意の距離・ファイバ品質での接続を可能にするため、複数ベンダ・複

数伝送モードでの自動最適モード選択を可能とすること
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3.2 特性不明のユーザーアクセスリンクを介した光パス設計と提案するアーキテクチャ・プロト

コル

本節では、これまで研究されてこなかった、DCXサービス実現に必要なアーキテクチャとプロトコルについて論ず

る。まず AAL上の光パス設計に適用可能な２つのアプローチを紹介してそれぞれの利点と欠点について論じ、続い

てユーザーとキャリアが協調した光WDMパス設計を実現するためのアーキテクチャとプロトコルを提案する [78]。

■3.2.0.1 ユーザー主体の E2E QoT推定に基づく光WDMパス設計

このアプローチでは、プロービング用の空チャネルを準備する以外はキャリアが関与することがなく、ユーザーの

みが光パスを設定作業を行う。設計のステップは以下の通り：

a) Txのユーザーがキャリアにプロービング用の空チャネルの準備を依頼する。

b) キャリアはチャネルを準備し、その波長をユーザーに通知する。

c) ユーザーは TRxに波長を設定する。

d) ユーザーは推定された条件を用いて TRxのモードを選択する。

e) ユーザーは選択したモードで TRxを設定する。

このアプローチの利点は、ユーザーが主体的に光WDMパスを実装できるため、システムが簡素化され、キャリアと

のシステム連携が不要になることである。しかしキャリアとの連携がないことから DCXのサービス要件を満たすこ

とができず、故障時のルート切替や 4章で述べる伝送路システムの新設工事などを実施する際に自動化が難しい。ま

た対向する２拠点を別々に開通工事することができないといった運用上の課題がある。

■3.2.0.2 ユーザーとキャリアが協調した光WDMパス設計

このアプローチでは、光パスは以下のステップで確立される：

a) Txユーザーはキャリアに光パスの確立を要求する。

b) ユーザーは、その TRxの特性を安全なチャネルを介してキャリアに送信する。

c) ユーザーとキャリアは互いに協調して AALパラメーターを推定する。

d) ユーザーまたはキャリアは、推定されたリンクパラメーターを使用して TRxモードを選択する。

e) ユーザーまたはキャリアは、選択したモードで TRxを設定する。

このアプローチであれば、ユーザーとキャリアが連携することで様々な DCに設置された多種多様な TRx間を接続
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しやすく、3.1.1 節に示したユーザーとの協調の要件を満たすことができる。さらに、ユーザー主体のアプローチの

欠点であった故障時のルート切替や 4 章で述べる伝送路システムの新設工事の自動化がしやすいとともに、キャリ

アが集中管理することで利便性が向上し多くのユーザーが伝送路システムをシェアできればファイバー利用効率やエ

ネルギー効率の向上も期待できる。DCXサービス実現には、光パス自動設計・運用により信頼性向上を図り、イレ

ギュラーな接続を回避しつつ多種多様な TRxと接続する必要があるため、以後はユーザーとキャリアが協調した光

WDMパス設計をベースに議論を進める。

図 3.5 ユーザーとキャリアが協調した光WDMパス設計を実現するためのアーキテクチャとプロトコル

図 3.5の上側は提案するアーキテクチャを示す。まず、推定の精度を向上させるために、長い E2Eパスをユーザー

側セクションとキャリア側セクションに分割する。Optical Switch はキャリアエッジに配置されており、ユーザー

側からのパスをキャリア内の測定装置に迂回させ、ユーザー TRxからの信号を利用して AALパラメーターを推定
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する。ここで、3.1.1に示した BERを使う推定の場合は Pre-FEC BERを利用し、DLMを使う推定の場合は DSP

からの信号データを利用する。ユーザー TRxと測定装置は、標準化された相互運用可能なモードを使用して通信す

る [16]。コントローラーはキャリア内に実装され、Mode consistency check 機能と E2E path design 機能を持つ。

後者は推定したリンクパラメーターと TRx情報を Optical path design toolに入力し、E2E光パスを設計する。そ

の後、Optical Switchがユーザー側パスを測定装置から E2Eリンクに切り替え、E2Eパスを確立する。E2E光パス

の設計には、アクセス区間とキャリア区間のリンクパラメーター情報と、ユーザー TRx の特性情報が必要となる。

ここで、キャリアリンクのパラメーターは一般にユーザーには開示されないが、ユーザー TRxが設定可能なモード

については、ネットワークの品質と安全性を管理するために必要であるため、キャリアからアクセスできる必要があ

る。さらに、提案システムは異なるベンダの TRx間でも接続可能とする。設定可能なモードは一般にベンダ、世代、

バージョンによって異なるため、キャリアは TRxの Capability情報を自動的に収集し、モード整合性チェックを実

行するメカニズムが必要となる。

図 3.5 の下側は提案するプロトコルを示す。全てのコンポーネントは、セキュアなチャネルを確立してキャリア

コントローラーと接続・通信する。ユーザーサイト Aと Bの TRxは、それぞれ AAL Aと Bを介してキャリアの

Optical Switchに接続されている。両端のスイッチはキャリアリンクを介して接続されており、AALからキャリア

リンクまたは測定装置のいずれかに信号を切り替えることができる。両ユーザーサイトにてMode catalog（Bitrate・

Modulation format・FEC typeなど）が生成され、キャリアコントローラーに送信される（図 3.5の下図上段参照）。

コントローラーは、TRxから受信したMode catalogを比較して、共通モードのリストを作成する（図 3.5の下図中

段参照）。相互接続可能なモードが存在しない場合は、TRxにエラーを返す。コントローラーは、あらかじめキャリ

アリンクから光パス経路のリストを取得し、光スイッチを用いてユーザーサイトの TRxとキャリアエッジの測定用

装置を接続する。その後、1.1.3節に示した BERを使った推定または DLMを実行し、AALの QoTを推定する。推

定された QoTはすべてコントローラーに集められ、コントローラーは光パス設計ツールを使用して、A, B拠点に対

して提供可能な光パス経路ごとに E2E QoT（Generalized SNR等）を計算する。コントローラーは、光パスの共通

モードリストを参照して、最適な光パスルートと伝送モードを決定する。相互運用可能なモードが存在しない場合、

コントローラーは TRxにエラーを返す。最後に、Optical switchを切り替えてキャリアリンクと AALを接続し、両

端の TRxに決定した伝送モードを設定して接続することにより、パスを確立する。

なお、DLMは（本論文執筆時点で）限られたハイエンドの TRxにしか実装されていないため、本章の以降の節で

は各種商用 TRxで活用可能な BERを使った推定（1.1.3.1節参照）を前提とする。

本節で提案したアーキテクチャとプロトコルを活用することで、キャリアは TRx で発生するノイズなど TRx の

パラメーターを設計に盛り込むことができるようになり、ユーザーとキャリアが協調したWDM パス設計が可能と

なる。
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3.3 全 End-to-Endの光パスをオンデマンドで正確に GSNR推定する手法

本節では、3.1.1節に示した要件を満たすために不可欠な、オンデマンドでのWDMプロビジョニングと最適モー

ド選択のための手法について論ずる。図 3.6 (a）は OSaaSの構成図 [15]であり、Open Line System (LS)で構成さ

図 3.6 DCXのネットワーク構成例 (a) OSaaSの構成、(b) DCXの構成、(c) POP構成の例

れ、DWDMを適用することで多数のユーザーを収容できる。図 3.6 (b)は DCXを構成するネットワークの例であ

り，図 3.6 (c)の POPに Optical switchと Optical aggregationからなる機能分離型 ROADM装置 [70]を適用し

たものである。図 3.6 (a)と同様に、DCXは DWDM技術によって多くのユーザーグループを効率的に収容するこ

とができる。図 3.7 (a)は２つのユーザーサイトを DCXで接続する場合のパターンを示している。遅延を最小にす

るためにユーザーサイト間の POP数を３つまでに制限した場合、図 3.7 (a)のように４つのパターンがある（POP
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図 3.7 高精度かつ短時間で最適モードを選択するアプローチ (a)２つのユーザーサイト間の経路 (通過する POP

を最大３つと制限した場合)、(b)Link-by-Link でかつ複数伝送モード・異種変調器でのプローブと最適モード
選択

２つ：青線１パターン、POP３つ：赤線３パターン）。図 3.6 (b)の５つのサイトを接続する場合、40以上のパター

ンが考えられる。多種多様かつユーザーアクセス経由で任意拠点に設置された TRxを制御・監視・最適化するために

は、各サイト間の E2E GSNRを正確に求め、最適なモードを短時間で選択する必要がある（ここでは、ルーティング

と波長割り当てには既存の技術を適用できると仮定し、本論文ではWDM光路のファイバー伝搬設計のみを論ずる）。

3.3.1 短距離伝送設計のための GNモデル

1.1.2 節において、GN モデルを用いた簡易な設計手法について述べた。今回のユースケースである DCX は直径

約 200 kmのメトロエリアをターゲットとしているため、このような Short reach～Metro領域に適用できる簡易な

設計手法が必要となる。コヒーレント TRx の Back-to-back 特性は、様々な変調フォーマット・ボーレート・変調

器タイプについて、長距離だけでなくメトロ領域でもガウスノイズ近似を適用することで正確にモデル化できること

が [77]で示されている。式 (3.2)は、ビット誤り率（BER）と、DP-16QAMや DP-QPSKなどの各変調フォーマッ

トの関数として GSNRとの関係を示しており、式 (3.3)は 16QAMと QPSKの場合のエラー関数を示している。ま

た GSNRの逆数は式 (3.4)のように、３つのノイズ源に由来する SNR項の逆数の和であること筆者らは以前 [77]に

示している。第１項目は TRx固有の Back-to-back特性、第２項目はアンプの自然放出、第３項目はファイバーの非

線形光学効果による雑音を示す [77]。QoT指標には BERや GSNRが挙げられる。もう一つの QoTメトリクスと

して広く使われている Q2 ファクタは、BERと次のような一対一の関係がある。

BER =
1

2
erfc

(√
Q2

2

)
(3.1)
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従って、BERと-Q2 ファクタは同じように扱うことができる：

BER = ΨMF(SNR) , (3.2)

ΨMF =
3

8
erfc

(√
GSNR

10

)
for 16QAM (3.3)

=
1

2
erfc

(√
GSNR

2

)
for QPSK

SNR−1 = SNR−1
TRx + SNR−1

ASE + SNR−1
NLI (3.4)

また [77]では、InP変調器と SiP変調器のそれぞれを実装した２種類の商用 TRxで実験を行い、式 (3.2)～(3.4)

がどちらの変調器に対しても有効であることを確認した。さらに E2E SNR の逆数は、式 (3.3) のように、TRx 特

性 SNR−1
TRx の逆数と各リンクの特性 GSNR−1

LS,n の逆数の和に等しいと仮定する。この式は、図 3.6 (a) のような

Point-to-pointの 3,116 kmの伝送に対して、±1.4 dBの精度で成立することが [74]で報告されているが、図 3.6 (b)

の場合の精度を検証する実験はこれまで行われてこなかった：

SNR−1
E2E = SNR−1

TRx +
∑
n

{SNR−1
ASE,n + SNR−1

NLI,n} (3.5)

= SNR−1
TRx +

∑
n

GSNR−1
LS,n

これらの結果を用いることで、TRxの変調方式や変調器の種類に関係なく、またそれぞれの E2Eパスごとに QoTを

直接測定することなく、各経路の E2E SNRを短時間で推定することができる。図 3.7 (b)は、図 3.7 (a)の経路の１

つについて、測定上都合の良い（測定しやすい）モードと複数種類の変調器を用いてリンク毎に QoTを測定し、E2E

SNRを計算して運用モードを選択する手順を示している。GSNR1 を InP変調器と SiP変調器を用いた TRx間で測

定する場合を例に説明する。単一スパンでは QoT が比較的高いので、16QAM 64Gbaud モードで BER を測定し、

GSNRに変換する。その後、リンク毎の GSNRの逆数を算出して和をとることで GSNRE2E を算出し、運用マージ

ンを加算した上で最適なモードを選択する [22, 79]。この例では、GSNRLS,n の推定において、16QAM 64Gbaud

を使用して各リンクの GSNRを求め、それらの結果から計算された GSNRE2E に運用マージンをのせた値に基づい

て、QPSK 64Gbaud が選択されている。このアプローチは各社コヒーレント TRxにおける一般的なパラメーター

（BER、変調フォーマット、ボーレート）を使用するため、特定のデバイスに制限されることなく、全てのコヒーレン

ト TRxに適用できる。

以上のように、本節で提案した手法は、GNモデルに基づき Linkごとに測定上都合の良いモードで QoTをプロー

ブ計測・加算して全 E2Eの光パスの QoTを推定するため、3.1.1節に示した多対多拠点設計、複数ベンダ・複数伝送
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モード対応した迅速なノイズ推定を実現することができる。

3.4 End-to-Endの GSNR測定結果と推定誤差

本節では、3.3節で紹介したリンクごとの測定手法による誤差・波長依存性・Q値変動について、市販のオープン

システムとフィールドファイバーを用いて評価した結果を示す。

3.4.1 実験構成

図 3.8 (a)および図 3.8 (b)は、ニューヨーク市ハーレムに配備された都市規模のプログラマブル・テストベッドで

ある米国 National Science Foundation (NSF)の COSMOSテストベッドを使用した、フィールドトライアルのセッ

トアップを示す。COSMOS テストベッドは、光空間スイッチや Lumentum ROADM-20 ユニットを含むプログラ

マブル光ネットワーキング環境を備えており、これまでに多くの実験が実施されてきた [80, 81, 82]。筆者らは市販

の光送受信装置とフィールドファイバーを利用し、２つのユーザーサイト、２つの POP、AAL1・AAL2・CLを、C

バンドで３つの異なるパス（32 km/72 km/122 km）で実験的に構築した。

本実験では、オープンアーキテクチャに基づいたオンデマンドな WDM provisioning を実現している。TIP の

Phoenix [69]に準拠したMuxponderを配備し、TIPにて開発中の TAI [58]と Goldstone NOS [65]をベースにし

た NEC の NOS を適用した。これらの Muxponder に、OpenROADM 準拠の２社の商用 400G CFP2-DCO プラ

ガブル TRx（インジウムリン・シリコンフォトニクスの異なるタイプの変調器を実装）を適用した。ユーザー TRx

と POP のネットワークアーキテクチャには、IOWN Global Forum にて提案されたアーキテクチャを採用した。

制御プレーンの相互運用性を提供するためには、WDM プロビジョニングとユーザー TRx の監視／設定機能が必

要になるが、現時点でこれらは標準化がなされていないため、内製のソフトウェアライブラリ (Auto Optical Path

Provisioning)を使って実装した。

図 3.8 (c）は、この実験で使用したマンハッタンのダークファイバールートである、コロンビア大学と 32 Avenue

of the Americasのコロケーション DC間の 32 kmのループバックフィールドファイバー（Boldyn社提供）と、コ

ロンビア大学とニューヨーク市立大学間の 8 km のループバックフィールドファイバー（CrownCastle 社提供）を

示す。AAL1 は、ROADM と 32 km のフィールドファイバーで構成し、CL に接続した。AAL2 は、ROADM と

40 kmのスプールファイバーで構成した。CLは、異なる長さ・損失のルートを備えており、インサービス・チャネ

ルを模擬するために合計 25個のWDMバックグラウンド・チャネルが挿入されている（詳細は 3.4.3節で述べる）。

ファイバーリンクへの入力パワーはすべて +4 dBm/チャネルとした。POP には 2 つの Muxponder が設置され、

Pre-FEC BERのプロービング測定用に AALと CLを接続している。コントローラーは、gRPCを使用して事前に

確立されたセキュアなチャネルを介して、ユーザーサイトおよび POPのMuxponderと通信する。
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図 3.8 COSMOSテストベッド内の装置 (b)フィールドトライアルのセットアップ、(c)フィールドファイバールート

3.4.2 Link-by-linkの測定誤差

図 3.7 (b) に示したアプローチの誤差を決定するために、図 3.8 (b) に示すように、E2E の GSNR の測定値

(GSNRE2E)とリンク毎の測定値 (GSNR1, GSNR0, GSNR2)による GSNRの推定値を比較した。ここで縦軸の
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GSNRは TRxとリンクを含む全ての GSNRを示す。図 3.9 (a)は 191.5 THz、図 3.9 (b)は 194.6 THzにおける

図 3.9 E2Eの GSNRの測定値とリンクごとに推定した GSNRの比較 (a)周波数 191.5 THz、(b)周波数 194.6 THz

2つの GSNRの差を示す。光スイッチで CLを変化させ、ショート・ミドル・ロングの 3つのルートパターンで評価

した。波長や CL距離に大きな違いはなく、誤差は 0.3～0.6 dBであった。

3.4.3 波長依存性に起因する誤差

図 3.10 波長依存性に起因する誤差を測定するための実験セットアップ

図 3.10は実験システムの構成を示し、挿入図はWDMスペクトラム割り当てを示す。リンクシステムの波長依存

性を測定するため、Muxponder２とMuxponder３の間に図 3.10中の表に示すプロービングチャネルを設けた。光

空間スイッチで CLを変更し、既存のインサービス・チャネルを模擬するために、25個のWDMバックグラウンド・

チャネルと 100 GHz間隔（図 3.10のバックグラウンド・チャネルの表を参照）を合波して、ショート・ミドル・ロ
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ングの３パターンで評価した。λa（191.5 THz、Cバンドの端）を他の波長のチャネルのプローブ信号として利用で

きるかどうかを検証するため、λa で測定した GSNRと異なる波長（b、c、d、e）で測定した GSNRの差を比較し

た。伝送路システムによる GSNRプロービングの波長依存誤差は、短波長、中間波長、長波長でそれぞれ 0.05 dB、

0.11 dB、0.22 dBであった。λc はバックグランドチャンネルの中心に位置しているが、λa や他の波長との有意な差

は観測されなかった。このことは、このメトロスケールシステムで予想されるように、ファイバーの非線形効果によ

る波形の劣化は、TRxの Back-to-back特性の影響に比べ、このシステムでは比較的小さいことを示唆している。

3.4.4 実験系の GSNR揺らぎ

実験系における GSNR の実測値は常に変動している。推定誤差の妥当性を検証する際、この変動より誤差を小

さくすることはできないため、GSNR の変動量を評価し、今回測定した推定誤差の妥当性を論ずる。３つのリンク

(AAL1, AAL2, CL1)と E2Eのパスで５秒毎に GSNRを測定し、５分間の移動平均の揺らぎ量を算出した。GSNR

の変動量は、５分移動平均の５パーセンタイルと 95パーセンタイルの差と定義する。測定は７日間行った。GSNR

は５秒ごとに約 0.2～0.4 dBの時間変動を示した（図 3.11左）。通常は複数の観測の平均値を用いるので、移動平均

の変動量を評価した。平均ウインドウの周期を 5分とし、5分間の移動平均は 0.1～0.2 dB程度の時間変動を示した。

AAL1、AAL2、CL、E2Eの GSNR変動量はそれぞれ 0.15、0.10、0.07、0.07 dBであり（図 3.11右）、全体として

約 0.1～0.2 dBの範囲であった。

図 3.11 GSNRの時間変化（左）と５分移動平均のヒストグラム（右）

3.4.5 推定誤差のまとめ

表 3.1は、図 3.8の実験セットアップの推定誤差を示している。リンクごとのアプローチと任意の波長のプローブ

光を使用した迅速なWDM プロビジョニングに必要なマージンは全体で 0.7 dB であった。この値は、システムの
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Transmission distance LbL measurement error WL-dependent error Required margin

˜100 km 0.60 dB 0.05 dB 0.65 dB

˜150 km 0.32 dB 0.11 dB 0.43 dB

˜200 km 0.47 dB 0.22 dB 0.69 dB

表 3.1 推定誤差

GSNR変動 0.1～0.2 dBと同じオーダーであり、図 3.7に示したアプローチでは、利用可能な波長であれば、わずか

なマージンで使用することができることが分かった。

3.5 フィールドファイバーを用いたオンデマンドなWDMプロビジョニング実験の結果

図 3.12 WDMプロビジョニング実験 (a)ネットワーク構成、(b)WDMプロビジョニング

本節では、提案アーキテクチャを実装し、図 3.8 (c)に示すフィールドファイバーを用いた２つの経路（ショート・

ロング）について、各リンクの品質推定、E2E光パスマージンの設計、User Muxponderのリモート設定に要する時

間を評価する。

図 3.12 (a）は実験のネットワーク構成を示す。図に示したルートを用いて、図 3.8に示した実験構成の中のAAL1・

CL・AAL2を構成した。図 3.8 (c)に示す２つのダークファイバールート（32 kmと 8 km）を使用した。短い CL

（32 kmのフィールド・ファイバー）と長い CL（32 kmのフィールド・ファイバー＋ 90 kmのスプール・ファイバー）

は、リンク条件に応じて長さと損失が異なり、既存のインサービス・チャネルを模擬するために合計 25 のWDM

バックグラウンド・チャネルが挿入されている（図 3.10と同様）。

図 3.12 (b）は、WDMプロビジョニングの概要と経過時間を示している。コントローラーは、全Muxpondersか

ら TRx特性（JSON形式）を収集し、Muxpondersを使用して AAL1、AAL2、および CLの BERを測定する。プ
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ロービング信号として (191.5 THz)を使用した。コントローラーは、図 3.7 (b）のアプローチを使用してマージンを

計算し、最適な動作モードを選択する。最後に、コントローラーは User Muxponder に伝送モードを設定し、E2E

BERを測定する。プロビジョニングにかかった合計時間は 351 秒で、その内訳はリンク BER測定に 270秒、マー

ジン設計とモード選択に 1秒以下、User Muxponderの設定と BER測定に 80秒であった。

Route AAL1 CL AAL2

Short 1.24e-3 (23.3 dB) 1.03e-3 (23.9 dB) 5.64-e4 (27.2 dB)

Long 1.14e-3 (23.6 dB) 1.75e-3 (12.4 dB) 1.21e-3 (23.0 dB)

表 3.2 BER測定結果（括弧内は GSNR換算値）

ユーザーからの 400Gの帯域幅要求を想定して、ショートとロングの２つの経路をプロビジョニングした。表 3.2

に、AAL1、CL、および AAL2 の BER の測定値と GSNR の換算値を示す。コントローラーはこれらの GSNR測

定値を取り込んで E2E GSNR を推定し、光パスのプロビジョニングを行った。その結果を表 3.3 に示す。ショー

トルートでは、コントローラーは 5.2 dB の十分大きな GSNR マージンを確保できたため、λb を使用して 400G

DP-16QAM（１波長）を正しく選択した。迂回のロングルートでは、E2Eの GSNRが低く 400G DP-16QAMで十

分なマージンを確保できないため、コントローラーは λb と λc を使用した２波長の 200G DP-QPSK パスを選択し

た。これらの 2 つのパスで確保されたマージンはそれぞれ 5.1 dB と 4.9 dB であった。全てのケースにおいて、Q

ファクタ（BER）の推定値・実測値の差は 0.7 dB未満であった。

Route Ch GSNRLS Mode Margin Est. GSNR(Q) Mes. GSNR(Q) Error GSNR(Q)

Short λb 19.7 dB 400 G 5.2 dB 15.47(8.79) dB 16.12(9.40) dB 0.65(0.61) dB

Long λb 11.7 dB 200 G 5.1 dB 10.63(10.63) dB 11.22(11.22) dB 0.61(0.59) dB

Long λc 11.6 dB 200 G 4.9 dB 10.63(10.63) dB 11.94(11.94) dB 0.31(0.31) dB

表 3.3 推定 GSNR E2E、選択モード、確保マージン、推定 Qマージン、実測 Qマージン）

3.5.1 プロビジョニング時間のまとめ

切り替えに要した時間について、そのほとんどは TRx の設定変更後の再起動による時間であった。この時間は

CFP MSA等で規定されている TRxの状態遷移に依存するため、将来更なる時間短縮のためにはMSAの見直しを

検討する必要がある。1.2.1節に示したプロビジョニングに割り当て可能な時間 10分以内に対し、図 3.12の (b)に

示すように、今回の実験でWDMプロビジョニング全体を６分以内に完了できることを実証した。

68



3.6 今後の課題

C バンドを用いた実験系では波長依存性やファイバーの非線形効果は比較的小さかったが、DCX サービスを提

供する際には、C+L マルチバンドなどの他の回線系や様々な特性のファイバーの適用がありうる。このような場

合、アンプの利得や雑音指数の波長依存性、ファイバーに起因する非線形効果を推定する技術が不可欠となる。波

長依存性の問題は、複雑なアンプの利得プロファイルを予測するために、Transfer Leaning (TL)などの最新技術を

適用することで解決できるかもしれない [83]。DCX オペレーターは、TRx からコントローラーへテレメトリを送

信するために、コンテナと TAIに基づいた装置ソフトウェアアーキテクチャを適用することで、ユーザーに対して

拡張したサポートサービスを後から追加して提供できるようになる。筆者らは TAI をハードウェアの抽象化 IF と

して使用し、CFP2-DCO をコヒーレント TRx として使用したが、DCX は DC オペレーターによって広く使用さ

れている QSFP-DD のような他のフォームファクターにも対応する必要がある。QSFP-DD 制御のソースコードは

SONiC [35]で公開されているため、TAIの代わりにこれを利用すべきである。CFP MSA [18] 、CMIS[19]、および

コヒーレント CMIS [84]などの異なるMSAを効率的に収容するアーキテクチャが必要となる。

本研究では、経路と波長選択については GMPLS関連研究や RWA問題として数多くの研究がすでに発表されてい

るため対象外としたが、今後はこれらの既存研究と連携動作させるためのアーキテクチャ・プロトコル議論も必要で

ある。

3.7 まとめ

DCXはメトロエリアに分散した多数の DCを拡張性・信頼性・低遅延性を確保しつつ、ユーザーアクセス回線・多

種多様な TRxや伝送路システムの接続・イレギュラーな接続の回避を可能とすることで、仮想的な大規模 DCを実

現する。本章では、ユーザー拠点に配置されるデジタルコヒーレントトランシーバーの伝送パラメーターを遠隔から

設計・最適化するコントローラー技術について論じ、フィールド実証などの実験結果を通して 1.2.1節のコントロー

ラーに関する目標を達成したことを示した。

ユーザー TRx特性を参照したプロビジョニング・リルートを可能とする要件については、3.2節で提案したアーキ

テクチャとプロトコルを活用することで、DCXにおいて支配的な劣化要因である TRxノイズ及び TRxのパラメー

ターを設計に盛り込むことが可能となることを論じ、2 章に示したアーキテクチャと内製ソフトウェアライブラリ、

フィールドファイバーを用いて自動で実行可能であることを実証した。

任意の多対多拠点間の多様なトポロジーに対応する要件については、3.3節にて、GNモデルに基づき Linkごとに

測定上都合の良いモードで QoTをプローブ計測・加算して全 E2Eの光パスの QoTを推定するため、多対多拠点設

計、複数ベンダ・複数伝送モード対応した迅速なノイズ推定を実現できることを示した。3.4節にて、市販のオープン
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システムとフィールドファイバーを用いて評価した結果、リンクごとのアプローチと任意の波長のプローブ光を使用

した迅速なWDMプロビジョニングに必要なマージンは全体で 0.7 dB（リンクごとの誤差 0.6 dB以内、波長依存性

による誤差 0.3 dB以内）であることを確認した。

距離や QoTに応じた最適モードの自動選択の要件については、3.3節にて、GNモデルに基づき、代表モードでプ

ローブした結果と TRx特性情報（TxOSNRの異なる TRxの場合も含む）から全てのモードの QoTを推定可能な方

式を提案した。3.5節にて、インジウムリン・シリコンフォトニクスによる原理の異なる変調器を搭載した異ベンダ

TRxと、72 kmと 152 kmの２つの経路を適用してこの方式を検証したところ、前者には 16QAM 400 Gbit/s １波

長、後者には QPSK 200 Gbit/s ２波長が十分なマージンと共に正しく割り当てられたことを確認した。

1.2.1節に示したプロビジョニングに割り当て可能な時間 10分以内に対し、今回の実験でWDMプロビジョニン

グ全体を６分以内に完了できることを実証した。リンクごとのアプローチと任意の波長のプローブ光を使用した迅速

なWDMプロビジョニングに必要なマージンは全体で 0.7 dBであった。この値はシステムの GSNR変動 0.1～0.2

dBと同じ桁に収まっており、1.2.1で設定した到達目標を達成した。

米国 COSMOS テストベッドのフィールドファイバーを用い、リンク性能が最大になるように TRx のパラメー

ターを設定するオンデマンドなWDMプロビジョニングを人手を介さず自動的に実施する実験を行い、WDMプロ

ビジョニング全体を６分以内に完了できることを実証した。また、この際に必要なマージンは全体で 0.7 dBであり、

システムの GSNR変動 0.1～0.2 dBと同じ桁に収まったことを確認し、到達目標を達成した。
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4 光ファイバーモニタ・物理レイヤモデルを用いた伝送路システム最適化技術

4.1 はじめに

1.1.6節で述べたように、取り巻く環境の変化に伴い、メトロエリアに分散するあらゆる DCを光ファイバーで直

接接続して、各社のクラウドサービスやMECとそれらに接続するユーザーとの間に大容量の光パスをオンデマンド

に確立する、DCXサービスへの期待が高まっている [47]。近年、コンピューター間通信において低遅延性に関する

ニーズが強く、既に光ファイバー経路が存在したとしても、より距離の短い光ファイバー経路を新設することで低遅

延アプリケーションへの要求に応えるといった事例が発生しており、ネットワークに対する要件は近年急速に変化し

てきている。また IOWN Global Forum 等で、インタラクティブな音楽ライブエンターテインメントや遠隔操作な

ど、新たなアプリケーションのユースケースが業界横断的に検討されて将来のネットワークに対する遅延要件が明確

化されつつある [85]。今後も低遅延性に対する要求は拡大していき、ユーザーの新しいニーズに応じて柔軟・迅速に

伝送路システムを構築・運用する技術が必要になると考えられる。本章では、低遅延性に大きな影響を及ぼす伝送路

システムに関して、システムベンダに依存しない共通的かつ自動の伝送路モニタ・パラメーター推定技術について論

じ、フィールド実証などの実験結果を通して 1.2.1節の伝送路システムに関する目標（以下）を達成したことを示す。

• システムベンダに依存しない共通的かつ自動の伝送路モニタ・パラメーター推定

– 既設ベンダ以外の装置を用いて新設の伝送路システムを構築したいケースに対応

– 品質やパラメーターが不明な回線を使った提供が可能

– 従来運用手法に適合しつつ、迅速にプロビジョニングや不具合切り分けが可能

• 数値目標：伝送設計に必要な全ての物理パラメーターを伝送路から抽出して可視化し、別のタイムゾーンにい

る監督者がオープンなツールを用いて設計・解析して工事の完了または切り戻しを判断できることを、フィー

ルドファイバーを用いて以下の条件で実証

– ユーザーから回線借用する際のメンテナンスウィンドウ２時間の半分以内

– 工事担当者を現地派遣して最適化を行う際の設計誤差以下

はじめに、4.1.1 節にて関連研究を通して伝送路システムの現状を示し、本研究が目指す伝送路システムの要件

を分析する。続いて、4.2 節において光回線のプロビジョニングを技術者による確認をシーケンスに盛り込んで

Semi-automaticに実行するための提案手法を示し、続いて QoTの測定手法とそれらと予測値との比較について説明

する。4.3節では、制御のシナリオと、プロビジョニング動作管理のための制御アーキテクチャを示す。4.4節で実験

構成を説明した後、4.5節にて実行時間・物理パラメーターの可視化・性能検証・ベースライン比較・システムの Q

ファクタ変動・運用上の考察を含む、1時間以内でのプロビジョニングとメンテナンスの達成結果を報告する。4.6節
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では、紹介した技術を故障箇所特定に応用した実験結果を報告する。4.7節では、性能向上のための今後の課題と新

たなユースケースへの本技術の適用可能性について議論し、4.8節で本章の結論を述べる。

4.1.1 伝送路システムの現状と要件

図 4.1 従来の伝送路システムの課題と DCXのサービス要件

図 4.1の (a)は従来の伝送路システムを示す。伝送路システムの最適化を行うためには各スパンで発生するスパン

ロスをモニタする必要があるが、従来技術である OTDRは、自身から送り出した光パルス信号が光ファイバ内で反

射して戻ってくる光の量からスパンロスを算出する [86]。一方で商用で広く活用されている光ファイバーアンプの

EDFAは、逆方向の信号光が EDFAの性能や安定性に悪影響を与えるのを防ぐため、光を一方向にのみ通過させる

光学素子であるアイソレーターが内部に実装されている。このため、OTDRを使ったスパンロス測定は EDFAを越

えて実施できず、ROADMやアンプなどの装置ごとに OTDRを設置するか、あるいはこれらの機器が設置されてい

る箇所に工事担当者を派遣して測定する必要がある。

ところが、ROADMやアンプは (a)に示すようにベンダ独自仕様の Optical Supervisory Channel (OSC) を用い

て、ベンダ各社それぞれの手法で自律制御・最適化するのが一般的となっている。OSCの標準化については、OSC

チャネル用に使用する波長等、ごく一部の規定しか成功しておらず、現状では異ベンダ装置を相互接続して自律制御・
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最適化することはハードルが高く、(b)のようなユースケースに対応するには、様々な装置に適用可能なオープンで

新しい技術・設計手法が必要となる。

一方、学術分野では 1.1.2 節に示した GN モデルをベースとした新しい伝送路設計手法が広まり、GNPy や

Mininet-Optical などのオープンな光ネットワークツールが開発されてきた。文献 [22] では、GNPy モデリングが

オープン光ネットワークにおける光WDM レイヤーのデジタルツインを実現する上で信頼性をもって使用できると

し、様々な研究機関によるトライアルの結果を報告している。図 4.2は GNPyによる光ネットワークのデジタルツ

インのイメージを示す。ハイライトされた光WDMパスには、ROADMと伝送路システム (Optical Line System:

OLS)の交差部分で計算されたメトリクスが示されている。GNモデルに基づき、ファイバーの種類やアンプの利得

図 4.2 GNPyによる光ネットワークのデジタルツイン（出典：https://doi.org/10.1364/JOCN.452868）

など、光ネットワークシステムの特性パラメーターをこれらのツールに入力することで、少ない計算リソースで QoT

を解析的に推定することができると期待されている。また、近年注目を集めているMLは多くの科学・工学分野に革

命をもたらし、驚異的な成功を収めていることから、この 10年の間にMLによる光ネットワーク運用の自動最適化

手法が学術・産業の両分野から多数報告されている。例えば文献 [87]では、人工ニューラルネットワーク (Artificial

Neural Network: ANN)ベースのMLモデルをWDMシステムの QoT推定に適用し、ニューロン数・活性化関数・

層数を最適化することで高い QoT推定精度を実現している。

しかし、何年にもわたって多くの研究が行われたにもかかわらず、これまでに自動運用は商用光ファイバーネット

ワークにおいて広く受け入れられているとは言えず、現在も図 4.1の (a)に示した従来の伝送路システムが導入され

続けている。Khanは、MLを商用ネットワークで利用する際の問題点を文献 [88]に示した。Khanが挙げた問題点

をベースにして、MLによる光ネットワークの自動運用における課題をオペレーターの観点から分析すると以下のよ

うになる。
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• 多くの機械学習モデルは膨大な数のパラメーターを持ち、それらが複雑に相互作用する。このため、個々のパ

ラメーターやレイヤがどのように予測に寄与しているのかを解釈するのが困難であり、結果を単純に「原因と

結果」として説明できない場合がある（透明性と説明可能性）。

• モデルはデータからパターンを学習するため、モデルが訓練されたデータ環境と実際に運用される環境が異な

る場合、モデルは期待通りに機能しない可能性がある（汎用性・一般化）。

DCXオペレーターはユーザーとのサービス・レベル合意（Service Level Agreement: SLA）に基づき、ネットワー

ク・サービスの品質を保証しなければならない。障害が発生した際、場合によっては事業者は障害の根本原因と場所

を特定し、ユーザーに報告しなければならない。また、ブラックボックス的なアプローチを採用した場合、時間的変

化やリンクの変更、データや機器タイプ・ベンダの変更に敏感であるため、多種多様な伝送路システムを含み、オン

デマンドにサービス提供を可能とする DCXサービスの要件を満たすことは難しいと言える。

DCXサービスを実現するために実用的・効率的に伝送路システムを構成する際には、CAPEX・OPEX等のコス

トに関する課題も重要である。

• 多くの論文はネットワーク内に波長チャネルモニター等の高価な測定器を多数設置することを前提としている

が、新たに設置される機器、拡張されたツールセットの使用、自動運転のための追加労働力などの自動化技術

導入によって発生するコストは、それらを上回る利益によって補われなければならない（コスト制約）。

既存運用からの移行シナリオも重要な要素と言える。例えば車の自動運転においては、自動化のレベルに応じてレベ

ル１～５が定義されており、レベル１～２はドライバーによる監視に基づく自動化を、レベル３以上からシステムに

よる監視に移行し、レベル５で完全自動運転となる [89]。これは、技術の普及において安全性や法規制を確保しな

がら、消費者と社会の信頼を得るために欠かせないステップであり、社会インフラを支えることを期待される DCX

サービスにも同様のステップが要求される。

• 光伝送エンジニアは、既に確立された従来の自動でない方式を熟習しており、これを日々実施している。新技

術・新方式を導入するためには、既存の運用からの移行のシナリオを示す必要がある（従来手法への適用性）。

最後にもう一つの深刻な課題として、サーバー系技術者や L2/L3等のネットワーク技術者に比べて光伝送を専門と

する技術者の絶対数が少ない点が挙げられる。労働人口減少が深刻化する中で DCXサービスの提供規模・地域を拡

大していくためには、デジタルツイン等の将来の技術・運用方式に適合してサービスの継続性を保証する必要がある。

• 新しい自動化技術・運用方式に適合し、限られた数の専門技術者によって遠隔から広範囲の伝送路システムの

設定・最適化を実施可能とする必要がある（運用者数の制約）。
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上記の課題を考慮した上で、DCXサービスの提供に向けて、システムベンダに依存しない共通的かつ自動の伝送路

モニタ・パラメーター推定技術の要件を抽出すると、以下の様にまとめることができる（1.2.0.3節再掲）。

既設ベンダ以外の装置を用いて新設の伝送路システムを構築したいケースに対応

ブラックボックス的なアプローチでなく、物理モデルに基づく伝送路設計に必要な全てのリンクパラメーター

の推定ができ、機器タイプやベンダの変更に対しても汎用性があること

品質やパラメーターが不明な回線を使った提供

専門技術者の派遣や追加ハードウェアなしにスパン毎の伝送路品質（QoT）を遠隔からモニタして最適化・設

定できること

従来運用手法に適合しつつ、迅速にプロビジョニングや不具合切り分けを実施

不具合が発生した際に工事担当者がそれを目視で確認でき、予期せぬ問題が発生した場合に操作を元に戻せる

こと、工事実施後（５時間）もシステムが安定して動作し QoTが変動しないこと

続いて関連する研究の状況を述べる。本節で示したように、KhanはMLを商用ネットワークで利用するための課題

をまとめた [88]。この論文では、伝送装置と別に備えた Optical Performance Monitor（OPM）からのデータに依存

するのではなく、DLMのように、デジタルコヒーレント受信機を通して利用できる豊富な監視データの適用につい

て簡単に触れている。しかし、この論文では DLMを適用するためのアーキテクチャや実験結果は示されていない。

DLM単独の研究としては、多くの実験が [20]に記述されており、ここではロス・波長分散・ゲイン・フィルタ応答

などのモデルパラメーターを推定し、DLMを適用してファイバー・アンプ・フィルタのマルチスパン特性を可視化

している。しかし、 [20]ではフィールドトライアルは実施しておらず、伝送路システムのプロビジョニング手法（実

行時間・アンプなどの機器の最適化手法含む）については検討されていない。

これまで、アンプを含む伝送路システムの物理モデルパラメーターをキャリブレーションすることで、QoT推定精

度を改善する Optical Line System (OLS) キャリブレーションが提案された [90]。この論文では伝送路システムの

最適化手法や OSNR推定結果の精度は示されているが、QoT推定と最適化を検証するための GSNR推定結果を用

いた BER解析は行われておらず、Power Profileは既知であることを前提としており、自動的に推定する方法につい

ては述べられてない。また、フィールドでの検証結果も報告されていない。

以上のように、これまでの研究では、伝送路システムをシステムベンダに依存せずに共通的かつ自動で伝送路モニ

タ・パラメーター推定するためのアーキテクチャ・モデル・モニタ技術はまだ示されていない。また各技術が個別に

実験室内の理想的な環境で検証された結果のみが報告され、これらの技術を組み合わせてフィールドで実証した結果

は示されていない。
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4.2 適用方式

図 4.3 Integrated physical-aware methodによる物理パラメーターの可視化

図 4.3 は本論文で提案する方式の概要を示す。この方式では、伝送路パラメーター推定のための 2 つの主要な物

理レイヤ認識のための技術を統合して活用するところに特徴があり、これらは光回線のプロビジョニングにおいて、

DLM、OLSキャリブレーションの順に実行される。各技術は、データ収集と物理パラメーター抽出の 2つの異なる

ステップで実行される。

4.2.1 Digital longitudinal monitoring技術の適用

1.1.3.2 節で紹介した DLM は、ファイバー長手方向に沿った複数の伝送路コンポーネントの物理的特性を可視化

する光送受信機ベースのモニタリング技術であり、特別なモニタ用ハードウェアを要せず、受信したデータ伝送信号

を処理するだけで実現できるところに特徴がある [20]。DLMによって推定されるパラメーターの中でも、縦方向の

光パワーはリンク内に存在する複数の損失を特定し、ファイバーパラメーターの抽出を可能にするため、伝送路シス

テムの最適化において特に重要である。DLMはファイバーの非線形係数と縦方向光パワーの積 γ(z)P (z)を推定す

る [91]。また、ファイバースパン長だけ予め分かっていれば、縦方向のパワープロファイルで示される EDFAの位置

を較正することで、スパンごとの CDパラメーターを推定することもできる。本方式はまず初めに、DLMを用いて

データ収集を行い、パラメーターを抽出する。DLM信号が E2Eパスに沿って、AAL及びキャリアリンクに敷設さ

れた光回線上を通る。この信号の出力パワーは、DLMが適切な精度と分解能を達成できるレベル（およそ 12 dBm）

に設定する。このパワーは比較的高く、強い非線形性が予想されるため、このステップでは DLMチャンネルのみが

伝送される。ここで DLMチャンネルにはリアルタイムデータは送信されない。この論文では、特に [92]に記述され

ているように、DLMのための線形最小二乗アルゴリズムを使用し、γ(z)P (z)の絶対値を迅速に推定できるようにし

ている。ファイバースパンの長さ LS が予め分かっている場合、DLMを通して収集されたデータを使用して各ファ
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イバースパンごとに抽出されるパラメーターは、DLM周波数における損失係数 α、波長分散 D、集中損失の位置と

値 l(z)、非線形係数 γ およびファイバースパン入力電力 P の積となる。後者は EDFA出力点にある PDで測定され

たパワーと入力コネクタ損失の積に相当する。次のステップである OLSキャリブレーションにて、入力コネクタ損

失と各ファイバースパンの実行断面積の推定が行われるので、これを使って γ と P を分離することができる。

4.2.2 Optical line system calibrationの適用

敷設された伝送路システムに対し、伝送路システムの QoTを最適化するためのテレメトリ技術 [90]を初めに実施

する。光ファイバーアンプに内蔵された光パワーモニタと、光回線の両エッジノードに設置した１つの光スペクトラ

ムアナライザー (Optical Spectrum Analyzer: OSA)のみを使用して物理パラメーターを抽出する。求めた物理パラ

メーターを GNPyのような物理シミュレーションモデルに適用することで、最適なワーキングポイントを得ること

ができる。ASE光源とWSSの組み合わせにより、最初のエッジノードにフル CバンドWDM矩形波を作成し入力

する。WSSは ASE光源を平坦化し、OSNR測定を行うための任意パターンのスペクトルホールを形成する。デー

タ収集は、対応するスペクトラムと EDFA それぞれの入出力電力を測定しながら、キャリアリンクの各 EDFA の

ゲインとチルト設定を変更することで行われる。次に各スパンについて、損失係数関数 α(f)、入力 l(z = 0)と出力

l(z = LS)点でのコネクタ損失、およびゲインパラメーター・NFに関する平均 EDFA雑音指数 NF（周波数に対し

てフラットと仮定）の関数をパラメーターとして取得する。全体的な利得リップルプロファイルの推定は、すべての

EDFAが同じ固有利得リップルプロファイルを示すという仮定に基づいている。実行断面積 Aeff は、非線形係数 γ

から間接的に導かれる。DLM は、γ(z)P (z) として表される相対電力プロファイルを推定して出力する。各ファイ

バースパン入力 z = 0での P (z)の値は、EDFA出力電力と入力コネクタ損失との積 l(z = 0)として推定することが

できる。非線形係数 γ が単一のファイバースパンにおいて一様であると仮定すると、入力コネクタ損失を推定するこ

とで、非線形係数、続いて実行断面積を導出することが可能となる。物理パラメーター抽出は、信号電力と OSNRの

それぞれについて、測定プロファイルとシミュレーションプロファイルの平均誤差に関するコスト関数を最小化する

物理パラメーターセットを決定することで実現している。このように DLMと OLSキャリブレーションを組み合わ

せることで、ファイバーとアンプの包括的な特性評価が可能になる。DLMと OLSキャリブレーションによって得ら

れた物理パラメーターを GNPyシミュレーションモデルに入力することで、全WDMチャネルに対する GSNRを

推定することができる。TRxの BER対 OSNR特性 [77, 93]を利用し、伝送路システムと TRxによって生成され

たインペアメントの合計値を計算し、受信機における前方誤り訂正（FEC）BERに対応する Qファクタを推定する

ことができる [94]。

Integrated physical-aware methodにより、オペレーターはマージン設計や性能最適化など、ネットワーク運用に

必要な情報を可視化することができる。DLMと OLSキャリブレーションを組み合わせた最適化手法と GN近似を

用いた解析的物理モデリングにより、計算時間が大幅に短縮され、計算結果をオペレーターに即座に表示することが
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できる。また本方式はブラックボックス的なアプローチではなく、かつ機器タイプやベンダによらず適応可能な技術

である。このため提案する手法を適用することによって、4.1.1節に示した要件のうちの「既存ベンダ以外の装置を用

いて新設の伝送路システムを構築したいケースに対応」を満たすことができる。

4.2.3 QoT推定と測定

[94]で述べた手法に従って、以下に伝送チャネルの実効 E2E SNRがどのように測定され、物理モデル（この場合

は GNPy）の予測とどのように比較されるかを以下に示す。特定の変調フォーマット（Modulation Format: MF）

が与えられた時、測定された Pre-FEC BERは、E2E光パス全体の SNRの関数として下記のようにモデル化するこ

とができる：
BER = ΨMF(SNR) (4.1)

SNR−1 = SNR−1
TRx + SNR−1

ASE + SNR−1
NLI (4.2)

= SNR−1
TRx +GSNR−1

ここで 16QAMの場合は下記に従う。

ΨMF =
3

8
erfc

(√
SNR

10

)
(4.3)

Back-to-backの BER対 OSNR測定曲線から、最小二乗法によって TRxの実効 SNRTRx を導出することができる。

E2E SNRを推定するために、GNPyモデルはまず光回線における ASE雑音と NLI雑音に関する影響を足し合わせ

た GSNRを推定する。予測された E2E SNRは、式 (4.2)に従い、TRxの SNRによる影響を考慮して算出される。

BER測定を使用して推定精度を検証するため、E2E接続の SNRは式 (4.1)を反転して計算される：

SNR = Ψ−1
MF(BER) (4.4)

SNRTRx に関する TRxの正確な性能を開示することを避ける目的*18で、推定および測定された SNRを任意の値で

減算して、テスト対象チャネルの相対 Q係数を求める。

4.3 制御アーキテクチャ

本節では、4.2節で示した適用方式を活用した制御アーキテクチャについて論ずる。

図 4.4は、新しく考案された DCXアーキテクチャの重要な実現要素の 1つである、ハイブリッドコントローラー

を示している。ユーザー・サイトは、キャリアが所有するキャリア・リンクと接続し、キャリアはキャリアのエッジ

に POP を提供する [94]。ユーザー機器は、AAL を介して POP に接続することができ、電気変換なしに他のユー

*18 本論文では、TRxベンダにとって秘匿情報である特性情報を示す必要がある場合は、絶対値ではなく相対値で特性を表記している。

78



図 4.4 DCXアーキテクチャ中のハイブリッドコントローラー

ザー機器に直接接続することができる。このサービスでは、光スイッチ (Fiber Cross Connect: FXC)が配置された

キャリアリンクを介して多数のユーザーが互いに接続するため、図中 (1)のようにキャリアエッジに配置された解析

用の装置 (WSS, OSA 等)をユーザー間で共有することができる。また、(2)のように DLMをユーザー機器に適用

することで、ユーザーサイトに新たな監視用装置を追加することなく、ファイバーリンクの物理パラメーターを取得

することができる。OSSによる解析モデルとマルチベンダ機器制御用の共通 IFを備えたハイブリッド・コントロー

ラー（ローカル/リモート）アーキテクチャの適用により、オペレーターはビッグデータを共有することなく、(3)の

ように異なるタイムゾーン間で共通の操作手順を実行することができる。このアーキテクチャの特徴は、解析モデル

やマルチベンダ機器操作に OSSを利用することで、世界中どこでも同じ解析や機器制御が可能であることと、大容

量のデータ、または計算時間への影響が大きい測定データはローカルサイトのみに保存されることである。ハイブ

リッドコントローラーは、DLMコントローラー、OLSキャリブレータ、ビジュアライザ、デバイスコントローラー

の 4つの主要コンポーネントから構成される。ローカルサイトの DLMコントローラーは、Muxponder 上の DLM

機能を使って 130 Gbaudクラスの DSP ASICから波形データを取得する。DLMによって抽出された物理パラメー

ターは、処理後にデータセット 1として保存される (4)。同様に、OLSキャリブレータはWSS、光ファイバーアン

プ、OSAを制御して測定を行う。その後、測定データを処理することで物理パラメーター抽出を行い、データセッ

ト 2として格納する (5)。リンク伝送のモデリングと QoT性能の最適化と可視化には、ローカルサイトの GNPyを

利用する。図 4.8 に後述するように、可視化に必要なすべての物理パラメーターは、データセット 1 とデータセッ

ト 2を利用して、DLM＋ OLSキャリブレーションによって計算される。これらのパラメーターはリモートコント
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ローラーにコピーされる (6)。ここでは、操作のための物理パラメーターはコントローラー間で共有されたが、DLM

のために DSPから抽出され、OLSキャリブレーションの過程で生成されたデータはローカルコントローラーに保存

される（待ち時間を最小限に抑えるためだけでなく、これらの技術データは関連する事業者間で秘密保持契約に基づ

いて取り扱われることもあるため）。リモートサイトのオペレーターは、可視化に必要な全ての物理パラメーターを

GNPyに入力することで、伝送路システムを設計することができる。最後に、デバイスコントローラーは、伝送路シ

ステム切り替えのための FXCと TRxの設定を行う (7)。ここで、TRxの共通制御 IFは、OpenROADM [25]のよ

うな MSA ですでに定義され標準化されているが、FXCの IFはまだ定義されていない。FXCの制御 IFはベンダご

とに異なるため、今回のようにリモートコントローラーからローカル機器を制御するためには、共通の IFが不可欠

である。そこで、[16]で定義した FXC用の共通制御 IFを利用し、[16]で開発したコントローラーを伝送路システム

図 4.5 デバイスコントローラーによる検証と伝送路システム設置作業

切り替え用に拡張した。これらを使用することで、図 4.5に示すように、リモートサイトのオペレーターは、マルチ

ベンダの FXCと TRxを使用した伝送路システムをローカルサイトで検証することができる。オペレーターは新た

に設置した伝送路システムでサービスを開始するかどうかを検証し、切り替え実施の判断を行う。

本節で論じたように、解析モデルは OSSの GNPyを、共通制御 IFとデバイスコントローラーは YANGベースの

データストア Sysrepoと NETCONFサーバー netopeer2の OSSを利用しているため、コントローラーは世界中ど

こでも使用でき、4.1.1節に示した要求条件、地域を限定しないオープンで高度な設計を実現できる。
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図 4.6 ファイバー構成

4.4 実験構成

図 4.6は、フィールドトライアルで使用したリンクファイバーのルートと構成を示す。すべてのフィールド・ファ

イバー（North・Aerial・Blue Devil Tower・South の各ループ）は、デューク大学の Telecom building を始点と

終点とするシングルモード・ファイバーで構成される。長さ 2.29 kmの架空区間を含む Aerialループを除き、すべ

てのファイバー・ルートは埋設ファイバーである。ブルーデビルタワー（BDT）ループと Southループにはループ

バック（青枠）を適用した。DCXネットワーク用の E2Eファイバールートは、フィールドファイバーとラボファイ

バースプールを使用して構築した。AAL1 は長さ 15.3 km で、3 つの 5.1 km ファイバーループ（BDT ループを 3

回）で構成されている。キャリアリンクは長さ 163.0 kmで、Southループ・Northループ（2回、ループバック接

続）・Aerialループ（2回、ループバック接続）で構成されている。AAL2には 20 kmのスプールファイバーを使用し

た。次に、新たに導入した伝送路システムを短期間で最適化するためのネットワーク構成を図 4.7に示す。ここでは，

DCXユーザーは経路とMuxponderを二重化した L2冗長制御を適用し，L1冗長制御は適用しないものとした。こ

のようなネットワーク構成により、メインのMuxponder間に敷設された（これまで利用していた）伝送路システム
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図 4.7 ネットワーク構成

を、限られた時間で新設の伝送路システムに切り替える。ユーザーサイト１と２にあるバックアップのMuxponder

は、バックアップリンクを模擬するためにパッチケーブルで接続した。メインのMuxponderには、Cバンド全体で 1

THzの周波数間隔の TRxを 4つ実装した。この 4つの周波数は、固定 100 GHz間隔の AWGで多重化した。TIP

の Phoenix 要件 [69] に準拠した Muxponder を配備し、2 章で示した Cloud-native なアーキテクチャを採用した
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NECの NOSをインストールした。これらのMuxponderには、富士通オプティカルコンポーネンツと Lumentum

による OpenROADM 準拠の 400G CFP2-DCO プラガブル TRxを搭載した。本実験では、DLM実証用に市販の

Muxponderを活用した。DLMチャネルの帯域幅（130 GBdクラス）が広く、今回活用した AWGに収まらないた

め、DLM信号をダイプレクサ（DPXR）で多重化し、400Gの 4チャネルと合波した。DLM機能は将来的に TRx

内に実装し、ユーザー DCで必要となるスペースを最小化する予定である。キャリアエッジ１と２には、従来敷設さ

れていた伝送路システムから新設の伝送路システムに光パス経路を切り替えるために FXCを設置した。伝送路シス

テムの起点となるキャリアエッジ１には ASE光源とWSSがあり、キャリアリンク上に 100 GHz間隔の 400 Gbit/s

チャネル 4本を含む合計 40チャネル（DLMチャネルは 200 GHzスロットを占有）のフル Cバンド DWDM伝送

スペクトルを生成した。終点であるキャリアエッジ２には、スペクトルを測定するためのWSSと OSAを設置した。

図 4.7の挿入図は、全てのパラメーター推定ステップが終了した後、キャリアエッジ１および２の OSAによって測

定されたWDMスペクトルを示す。色付きのチャネルは４つの 400Gリアルタイム・データ・チャネルを示し、灰色

のチャネルは ASE光源とWSSによって模擬されたチャネルである。このように生成されたスペクトルは、全スペ

クトル負荷状態での標準的なネットワーク動作に相当する。キャリアエッジと２つのインラインアンプ（1と 2）の

EDFAはすべて、Auto Gain Control（AGC）付きのデュアルステージを適用した。DLM計算では、空間粒度を 1

kmに設定し、信号サンプルを使用した。

1.2.0.3節にて、自動化・最適化に必要なハードウェアの追加を最小限（伝送路システム当たり１式程度）に抑える

ことを要件とした。今回の方式では、DLM機能は将来的に TRx内に実装することを想定しており、ユーザー DCで

必要となるスペースを最小化できる。また本方式では、EDFAごとに Optical Channel Monitor (OCM)や OTDR

等の追加ハードウェアは必要なく、キャリアエッジ１と２で ASE光源・WSS・OSAを作業時間のみ適用（別工事と

シェア可能）であり、伝送路システム当たり１式以内の目標を達成できる。

4.5 実験結果：１時間以内でのプロビジョニングとメンテナンス

本節では、実行時間、物理パラメーターの可視化、性能検証、ベースライン比較、システムの Q ファクタ変動、運

用上の考察を含む、1 時間以内でのプロビジョニングとメンテナンスの達成結果を報告する。結果を読みやすくする

ために、以下の数学的表記法を導入する。任意の周波数依存プロファイルを考慮する場合、周波数全体の平均値とし

て表す。誤差演算子は、測定値とシミュレートされたメトリック値の差を定量化し、周波数スペクトルにわたる標準

偏差として表す。

4.5.1 時間測定結果

図 4.8は、プロビジョニングの手順と実行時間を示している。この図には、作業手順だけでなくデータ生成と可視

化のプロセスとそれらの相互関係も記載している。T0と Tfはそれぞれ開始時間と終了時間を示す。まず DLMを用
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図 4.8 プロビジョニング手順と実行時間

いてファイバーパラメーターを抽出した。リンクのセットアップには、コヒーレント・モジュールの起動を含めて 3

分、測定には 1分かかった。DLM測定の後、DLM計算と OLSキャリブレーションのセットアップ・測定が並行し

て行われ、それぞれ 3.5分と 33分を要した。DLM計算によりデータセット 1が生成され、OLSキャリブレーショ

ンの測定結果が OLSキャリブレーション計算ステップに渡され、リンクパラメーターが抽出され、データセット 2

が生成される。その後、GNPyモデル計算の入力としてデータセット 1とデータセット 2を組み合わせ、チャネル入

力パワーに対する絶対パワープロファイルと相対 Qファクタを含むリンク特性を可視化した。可視化した結果を得る

には、OLSキャリブレーション測定後 15分かかったが、これはほとんど OLSキャリブレーション計算についやされ

た。パラメーター抽出タスクの実行には、クアッドコアの第 11世代 Intel Core i5-1135G7（2.40 GHz、1382 MHz）、

32GB RAMを適用した。リモートオペレーターが、物理パラメーター対応モデルが提供する可視化されたデータを

チェックして、新しい伝送路システム構成を採用するか古い構成に戻すかを判断する時間を１分間とした。最終的な

伝送路システムコンフィギュレーションは 7分で完了するため、タスク全体はトータル 1時間以内に完了する。

本方式では、１ R中継地点等、伝送路システムが設置されている拠点に対して工事担当者を派遣する必要がなく、

リモートから自動でモニタ・最適化・設定が可能である。また、ユーザーが許容するメンテナンスウインド（通常は

２時間程度）に対して１時間以内に完了可能であることを実証し、4.1.1節に示した現地派遣削減と工事時間短縮を達

成することができた。

4.5.2 物理パラメーターの可視化

図 4.9は、図 4.6に示したファイバー構成で、DLMによって可視化した相対パワープロファイルである。縦軸と

横軸は、それぞれ相対パワー (γP )を dB単位と距離単位で示す。DLMによる結果は OTDRのトレースとよく一致
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図 4.9 DLMによって推定された相対出力プロファイル

Span ID
LS

[km]

Aeff

[µm2]

D

[ps/nm/km]

γ

[1/W/km]

Total Loss

[dB]

l(z) [dB]

z = 0 0 < z < LS z = LS

AAL 1 17.6 82.2 17.94 1.28 11.7 2.7 – –

CL 1 51.86 90.84 17.97 1.16 15.7 3.33 2.25 0.93

CL 2 54.75 91.92 17.35 1.15 16.8 2.73 2.40 0.89

CL 3 54.75 95.67 17.67 1.10 16.4 2.57 1.28 0.62

AAL 2 20.0 83.0 16.71 1.27 5.0 1.7 – –

表 4.1 フィールドトライアルの物理パラメーターのセット。キャリアリンクに関連する物理パラメーターは、
OLSキャリブレーションを使用して抽出した。AALに関する物理パラメーターは、DLM技術と OLSキャリブ
レーションの結果を組み合わせて導出した。

し、OTDR トレースと DLM の間の RMS 誤差は 0.45 dB であった（RMS 誤差の計算からアンプの位置は除外し

た）。また、DLMによってフィールド・ファイバー中に存在するロスも観察できた。

表 4.1に、今回の手法で取得した各スパンの物理パラメーターのセットを示す。AALのファイバー物理パラメー

ターは、DLM技術に EDFAのパワーモニタ測定結果を組み合わせて取得した。続いて図 4.10にキャリアリンクの

ターゲットゲイン Gとチルト Tの設定に対する雑音指数曲線を示す。両方の AALにおける EDFAの平均雑音指数

値は 6.5 dBと推定した。 図 4.11は、取得した一連の物理パラメーターを GNPyに入力し、EDFAの構成をゲイン

とチルトを変えて 58回測定するキャリブレーション手順を通して得られた信号電力 PSIG および OSNRの精度を示

す。抽出された物理パラメーターにより、図 4.11 (a）、図 4.11 (b）、図 4.11 (d）に示すように、それぞれ信号電力

の平均 PSIG(f)、リップル PSIG(f)− PSIG(f)、OSNRの平均 OSNR(f)について精度よくモデル化できていること

が分かる。一方図 4.11 (c）の OSNRリップル OSNR(f)−OSNR(f)は、標準偏差の大きい部分（図 4.11 (c）の斜
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図 4.10 EDFA 雑音指数対キャリアリンクのターゲットゲイン/チルト曲線 (Booster-amp (BST), In-Line

Amp (ILA), Pre-amp (PRE))

図 4.11 収集されたデータセットによる信号電力と OSNRの精度：（a）信号電力リップル誤差、（b）信号電力平
均誤差、（c）OSNRリップル誤差、（d）OSNR平均誤差

線部分）で示される特定の領域で変動があり、周波数に変動誤差がある。これは、このモデルが雑音指数の周波数変

動を考慮していないことが主な原因であり、今後の課題である。
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4.5.3 性能の検証とベースラインとの比較

ここでは、取得した物理パラメーターを使用してキャリブレーションする提案モデルについて、CLのブースターア

ンプの光強度をパラメーターとしてベースラインモデルと比較し、精度を検証する。ここでベースラインモデルとは、

オペレーターが物理層のモデリングに関連する情報を取得せず、一般的な値を使って算出するモデルとする。キャリ

アリンクでは、Standard Single Mode Fiber (SSMF)に標準値を採用し、かつ EDFAの雑音指数を 7 dBに固定し

た。キャリブレーションしたモデルに対して大きな不一致が生じないよう、最悪のケースの雑音指数の値を合理的な

方法で推定している。入力コネクタ損失と出力コネクタ損失は、それぞれ 1.5 dBと 0.5 dBと仮定した。損失係数は

Cバンドに沿って平坦であると仮定し、ファイバースパンの全損失をファイバースパンの長さで割ることによって推

定した。この時、EDFAのフォトダイオードによって測定した値を活用し、トランスペアレントモード（スパンロス

とアンプの利得が等しい）構成とした。各 EDFA は前のスパンの損失を回復し、ブースターは Q ファクタを最大に

するように設定され、各 EDFA のチルトは受信端ノードでの信号パワースペクトルのチルトを最小にするように単

一の値に設定される。トランスペアレントモード構成における EDFAのテレメトリ情報を表 4.2に示す。AALに属

する EDFAの出力パワーは、第 1のキャリアリンクエッジノードでのスペクトラム等化と受信機でのパワーバジェッ

トを考慮し、固定値で設定した。キャリアリンクのブースター利得を 0.5 dB ステップで 12 dB から 20 dB まで段

図 4.12 トランスペアレンシー構成でのパワースイープ：キャリアリンクの検証とベースラインの比較。(a) 信号
電力リップル誤差、(b) 信号電力平均、(c) OSNRリップル誤差、(d) OSNR平均。

階的にスイープさせた。この時、他の EDFA はトランスペアレントモード構成を維持したまま行った。図 4.12に、

キャリアリンクの検証およびベースライン比較に関連する結果を、信号電力と OSNR予測の観点から示す。図 4.12

(a）と図 4.12 (c）は、キャリブレーションとベースラインの２つのモデルの測定値のリップル誤差を周波数に対する

AAL 1

PRE

CL

BST

CL

ILA 1

CL

ILA 2

CL

PRE

AAL 2

BST

G [dB] 21.1 19.4 15.5 14.9 16.8 16.4

T [dB] 0.0 -1.3 -1.3 -1.3 -1.3 -1.5

POUT

[dBm]
13.0 19.3 19.5 19.5 19.5 12.0

表 4.2 トランスペアレントモード構成における EDFAテレメトリデータ
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分布で示し、図 4.12 (b）と図 4.12 (d）は、２つのモデルの予測値と平均測定値を示す。この結果より、今回提案し

ているキャリブレーションで抽出したパラメーターを利用するモデルは、信号電力と OSNR推定の両方の点でベー

スラインモデルを上回ることを示した。特に信号電力に関して、アンプのリップルとファイバーの周波数減衰をモデ

ル化することで、受信ノードにおけるパワーバジェットを適切に推定できる点が重要である。これは、ROADM を

使った等化など、ライン下流の伝送設計に影響を及ぼす。OSNRに関しては、固定値の雑音指数を適用するベースラ

インモデルに比べ、キャリブレーションを行うことによって、ブースターゲイン増加に伴う平均値を正確に確認する

ことができる。また、キャリブレーションの際の測定値から得られる情報により（キャリブレーションモデルにおい

て雑音指数が周波数に対し不変と見なしているにも関わらず）OSNRプロファイルの周波数推定値を最適化すること

が可能となる。

1.2.1節の伝送路システムの到達目標において、提案する最適化手法の精度として工事担当者を現地派遣して最適

化を行う際の設計誤差以下に抑えることとしていた。本節の実験結果より、既存の設計誤差 (±0.6 dB）よりも QoT

予測誤差を改善（±0.3 dB）できることを実証した。

4.5.4 システム Q値の揺らぎ

Integrated physical-aware method を用いて伝送路システムを最適化した後、５時間の品質測定を実施した。

図 4.13に実験システムの５時間の Q値変動を、図 4.14に Q値データの分布を示す。E2Eの Q値は４つの TRxで

１分ごとに測定した。４つの TRx値の標準偏差（3σ）は 0.087、0.086、0.095、0.099であった。これらの結果は、

Qファクタの変動が十分に小さく、本実験で行った Semi-automaticなファイバー切り替え作業後もシステムが安定

していることを示している。

4.5.5 運用に関する考察

この節では、4.5節で紹介した実験結果に基づき、自動運用に関する考察を行う。

i. 自動化実用の観点： Integrated physical-aware methodにより、光学系の必要な特性パラメーター（各スパン

長のみ事前測定）を全て遠隔から自動的に取得することができた。可視化により、人間による目視検査・判断

が可能となり、Semi-automaticなシーケンスにより、予期せぬ問題が発生した場合の復帰も可能である。

ii. 自動化の利点： オペレーターが、サービス提供中の回線で工事を行うために一時的にサービスを中断する場

合、メンテナンスのウィンドウは通常２時間である。この方法では、異なるタイムゾーンにいる遠隔オペレー

ターを介して１時間以内に切り替えとキャリブレーションを行うことができる。近年の光ネットワークは、

ネットワーク状態の変化に対して大きな EOLマージンを割り当てて運用されることが一般的であり、ネット

ワークリソースが十分に活用されているとは言えない。本手法ではリアルタイムに物理パラメーターを取得す

ることで、短時間で光ファイバーリンクシステムのプロビジョニングを行うことができるため、ネットワーク
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図 4.13 Q値変動測定（５時間）

状況に大きな変化（例えば、多チャンネル追加・削減、経年変化によるファイバー損失やアンプゲインの変化、

32QAMや 64QAMなどの新世代コヒーレント信号の波長多重化など）が発生したタイミングでプロビジョニ

ングをやり直すだけで、状況に応じてネットワークリソースを最適に利用することができる。

4.6 故障個所特定への応用

このセクションでは、本章で紹介した Integrated physical-aware methodを活用して物理的メトリクスと物理パラ

メーターの変化を明らかにすることで、故障個所特定に応用可能かどうかを論ずる。
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図 4.14 Q値データの分布（５時間）

4.6.1 実験方法の説明、結果と考察

4.4節に述べた 200 kmのマルチスパン伝送路システムにおいて、意図的に損失を導入することにより、ファイバー

損失コネクタの劣化と EDFA雑音指数特性の劣化を模擬し、本手法が故障の重大性と位置を検出できることを検証

した。１つ目のユースケースに関しては、EDFA#2の出力に 2 dBの異常損失を挿入する前と後でパワープロファイ

図 4.15 EDFA#2出力部分に損失を追加することで光強度ロス障害を模擬した際の相対パワープロファイル推定値

ルを測定した。図 4.15は、DLMによって推定された相対パワープロファイルを示している。黒の点線が異常損失挿

入前の通常状態を示し、赤の実線が 2 dBロスを印可した異常状態を示す。この図より印加された損失の大きさと位

置が明確に識別できることが分かる。２つ目のユースケースでは、OLSキャリブレーションを適用することで故障が

発生した EDFAを特定する。図 4.16 (a, b)は、故障前の正常な状態における、実測値（データセット２）と、OLS
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図 4.16 EDFA#2の雑音指数特性劣化：(a) 故障前の平均 OSNR誤差分布、（b）故障前の平均雑音指数関数対
目標利得、（c）故障後の平均 OSNR誤差分布、（d）故障箇所の特定

キャリブレーションによって推定した物理パラメーターを用いた GNPy 予測値との平均 OSNR 誤差分布 ∆OSNR

を示している。その後、EDFA#3の中間段に 8 dBの減衰器を挿入し、雑音指数を意図的に劣化させた [95]。ここで

故障発生の検知については、サービス提供中の TRxからの Pre-FEC BER劣化により初めに検知され（ただし故障

原因・箇所はこの時点では特定できない）、これを受けてオペレーターがユーザーとメンテナンス実施を合意し、通信

サービスを一時中断して OLSキャリブレーション作業を行うものと仮定する。この時点で、4.4節で行った実験と同

じデータセットを収集し、平均 OSNR エラーの分布を再度評価する。評価結果を図 4.16 (c)に示す。雑音指数の劣

化により、約 4 dBのバイアスが生じており、さらにこの分布には以前存在していなかった外れ値が現れている。こ

れは雑音指数関数の平均値だけでなく、その形状（傾き）も変化していることを示唆している。図 4.16 (d)は OLS

キャリブレーションを実施したときのデータセットに基づいて、各 EDFAの利得とチルトを３次元でプロットした

図であり、EDFA#3に異常が現れていることを示す。このように OLSキャリブレーション手順は雑音指数関数の形

状の変化に敏感であるため、外れ値を特定することで、故障が発生したアンプを特定することが可能となる。この特

性を利用することで、アンプの雑音指数に関連する故障の位置を現地に技術者を派遣することなく特定可能となり、

故障したデバイスを最小限の稼働と時間で交換することができる。

4.7 今後の課題

本実験では、Open ROADM MSA規格の 400 Gbit/s 16QAMモードを用いた。DCIでは、ファイバーあたりの

伝送容量を増やすために、高いスペクトル効率を持つ 32QAMや 64QAMの適用が期待されている。しかし、これら
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のモードは高い OSNRを必要とするため、キャリブレーション精度のさらなる向上が必須である。また、キャリブ

レーションに要する時間の短縮も重要な研究課題である。この論文では１本のポイント・ツー・ポイント回線を最適

化したが、キャリブレーション時間をさらに短縮できれば、限られたメンテナンス時間内でより大規模なネットワー

クを構築できるようになる。

もう１つの重要な研究領域は、構築されるネットワークの一部セグメントで運用ポリシーが異なる、伝送路システ

ム機器の制御 IFが公開されていないケースに対する最適化手法とアーキテクチャである。

4.5節で示した１時間以内でのプロビジョニングとメンテナンスはフィールド環境でテストされたが、4.3節で示し

たハイブリッドコントローラーを使用したマルチベンダデバイス制御はラボ環境でのみ実施されたものである。これ

らすべての操作を遠隔地から自動制御できれば、光伝送におけるデジタルツインの好実用例となる。

ユーザーサポートの観点について、今回はファイバーリンクと EDFAにロスを意図的に追加し、故障個所を特定す

ることができることを示したが、今後は EDFA内のレーザー出力が経年劣化により低下した場合等の他の種類の故

障が発生した場合にこれらを検知可能かどうかは重要な研究テーマである。

4.8 まとめ

1.1.6節に示したように、クラウド・AI/ML・ビッグデータ・アナリティクス・AR/VR技術の急速な普及により、

DCI導入は世界の至る所で拡大を続けている。伝送路システムにおいても、広域に展開されたアンプや ROADM等

の機器を遠隔から最適化・制御できることで、新規伝送路のプロビジョニングタイム短縮や工事費用の削減が期待で

きることから、遠隔から自動運用するためのアーキテクチャ・モデル・モニタ技術に期待が集まっている。本章では、

システムベンダに依存しない共通的かつ自動の伝送路モニタ、パラメータ推定技術について論じ、フィールド実証な

どの実験結果を通して 1.2.1節の伝送路システムに関する目標を達成したことを示した。

既設ベンダ以外の装置を用いて新設の伝送路システムを構築したいケースに対応する要件については、4.2節にて、

MLによる手法ではなく、GNモデルを使った解析的手法により物理モデルを実現した。またこの手法は、特別なモ

ニタを備えていない市販の光アンプに適用可能である。4.5節にて、物理モデルに基づく伝送路設計に必要な全てのリ

ンクパラメーター（ファイバーと光アンプ）を遠隔から取得可能であることを示し、かつ既存の設計誤差 (±0.6 dB）

よりも QoT予測誤差を改善（±0.3 dB）できることを、フィールドファイバーを用いて実証した。

品質やパラメーターが不明な回線を使った提供に関する要件については、光送受信装置からの情報のみで、多スパ

ンに跨ってパワープロファイルを測定可能な DLMを適用した。4.5.2節にて、１ R中継地点等、伝送路システムが

設置されている拠点に対して工事担当者を派遣する必要がなく、リモートから自動でモニタ・最適化・設定できるこ

とを示した。また DLMによる結果は OTDRのトレースとよく一致（平均二乗誤差は 0.45 dB）することをフィー

ルドファイバーを用いて実証した。
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従来運用手法に適合しつつ、迅速にプロビジョニングや不具合切り分けを実施する要件については、4.2節に示した

解析的手法（DLMと OLS calibration）を組み合わせた Integrated Physical Aware Methodと、4.3節の制御アー

キテクチャを活用したプロビジョニング手順で対応した。4.6節にて、意図的に損失を挿入することにより、ファイ

バー損失コネクタの劣化と、光アンプ雑音指数特性の劣化を模擬し、これをパワープロファイルの変化や OSNR誤

差分布の変化によって検出可能であることを示した。これにより、現地に技術者を派遣することなく故障の位置を特

定可能となり、故障したデバイスを最小限の稼働と時間で交換することができる。

また、上記を連携させた検証を実施し、人による確認作業を含めた Semi-automaticな制御シーケンスを含め、異

なるタイムゾーンにいる遠隔操作者が１時間未満で切り替えとキャリブレーションを実行できることを、Duke大の

フィールドファイバーを使って実証した。この際、自動化・最適化に必要なハードウェアの追加は伝送路システム当

たり１式のみであり、Qファクタの変動が十分に小さく、本実験で行った Semi-automaticなファイバー切り替え作

業後（５時間）もシステムが安定していることを確認し、到達目標を達成した。
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5 結論

デジタルコヒーレント技術により性能向上・普及が急激に進んだ光伝送技術、ハードウェア・ソフトウェア分離に

より DCインフラを著しく効率化・高信頼化した仮想化技術の二つのイノベーションにより、ビデオ会議や SNSなど

のクラウドサービスはグローバルに普及し、拡大を続けている。近年では、現実世界の物体や環境から収集したデー

タを使い、仮想空間上に全く同じ環境を再現する「デジタルツイン」と呼ばれる技術の普及も進み、ユーザーに近い

エッジ DC（同じ都市内など）を効率よく活用した大容量低遅延なネットワークに対する要望は今後拡大していくと

予想されている。また、クラウドサービスやデジタルツインのための大量のデータを処理する DCは、地域の電力供

給限界・立地不足やセキュリティ等の課題に直面し、分散配置・広域化が進んでおり、DC間を接続するネットワー

クの需要が急増している。今後 AI技術の普及によって莫大なコンピューティングリソースの消費が予測されている

中、スケーラブルでサスティナブルな将来のインフラ構築は喫緊の課題である。

本研究では上記の将来インフラの課題を受け、「従来手法では実現が難しい低遅延・拡張性・信頼性・柔軟性を同時

に満たし、遠隔に設置されたキャリア・DC・クラウド事業者の機器を接続可能とし、オペレーター主導で自動運用な

どの新機能を追加可能な DCXインフラアーキテクチャを提案・実証する」ことを目的とした。本論文では、DCXの

構成要素である光送受信装置（第２章）、コントローラー（第３章）、伝送路システム（第４章）ごとに目標実現に向

けた課題を設定し、実用性の観点からそれぞれの到達目標を定め、フィールド実験を通して有効性を実証した。

第２章：光送受信装置については、異なったハードウェアコンポーネンツを搭載した光送受信装置を用いて提供、

様々な NOSや新しいアプリケーションに柔軟に対応でき、将来技術をオペレーター主導で追加可能、ユーザービル

に光送受信装置を設置・運用、の３つの要件を満たすため、DCで用いられる運用管理方式と親和性の高い光送受信

装置の制御アーキテクチャの実現を光送受信装置の課題とした。到達目標として、設定した３つの要件に適合し、か

つ提案した装置アーキテクチャを用いて、エージェント送信～起動から監視制御に至る一連のシーケンスを現状運用

と同様の 10分以内に完了できることとした。ユーザー機器に DCXオペレーターのエージェントを送信し、起動から

監視制御に至る一連のシーケンスを 90秒で実施できることを Duke大のフィールドファイバーを用いて確認し、３

つの要件を満たしつつ、到達目標 10分以内を達成した。

第３章：コントローラーについては、ユーザー TRx特性を参照したプロビジョニング・リルートが可能、任意の

多対多拠点間の多様なトポロジーに対応、距離や QoTに応じた最適モードの自動選択、の３つの要件を満たすため、

ユーザー拠点に配置されるデジタルコヒーレントトランシーバーの伝送パラメーターを遠隔から設計・最適化する

技術の実現をコントローラーの課題とした。到達目標として、設定した３つの要件に適合し、かつオンデマンドな

WDMプロビジョニングを、人手を介さずに自動的に 10分以内に完了すること、またWDMプロビジョニングの精

度については、WDM プロビジョニングに起因する変動値をシステムの変動値と同じ桁に収めることとした。米国
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COSMOSテストベッドのフィールドファイバーを用い、リンク性能が最大になるように TRxのパラメーターを設

定するオンデマンドなWDMプロビジョニングを人手を介さず自動的に実施する実験を行い、３つの要件を満たしつ

つ、WDMプロビジョニング全体を６分以内に完了できることを実証した。また、この際に必要なマージンは全体で

0.7 dBであり、システムの GSNR変動 0.1～0.2 dBと同じ桁に収まったことを確認し、到達目標を達成した。

第４章：伝送路システムについては、既設ベンダ以外の装置を用いて新設の伝送路システムを構築したいケースに

対応、品質やパラメーターが不明な回線を使った提供、従来運用手法に適合しつつ、迅速にプロビジョニングや不具

合切り分けを実施、の３つの要件を満たすため、システムベンダに依存しない共通的かつ自動の伝送路モニタ・パラ

メーター推定技術の実現を伝送路システムの課題とした。到達目標として、設定した３つの要件に適合し、かつ現用

の伝送路システムから新規のシステムに切替工事を行う際、自動化・最適化に必要なハードウェアの追加を最小限

（伝送路システム当たり１式程度）に抑えつつ、１時間以内に完了とした。この最適化手法の精度については、工事

担当者を現地派遣して最適化を行う際の設計誤差以下に抑えることとした。Duke大のフィールドファイバーを活用

し、３つの要件を満たしつつ、人による確認作業を含めた Semi-automaticな制御シーケンスを含め、異なるタイム

ゾーンにいる遠隔操作者が１時間未満で切り替えとキャリブレーションを実行できることを実証した。またこの際、

自動化・最適化に必要なハードウェアの追加は伝送路システム当たり１式のみであり、Qファクタの変動が十分に小

さく、本実験で行った Semi-automaticなファイバー切り替え作業後（５時間）もシステムが安定していることを確

認し、到達目標を達成した。

以上より、光送受信装置については Cloud-native な光送受信装置アーキテクチャ技術を、コントローラーについ

ては伝送路の QoTに応じた自動光波長パス設計技術を、伝送路システムについては光ファイバーモニタ・物理レイ

ヤモデルを用いた伝送路システム最適化技術を提案してその効果をフィールド実証し、これらの技術を用いて、光パ

ス自動設計・制御の観点から、光伝送技術と仮想化技術を組み合わせた新しいインフラアーキテクチャを実現可能で

あることを明らかにした。
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6 付録

6.1 相互接続可能なモードの一覧

100 Gbit/sを超える標準化も進んでいる。400 Gbit/s DP-16QAM with concatenated FEC（CFEC）は、クラウ

ド事業者からの要請に応えて、OIF 400 G-ZR [96]のモードとして選択された。200 Gbit/sについては、CableLabs

が DP-QPSK Open FEC(oFEC)をケーブルマルチシステムへのコヒーレント光アクセス用 PHY仕様として採用し

た [97]。300 Gbit/s と 400 Gbit/s については、Open ROADM MSAが DP-8QAM oFEC と DP-16QAM oFEC

をそれぞれ相互運用可能なモードとして採用した [25]。異なるベンダ間の相互接続は、100 から 400 Gbit/s までの

すべての帯域で可能になった（表 6.1）。

Capacity [bit/s] 100G 200G 300G 400G 400G

FEC type SC-FEC oFEC oFEC CFEC oFEC

FEC OH [%] 7 15 15 15 15

FEC NCG [dB] 9.3 11.1 11.6 10.8 11.6

Interoperability CableLabs Cablelabs Open ROADM OIF Open ROADM

– Open ROADM Open ROADM – ITU-T ITU-T

– ITU-T – – – IEEE802.3cw

– IEEE802.3ct – – – –

表 6.1 相互接続可能なモードの一覧（2021年）

6.2 GNモデルの精度に関する議論と最新動向

GNモデルが提案された 2010年前半には、NLI雑音の全てをガウス雑音として計算することに対して反論もあり、

R. Dar らによって NLI雑音の主要項の一つである相互位相変調の影響を解析的に計算する方法が提案された [98]。

その翌年 A. Carenaらはこの方法を拡張し、自己位相変調・相互位相変調・四光波混合の影響それぞれを GNモデル

と相関関数の和で表した Enhanced GNモデル (EGN)を提案した [99]。

GEGN
NLI = GGN

SCI +Gcorr
SCI +GGN

XCI +Gcorr
XCI +GGN

MCI +Gcorr
MCI (6.1)

ここで Gは NLI雑音の Power spectral density (PSD) であり、SCI・XCI・MCI はそれぞれ自己位相変調・相

互位相変調・四光波混合に起因する項目を示す。GN・corr はそれぞれ GN モデルと相関関数による項であること

を示す。EGNによって、特にスパンが少ない領域での非線形光学係数の精度を向上することに成功したが、一方で

計算量が増加するため、さらに翌年 P. Poggiolini らによって EGN から導出した閉形式の GN モデル補正式 (app

EGN)が提案された [100]。この app EGNにより、EGNにより達成した NLI雑音の計算精度と同程度で、かつ少

ない計算量でシンプルに算出可能となった。近年はこの手法を C＋ L等の多波長帯に適用する研究も盛んに行われ
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ている [101, 102]。閉形式を用いず数値積分で GNモデルを計算すると１チャネル当たり数分かかるため、多波長帯

で 200波を超える場合の計算時間は数時間に及ぶ。D. Semrauらは、チャネル間誘導ラマン散乱のある光伝送システ

ムに閉形式 GNモデルを適用し、SSFM及び数値積分 GNモデルとの比較を行った結果、SSMFの C+L全帯域にわ

たって非線形干渉強度の平均偏差が 0.2 dBであったと報告している [101]。また 2024年には、A. D’amicoらが GN

モデルに誘導ラマン散乱（Stimulated Raman Scattering: SRS）の影響を加味したGeneralized GNモデル [103]を

先述した GNPyに適用したことで、C+L帯の伝送設計についてもオープンソースでできるようになった。現在様々

な機関によって検証が進められている。

6.3 Partially disaggregationと Fully Disaggregation

Disaggregatedネットワーク・アーキテクチャには、Aggregated、Partially disaggregated、Fully disaggregated

といった複数のオプションがある [104]。Partially disaggregatedモデルは、トランスポンダを Open Line Sysmtem

(OLS)から切り離し、Fully Disaggregatedモデルは、OLSの各構成ブロックを分解する。ホワイトボックス・オープ

ン IF定義によるアプローチによってネットワークの各要素の設定パラメーターを公開し、それらを汎用的に制御する

ことで、Disaggregationのレベルを上げることができる。本章ではまず、ホワイトボックスを中継器とする Partically

disaggregatedモデルを想定し、Muxponder部分のハードソフト分離について述べる（Fully disaggregated モデル

については 4章で言及する）。

6.4 ホワイトボックス型光送受信装置ハードウェア

この節では、2節の図 2.5中に示した Switchponder Board部分について解説する。図 6.1は、図 2.5のアーキテ

図 6.1 コヒーレントモジュールを実装可能なWhitebox Switch（OCP summit 2019、左の写真は Edgecore

Neetworks社提供）
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クチャをベースに、Whitebox Switch 最大手の Edgecore Networks 社が開発した Cassini[105]と、NTTイノベー

ティブデバイス社の DSP ASIC である ExaSPEED200 を Blade Design Suite [61] で実装した Coherent Optical

Module を示す。右の写真にあるように、Cassini は Switch ASIC (Broadcom Tomahawk+) と QSFP28 を囲む

ように８つの Coherent Optical Module を収容可能なデザインになっている。X86 または ARM Processor/Open

Kernel上に、前節 2.2.1で述べた TAIが実装されており、TAIを通して QSFP28を制御するのと同様のアーキテク

チャで CFP2-ACOや DSPを制御できる。

Cassiniのように Switch ASICを使って Line/Client port を収容する Switchponderに対して、Gearboxを使っ

て Line/Client port をレイヤ１で時分割多重する装置はMuxponderと呼ばれる。400 Gbit/sのプラガブルコヒー

レント TRxの普及を見据えて、Cassiniのようなスイッチポンダだけでなく、キャリアに広く活用されているレイヤ

1装置であるMuxponderについてもハードウェア・ソフトウェアを分離した装置を実現する動きが始まった。図 6.2

図 6.2 ハードウェア・ソフトウェアが分離されたMuxponder（写真は Pegatron社提供）

はハードウェア・ソフトウェアが分離された Disaggregated 400G Muxponder ”Phoenix”（6.6参照）の仕様に基づ

き、Whitebox Server大手の Pegatron社が開発した Endevorとその基本仕様を示す。Cassiniと同様、オープンな

ハードウェアを活用して冗長化を実現し、ONIE等の OSSに対応する。またこのモデルは左右の Sledのそれぞれに

制御 CPUが実装されており、スモールスタートが可能な構成となっている。

6.5 Cassiniのトライアル・商用化

伝送性能についても、例えばテレフォニカはペルーにて Cassiniを利用した 1200 kmでの 100 Gbit/sのフィール

ドトライアルを実施し、OFC2020にその結果を報告している [106]。

同じころ、日本のクラウド事業者であるミクシィは Cassiniに Goldstoneを実装して商用 DCIに適用した事例を

TIP summitにて報告し、最初の商用利用がスタートした [107]。その後、IP infusionは Cassiniに OcNOSを適用
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してホワイトボックスパケットトランスポンダのビジネスを展開し、これまでにアフリカのブルキナファソ [108]、南

米チリのMundo Pacifico[109]等に商用導入を行った。

6.6 Disaggregated 400G Muxponder ”Phoenix”の標準化

ホワイトボックスパケットトランスポンダの実績をうけ、TIPでは次世代の 400G TRxを使った Disaggregated

400G Muxponderのプロジェクトが立ち上がった。筆者は TIP OOPTの Disaggregated Optical Systems (DOS)

サブグループの Co-lead として、Cassini に続いて本プロジェクトを推進した。後に Phoenix と名付けられたこ

のプロジェクトは、2019 年 12 月に技術仕様を、2020 年 4 月に Vodafone・Telefonica・Telia Company・NTT

Communications・DT・MTNによる共同の RFIを発出している。図 6.3 (a)は Phoenixのイメージと仕様化に参加

図 6.3 Disaggregated 400G Muxponder Phoenix （右図写真はWistron社提供）

したオペレーターを、(b)は Gold Badgeを獲得した製品版 Phoenixを示す。Phoenixの High Level Requirement

には、

• コンポーネントが Disaggregateされ、ハードウェアとソフトウェアを異なる技術提供者から調達できること

• サードパーティーのプラガブルモジュールと完全な相互接続ができること

• 自動化のための Open API (Netconfや gRPC)を実装すること

• 市販のハードウェアと最適化された設計により、プラットフォームコストを削減できること

のように Disaggregation・オープンハードウェアの適用や自動化を見据えた Openな APIに関する項目が並ぶ一方

で、ODUk, OTUk, OPUk performance monitoring や Synchlonizationなど、OTNに基づいた現行のキャリア運

用にも対応できることが求められている [110]。DOS に参加しているオペレーターは 2020 年 4 月の RFI 発出後、

ハードウェア、ソフトウェア、全体ソリューションの提案を計 10件受領し、提案ごとにベンダからの製品説明、技術

観点でのオペレーターチーム議論、オペレーターとベンダ間議論を実施した。また、実機を用いた検証も行って 2022

年 6月にコミュニティとしての推奨要件を策定し、detailed Technical Requirement Document （dTRD）としてベ
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ンダ各社に公開した。

dTRDでは Phoenixに対する詳細な技術仕様を物理要件・光伝送規格・制御・監視運用・オーブン性等の観点で約

200項目の要件として整理した。オープン性については、Phoenixの特徴であるハードウェア・ソフトウェア分離の

項目として TAIのサポート、ONIE等のオープンなインストールツールの対応可否等が盛り込まれた [110]。dTRD

公開後、Phoenix Badge（dTRD の仕様を満たしているか）認定の公募が行われた。2022 年 10 月に台湾のホワイ

トボックスベンダであるWistron 社の Galileo FlexT と、TAI/Goldstone をベースに開発された NEC 社の NEC

NOSが Bronze Badgeを取得した。Bronze Badge取得のクライテリアは「机上で仕様を満たしていること」であり、

検証はベンダ主体で実施する。2023年 10月には、同プロダクトで Silver Badgeを取得 [111]した。Silver Badgeの

クライテリアは「オペレーター主導による実機検証で仕様を満たしているか」であり、アフリカ最大のモバイルオペ

レーターであるMTNと NTTコミュニケーションズによる実機検証が評価されて受賞につながった [112]。2025年

2月には、MTNと NTTコミュニケーションズによる実網での検証が評価され、最高位にあたる Gold Badgeを取

得した。MTNは、南アフリカ DCにおいてMTNの商用ラインシステムに Phoenixを Alien Wavelength接続し、

NOS起動時間など実運用に即した試験を行って良好な成績を収めたと報告した。NTTコミュニケーションズは、東

京の商用 DCI にて１年以上にわたる長期安定動作検証を実施し、Phoenix 起因による不具合は発生せず、Phoenix

が商用として十分な品質をクリアしたと報告している。

これらの Badge認定はいずれも、光送受信装置での世界初の認定である。
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